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寄膚 ・解説

21世紀のデジタル経済社会実現に向けた

政策展開
通商産業省機械情報産業局電子政策課長 安延 申
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昨今,特 に ダウ平均 が2万 円 を回復 す る状

況下 で,ど の分野 の産業が一 番貢献 を して き

たか,新 聞等 を見 れば一 目瞭然 です。 バ ブル

は ど うか は別 に して,イ ンター ネ ッ トあ るい

はエ レ ク トロニ ック コマ ース 関係 の企 業 が,

株価 の引 き上 げの原動 力 にな って いるの は明

らかで す 。 平 成7年 度 か ら平 成10年 度 まで,

通 産省 と してIT関 係 の技術 開発 あ るいは コ ン

テ ンツあ るい は電 子商取 引 の推進 に,総 額 で

2000億 円の事 業 を実施 してい ます。 この事業

は,今 日,日 本の情 報化 が ここ まで加速 され

て くる プロセスで,若 干 の力 になれ たか と考

えてお ります。 他 に政府 が景気 対策 に どれ だ

けの金 を費や して きたか を考 えれ ば,2000億

円は安 い投 資 だっ たので はないか,と 自我 自

賛 して いる ところです。皆 様が,こ うい う投

資 は安 い とお考 え にな り,応援 して頂 ければ,

今後 通産省 の政策 もい ろいろや りやす くなる

とい うこ とで,お 願 い を致 してお きた い と思

い ます。

この 中の約1200億 円が 電 子 商取 引 関係 で

す 。1200億 円 の うちの800億 円 の事業 は,平

成10年 度 の第一次 お よび第三次補 正予算事 業

と して実施 を し,そ の 中の425億 円分 の プロ

ジェ ク ト成 果 の発 表会が今 日です。

では,通 産省が なぜ 電子 商取 引 に一所懸 命

力 を入 れ て きたのか。電子 商取 引は,経 済構

造 あ るい は産 業構 造 を大 き く変 える力 を持 っ

てい る,と い うのが私 ど もの結論 で あ り,確

信 です。電 子商取 引の発展 は,イ ンター ネ ッ

トの発展 と機 を一 に して歩 んで きた,と い う

のが我 々の認識 です。 電話 とイ ンター ネ ッ ト

の大 きな差 は,一 つ は距 離 の壁,コ ス トの壁

が な くな る。電話 で あれば,24時 間,例 えば

ニ ュー ヨー ク と回線 をつ な ぎっぱな しに した

時の コス トは無視 で きませ ん。 もう一つ は電

話 とい うの は基 本的 にエ ン ドツーエ ン ドの品

質が保証 された通信 ですか ら,不 特定 多数 の

人 を相手 に出来 る もので はない。 ところが イ

ンターネ ッ トは,単 純 にい えば一番近 い アク

セスポ イ ン トまでの通信料 金 で,世 界 中 どこ

とで もつ なが る。 かつ それが不特定 多数 の人

と,極 端 にい えば地球 上 の全 人 口50億 人以上

を相手 につ なが る可 能性 を持 った メデ ィアで

あ る。 この2つ は ビ ジネス的 に見 る と非常 に

大 きな差 を もた ら します。
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もう一つ は,距 離 と時間の壁 が な くな るの

で,イ ン ター ネ ッ トを使 ったエ レク トロニ ッ

ク コマ ース をホス トす るサ ー ビスは,実 は地

球 上の どこで ホス トされ て も,コ ス ト的 には

国内 で提 供 される場 合 と違 わないのです 。 し

たが って,日 本 の歩みが 遅 い,あ るいは 日本

の制 度が電子 商取引 にそ ぐう形 にな ってい な

ければ,サ ーバ ーが東 京 にあ ろ うが,北 海道

にあ ろ うが,カ リフ ォルニ アにあ ろ うが,シ

ベ リアにあ ろ うが,基 本的 な コス トは同 じで

す か ら,日 本 の方 が 余計 な コス トがか か る,

あるい は,法 律 が未整備 で非常 にや りに くい,

とい う場合 は即座 に海外 か らサ ー ビス の提 供

を受 け る とい うチ ョイスがあ るわ けです 。

日本 の技 術 開 発 あ る い は制 度整 備 が 遅 れ れ

ば,日 本 の貴 重 な雇用機会が どん どん海外 に

流 出 を してい くとい う結果 にな りか ね ない,

とい うのが我 々の認識 です 。通 産省 と して は,

電 子商取 引 は非常 に重要 であ り,か つ21世 紀

の 日本経 済 を考 えた時 に不 可 欠の フ ァクター

だ と認識 してい ます 。

で は,こ の電子商取 引 あるい は イ ンター 不

ッ トの急速 な進歩 を もた ら したの は何 か とい

えば,コ ンピュー タと通信 ネ ッ トワー クの急

激 な技術 的 な進歩です 。

いわ ゆる先 端産業,ハ イテ ク産業 は通産省

が もともと,日 本 の産業 の飯 の種 で ある とい

うこ とで力 を入 れて きた分野 です。 その先 端

産業 の中で も,こ の分 野 の技術 開発,技 術 革

新 の ス ピー ドとボ リューム の イ ンパ ク トは,

他 とは比較 にな りませ ん。

図2何 がIT社会の急速な発展をもたらしているか

Oが ソリン自動車(時 速20km/h):1886年

OBoeing747の 初飛行=1970年

OFI5の 初飛行=1972年

O東 海道新幹線=1964年 開通(210㎞ →300㎞)

Oス ペースシャトルの初飛 行:1981年

Oス パコンの処 理能 力:過 去10年 で100倍
過去20年 で10000倍

Oプ ロセッサのMIPS価 格:過 去6年 で1/70

処理能 力:過 去15年 で1億 倍 超

Oネ ットワー クの伝送 能力:アナログISDNか ら

デジタル化で25倍

スペ ース シャ トルが初 め て飛 ん だのは1981

年 です。 あの時 か らスペ ース シャ トルの基本

的 な技術 は別 に変 わ ってい ませ ん。東 海道新

幹線 が全 通 した の は1964年 で す。 この時 に

210キmで 走 っていた新幹線 が,今 は500系 の

ぞみが 最 高時速300キ ロです 。 あ るいは,今

でも世界の長距離航空路線の過半を占めてい

るボーイング747型 は30年 前 に初就航 してい

ます。これに対して,例 えば情報の分野では

スパコンの処理能力あるいはマイクロプロセ

ッサーのビットあたりの価格,あ るいは通信

ネッ トワークの伝送能力の変化を10年単位で
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寄蒋 ・、解説

見 れ ば,少 な く見積 もって も100倍 か ら1,000

倍,も しかす る と10,000倍 の オー ダーで技術

進歩が お きてい ます。

今,日 本 の産業構 造 を見 る と,GDPの6割

か ら7割 はサ ー ビス業 で創 出 を され てい ます 。

このサ ー ビス とは,ハ ンバ ー ガー を売 る,あ

るい は宅配業 者が荷物 を運ぶ とい うことが全

部入 って い ますが,い わゆる物理 的 な労 働 に

よって生 み 出 され てい る付加価値,つ ま り物

を右 か ら左 に移 す とか,色 を塗 る とい うこ と

で生 み出 され てい る付加価 値 は,必 ず しも今

の 日本経 済の 中で,そ ん なに大 きなウエ イ ト

を占め てい る わけで は ない と思 ってい ます。

む しろ,情 報 を作 る,そ の情 報 を伝 達す る,

情報 をマ ッチ ングす るあ るい はそ れ を加工 し

て処理 をす る,そ してそ れ を第三者 に提 供す

るこ とで生み 出 されてい る付加価 値 が非常 に

大 きい。 例 え ば金融 業 あ るい は商社 で すが,

商社 は 自分 で物 を運 んでい るわけで はあ りま

せ ん。貿 易 あるい は物流 を支配 を してい ます

が,商 社 自身が トラ ックを持 って物 を運 んで

い るの では な くて,商 社 の機能 は売手 を探 し,

その売手 の売 ろ うと思 ってい る製 品な りサ ー

ビスな りの長所,あ るい はセー ルスポ イ ン ト

を うま く加工 して,買 い手 に提供 し一番 高 い

値 段 で買 って くれ る人は誰 か見 る,そ れ をつ

な ぐ機 能で す。極 端 にい えば商社 の 機能 は,

情 報 の媒 介 とマ ッチ ングが ほ とん どです。 そ

う考 えれば,今 の 日本 の経 済構 造 あ るい は付

加価値構 造 の中で情報 の創造,流 通,マ ッチ

ング,加 工 の 占め る ウエ イ トはおそ ら くGDP
も

の2割 とか3割,か と思 い ます。2割,3割 は た

い した こ とない と思 わ れ るか も しれ ませ ん。

しか し,私 は,今,物 流 関係 の技術 進歩 を例

と して掲 げ ま したが,物 流美 い わゆ る トラッ

ク輸 送,陸 運,海 運,空 運 がGDPに 占め る ウ

エ イ トは2 ,3割 よ りもはるか に少 ない数パ ー

セ ン トの はず です。・ただ,考 えて頂 きたいの
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は,仮 に,日 本中の高速 道路が 全部片側 制車

線 にな って,一 万 トン積 み の トラ ックが時速

1000キ ロで走 る ことが実現 した ら,日 本 の製

造 業,あ るい は物 流業 の構 造が どの ように変

わるか を考 えて頂 くとよ くわか るのでは ない

か,よ くイ メージで きるので はないか と思 い

ます 。 そ うなれ ば,多 分 物 の生 産 の仕 組 み,

あ るい は物流 の仕組 み,在 庫 の仕組 みが,全

部変 わ るはずです。

同 じこ とが情報 の世 界 で は起 こ って い る。

プロセ ッサ ーの処 理 のス ピー ドが上 が る,ス

パ コンの処理 能力が上 が るあるい はネ ッ トワ

ー クの伝送 能力が上 が る とい うこ とは,基 本

的 には急 速 な経済構 造 改革 を今 後5年 か ら10

年の うちに 日本経 済 に もた らす はず です。 し

ば ら く前 まで は,コ ンピュー タ とい う と,い

わゆ る汎 用大型機 を指 してい ま した。 この時

代 の コンピュー タの利用 は,基 本 的 には計算

機 と して の利 用です 。大 学 な どの計算 セ ンタ

ー あ る い は企業 の研 究 所 で 使 われ て い ま し

た。 限 られ た場所 で ま さに計算 の ための ツー

ル として使 われ ていたわ けです。今 は,ク ラ

イア ン ト ・サ ーバ ー型 の コ ンピュー タが 主流

に なっていて,計 算 のため に コ ンピュー タを

使 って い る ケ ー スは ほ とん どな い と思 い ま

す 。情 報 の共 有あ るい は英文,ワ ープ ロ,表

計算,ス ケ ジュール管理等 々の ビジ ネスツー

ル としての コンピュー タ利用が 中心 にな って

い ます。

次 にネ ッ トワー クコ ンピューテ ィング,つ

ま り今携帯 電話 のiモ ー ドがサ ー ビス され て

ほ ぼ1年 で400数 万 人 の加 入者 を集 め,日 本

最大 の イ ンター ネ ッ トプロバ イダになった と

い う記事 があ りま した。今 後 は,携 帯電話 の

ように一人一台,否,一 人三台か ら五台 の イ

ンターネ ッ ト端 末 を持 つ よ うな 日が来 る と考

え られ ます 。そ の時 に体化 されたIT技 術 を利

用 して何 が出来 るか を考 えれ ば,日 本 の クラ

シ ックな金融 あ るい は物流 とい った産業 だけ

で は な く,他 のい ろい ろな産業 で相 当 な構造

改 革が起 こるこ とは間違 い ない。他 方,そ れ

を総体 と して とらえた場合 の情報 通信 産業が

21世 紀最 大 の産業,既 にソ フ ト,ハ ー ド,通

信,放 送 を合 わせ れば,自 動 車 を抜 いて 日本

最 大 の産業 になってい る。今後 ます ます 大 き

な産業 になってい くことは間違 い ない と認識

してい ます 。

最 近 の 日本 の株価 上昇 は,い わ ゆるイ ンタ

ー ネ ッ トあるい は電子 商取引 関係 の企業 が引

っ張 ってい ます 。 日本 とア メ リカのIT投 資 の

推移 と株価 をプ ロ ッ トしてみ ま した。1989年,

い わ ゆるバ ブ ルの ピー クを100に した数字 で

す 。 これ で分か りますが,1980年 代 の終 わ り

頃 まで は,日 本のIT投 資 はア メリカ と同 じ く

らい か,年 に よってはむ しろ アメ リカを上 回

ってい るのです。1970年 代 か ら80年 代 は,汎

用 大型機 を中心 に したいわ ゆる大 型 コンピュ

ー タ
,レ ガ シー システムの時代 です 。IBMの

PCが 登 場 したの は1981年,そ れか らイ ンタ

ー ネ ッ トの原形 であ るアルパ ネ ッ トが民事 に

開放 されたのが1983年 です。 それが本格 的 な

投資 と して実 現 してい ったの は,大 体1980年

代 の終 わ りです 。そ れ まで は,日 本 のIT投 資

もア メ リカ と比べ て見劣 りを してい たわ けで

はあ りませ ん。例 えば,有 名 なアメ リカのス

パ コ ンを最初 に入 れた 自動 車会社 は,日 本 の

企 業 だ ったそ うです。 通信 関係 の技術 開発 用

に導 入 したの はNrTで した。 この ような歴 史

が物 語 ってい る ように,レ ガシー システ ムの

時代 は 日本 のIT投 資 が アメ リカに比べ て,決

して劣 って いたわ けではあ りませ ん。 む しろ

1970年 代終 わ りか ら80年 代頭 にはアメ リカを
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寄稿 ・解説

上 回ってい ます。例 えば スパ コ ン摩擦 で ある

とか半導 体摩擦 で ある とか,日 米 の貿 易摩擦

が非常 に激 しか った とこ とが その証 だ と思 っ

てい ます 。 ところがバ ブルの 時期 を境 に 日米

間の立場 は逆転 して しまい ます。

その後,日 米 間の差が 非常 に顕著 に なって

しまった。これ は明 らか にバ ブルの影響 です。

ITへ の設備投 資 な どをす る よ りは,土 地 を買

って株 を買 って値 上が りを待 った方が よっぽ

どいい。 これが,日 本全 国津 々浦 々に浸 透 し

たため,1986年 にバ ブルが始 まって,ピ ー ク

の89年 までの 間は株価 は三 倍,土 地 の値段 は

四倍 に もな ったわけです。 したが って,ど ん

な にIT投 資 を した ところで,そ んな に期待 し

得 る利 益率 はあ げ られ ませ んか ら,ど う して

もIT投 資 は後 ろ まわ しに され た。 あ る意 味で

はや む を得 なか ったか も しれ ませ んが,そ の

間 アメ リカは,ず っ とIT投 資の数 字が上 が っ

てい ます 。それ に株価 をプロ ッ トしてみ る と,

これが ものの見事 に合 ってい て,ア メ リカの

株価 の上 昇 は完 全 にIT投 資 の上昇 と機 を一 に

して い ます。少 な くとも株価 が上 が って来て

い るこ とは間違 い ない。

これ に対 して,日 本 はIT投 資 もア メ リカと

大 きな差 がつい て しまってい る し,そ れ を反

映 す るか の よ うに株価 も低 迷 を してい る。 こ

の数字 は98年 までですが,99年 にはパ ソコン

減税等 々,情 報 関係 の投資促 進 のため の手 が

打 たれ ま したの で,多 少 は差 が縮 まっている

の では ないか と期待 を してい ます 。

図6日 米のIT関連投資と株価の推移
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この数値で明らかなように,ア メリカの現

在の好景気,高 株価 は情報通信関係の投資お

よび産業が引っ張って来たことは,間 違いな

いとい うのが我々の認識です。

これは,通 産省がいろいろな所で発表致 し

ま した,IT投 資 が実際 に使 われ た形 と しての

電子商取 引 のマ ーケ ッ トの市場 規模 です。 昨

年 の4月 に私 ど も とア ンダーセ ンコ ンサ ル テ

ィング との共 同調査 で す。 このBtoCい わ

ゆ る,企 業対 消 費者 間の電 子 商取 引 ですが,
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日米間 を比較 してみ ると大 きな差があ ります。

わが 国の98年 のBtoC市 場規 模推 計 は,約

650億 円で す 。 これ に対 して ア メ リカ は2兆

2500億 円。約1対30,ア メ リカは30倍 です,

GDPが1.5倍 強 です か ら,そ れ を考 え る と対

消 費者 の電 子商取 引 は 日本 は まだ まだ とい う

感 じです 。

これ に対 して,企 業 対 企 業,BtoBは,

日本 は98年 約8.6兆 円。 一方,ア メ リカは195

兆 円 で2倍 強 です 。 企業 対消 費者 で は まだ ま

だ遅れ てい ますが,企 業 間 は,思 った よ りも

日本 の企業 が頑張 ってい る,と い う実態 が 出

て い ます 。 ただ,こ の調査 にあた って は,イ

ンター ネ ッ トを使 ってい るか,専 用線 で取引

きを して いるか について の取 引 は,区 別 して

い ませ ん。TCP/IPプ ロ トコ ル,い わ ゆ る イ

図7日 米電子商取引の市場規模(推 計)

日本

米国

0 50 100 150 200

日 本 米 国

1998 2003 1998 2003

BtoC取 引 650億 円 3兆1600億 円 2兆2500億 円 約21.3兆 円

BtoB取 引 約8.6兆 円 約68.4兆 円 約19.5兆 円 約165.3兆 円

(注)1.デ ータは、アンダーセン・コンサルティングと通産省の共同調査による。

2.電 子商取引&ま インターネッN支術 ㏄P/P)を 用いた商取引全体である。

ンター ネ ッ ト技術 を使 っていれば,専 用 線で

あ ろ うが イ ンター ネ ッ ト経 由で あろ うが,そ

の差 な くデー タを とってい ます ので,日 本 の

この9兆 円 の中 に は,ま だ相 当程 度専 用線 で

の取 引 きの ウエ イ トが高 いので はないか と思

ってい ます。多分 イ ンターネ ッ ト経 由 に限れ

ば,も う少 し差 がつい てい るだろ う と思 って

い ます 。

アメ リカの この2兆3000億 円 とい う数字 は,

巷 間 よ くいわれ てい ますが,98年 のeク リス

マス ブーム による ものの ようです。前 年 に比

べ て,ネ ッ ト経 由の ク リス マス商戦の売 り上

げが4倍 にな ってい る とい う有名 な話 が あ り,

そ れ を契 機 に火 がつ い た とい われ て い ます 。

日本 で も同 じ様 な こ とが起 こってい ます。

99年 の数値 ですが,電 子 商取引 実証推進協

議 会 とア ン ダーセ ンが調 査 した数 字 に よ る

と,同 じベ ース で比 べ て,98年650億 円が,

99年2500億 円 に な って い ます 。約4倍 で す 。

どうも,去 年あ た りか ら,日 本 の電子 商取引

のマ ーケ ッ トに も本格 的 に火 がつ いた な とい

うのが実 感です。
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98年 の段 階で は,日 米 の産業 別 といい ます

か,商 品別 の構 成 図が随分違 い ます。そ れが

2003年 にな ります と,ほ とん ど似 か よった も

の にな る こ とが お わか り頂 け るか と思 い ま

す。98年 の段 階で は,日 本 の場 合 はパ ソ コン

です。 これが約4割,圧 倒 的 な ウエ イ トです。

対 して,ア メ リカは 自動 車,43パ ー セ ン ト,

4割 強 で す。圧 倒 的 な ウエ イ トです 。 どう も

日米 のエ レク トロニ ックコマースマ ーケ ッ ト

の成熟度 の差 だ と思 い ます。

寄膚 ・解説

ネ ッ トでパ ソ コンを買 う方 は,大 体 メモ リ

ー を増 設 しよう とか
,ハ ー ドデ ィス クは この

容量 がい いだの,液 晶 は12イ ンチで はな くて

14イ ンチ じゃな きゃ嫌 だ とか,い ろい ろ注 文

をつ け る方 に違 い ない。 そ うい う意味 で は,

日本 の対 消 費者 向 けのエ レク トロニ クス コマ

ー スは まだ 限 られ た人達向 け とい う感 じか な

と思 ってい ます。 これ に対 して,ア メ リカ も

その ような時代 はあ りま したが,今 は 自動車

が4割 強 とい う圧 倒 的 な ウエ イ トを占め て い

図8日 米B-C電 子商取引市場(推 計)
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ます。 アメ リカの別 の統計 では,新 車販 売 の

一割 は
,い わゆ るク ラシ ックなデ ィー ラー販

売か らネ ッ ト販 売へ移行 してい る とい う数字

もあ る ようです 。 日米 の電子 商取 引 の成 熟度

の差 が 出 て い る とい う気 が します 。 これが

2003年 になる と相 当似 て来 ます。 どの ような

商品が多 いか とい う と,相 変 わ らずパ ソコ ン

は10パ ーセ ン ト前 後 で 日米共 に大 きい。そ れ

か ら旅行 です。 日本 で28パ ーセ ン ト,ア メ リ

カで17パ ・一・一セ ン トとか な り大 きい。自動車 は,

相 変 わ らず 大 き くて ア メ リカで22パ ー セ ン

白蝦早

∠ 「 『一 一 一 ・ン・テ・・ン・
・籍1さD

「＼ ギ撫 品
趣 味 ・霜 貝 塚 良品 衣 類 ・アクセサ 鴇

具6%リ ー

4%8%

資料:通 産省、アンダーセン調査

ト,日 本で15パ ーセ ン ト。・それか ら金 融です

が,実 取 引 き額で はな く手数料 です。 実際 に

は ここに出 てい る額 よ りも,取 引 き額 は はる

か に大 きい と思 って頂 きた いのですが,金 融
ト

が アメ リカで10パ ーセ ン ト,日 本 で5パ ーセ

ン トですが,こ の辺 りが非 常 に大 きな ウエ イ

トを占め る とい う推 計 にな ってい ます。

ど うも傾 向 と して2つ あ る。 一 つ はパ ソコ

ンと自動車型 です。 これ はセ ミオー ダー メイ

ドとい い ますが,自 動 車 は,我 々がデ ィー ラ

ーで実際 に見て試乗 した車 を買 うわけで はあ
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りませ ん。色 を変 える とか,エ ンジ ンを1600

か ら1800に す る とか,シ ー トは布で は な くて

革が いい とか注文 を出 します。 その場 で乗 っ

てい ろいろ注文 を出 し,そ れが本社 に送 られ

て製造 され て届 け られ て くる。逆 にお客 さん

が欲 しい全部 の品物 をデ ィー ラーに置いて お

くとす る と,そ れ こそ各 デ ィーラーが東京 ド

ーム くらいの大 きさの売 り場面積 を持 ってい

て もまだ足 りない。実 際 に,物 流 コス トあ る

い は在 庫 コス トとい うの が 非常 に高 い 品物

は,購 入者 がい ろい ろ注文 を付 けます。 その

すべ て に答 えるための物流 コス ト,販 売 コス

トが非常 に高 くなる物 につい ては,ネ ッ ト販

売が伸 び る。 も う一 つ は金融 とか旅 行 です 。

これは,ど こで買 って も同 じ。例 えば,新 日

鉄 の株 を買 う時 に大和 言登券 で買お うが,野 村

証 券で 買お うが 同 じです 。大 和証券 発行新 日

鉄株 式券 と書 いては あ りませ ん。新 日鉄 の株

は新 日鉄 の株 であ る。そ うで あれば,よ り手

図9

日本:1998年(市 場規模推計:8.6兆 円)
良案

合計
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数料 が安 くて,よ り便 利 な ところで買 え る品

物 が,ど う して も有利 にな ります。

都心 の一等 地 に高 い土地 を借 りて,オ フ ィ

ス ビル を持 って,そ こにセー ルスマ ンを置 い

て,一 所懸命 営業 させ る よ りは,ネ ッ トワー

クで注文 を受 けて,手 続 きを代 行 してあ げて,

株 を売 ってあ げ る とい う方が 手数料 が はるか

に安 くな ります。旅行 も似 て ます 。ハ ワイ旅

行4泊5日 とハ レクラニホテ ルの ロイヤ ルス イ

ー ト二食付 きとい うの を,近 畿 日本 ツー リス

トで 申 し込 もうがJTBで 申 し込 もうが大 体 同

じもの だ と想像 がつ きます か ら,何 処で買 っ

て も同 じとな ります 。要 は手数料 が安 い こと

が 魅力 に なる商 品です 。 この2つ が,BtoC

のマ ーケ ッ トで伸 びるので はないか と思 わ れ

ます 。

それ か らBtoBで す。 実 は 日本 が健 闘 し

てい る と申 し上 げた のは,圧 倒 的 に 自動車 と

電 子 電機 の2つ の業種 で す。 アメ リカに遜 色

日米B・B電 子 商 取 引化 率(推 計)

日本:2003年(市 場規模推計:68.3兆 円)
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の ない レベ ル に電子取 引が進 んで い ます 。 こ

の2つ が底 を引 き上 げ てい る だけで,他 の産

業 につい ては相 当 な差 が あるのが実態 です 。

か つて,日 本企業 が極 め て優 れ てい る物流

管理,生 産管理,か んば ん方 式あ るい はオ ン

タイム ・デ リバ リー とい う言 葉 に代 表 され る

ビジネスモ デル を,ア メ リカが一所懸 命真似

を しよう と しま した。 しか し,日 本 の よ うな

阿件 の呼 吸 とい うよ うに ビジ ネス モデルが作

れ ない。そ こで,ア メ リカは同 じことをコ ン

ピュー タに代行 させ よう とい って始 まったの

が電子 商取 引 の情 報 シス テムであ る,と い う

面 もな くはない。そ うい う意 味で は,元 々 日

本の電機 や 自動車 が本家 で したか ら,本 家 は

や は り電 子化 も進 んで い る。 この2つ が 引 っ

張 ってい るか ら,日 米 の差 はあ ま りない のだ

と思 い ます。一方,化 学,電 力,ガ ス,紙 は

相 当 な差 があ ります。 日米 の差 が うん倍 ある

とい う実態 につ いて は,こ れ らの業種 が相 当

貢献 してい ます。 この部分 が,ど う も差 が あ

って しか もそ の差 が2003年 になる と一層 拡大

を します。2003年 を見 る と,自 動車,電 機 に

関 しては依 然 と して トップ2で,そ の 日米 の

差 はほ とん どな くな ります。 た だ,化 学,電

力,ガ ス,紙,事 務用 品あ るい は石油 は,ど

う も差 が む しろ拡大す るの では ないか と懸念

を してい る ところです 。

こち らは平 成7年 度 の補 正 予算 の事 業 と し

て私共 が行 った実証実験 の結 果 を と りま とめ

た ものです。組 み立 て メーカーい わゆ る トヨ

タ とか ホ ンダとか 日産等 の最終組 み立 て メー

カー,い わゆる製造部 門が作 り出 した付 加価

値 が どれ だけか。 これ に対 して,自 動車 ロー

ンあ るい は保 険 デ ィー ラー,商 社 とい う間

接部 門が 生み 出 している付 加価値,と い うか,

む しろかか ってい るコス トを示 してい ます。

い わ ゆ る売 りに200万 円,た だ し,ロ ー ン

だ保 険 だ とい った 自己 的 にか か るお金 まで入

れれ ば消 費者 負担 は300万 円の 自動 車 で,こ

の製造部 門が かけて いる コス トあ るいは生 み

出 してい る付 加価値 は約130万 円です 。5割 以

下 です。 これ に対 してデ ィー ラー とロー ンと

図10電 子商取引導入のビジネス効果(1)

1:バ リューチェーンの付加価値構造

(万 円:1ユ ー ザー当たり)

一平均価格:196万 円

一自動車保険、自動車

一保険、メンテの数字
は自動車のライフサ

イクルを5年 として計算

38.7311

[
2製 造・販売・流通過程における効果
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→新車開発期間が従来の2年 から1年 に

航空機(エンジン設計へのSTEP技 術の適用)
→設計作業時間が2160時 間→12(?O時間に

→図面管理コスト5696削 減

流通
→書籍:60万 書籍を扱うパー升ル書店構築(通 常最大

10万 書籍)
→家具年間の在庫管理コストを約25%削 減

鉄鋼(EDI、SCMの 実証)
→生産・需要のタイムラグを3ケ 月短縮

→流通部門のシステムコスト半減、効率5倍
→熱延プラント管理情報入手時間が1/10～1/2に

ら

薫糧 道睦{『W7～8牟 脚 擁 糠
にゐソナる完蹴 糠 渠
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保険 。 ここが 生み 出 して いる付 加価値 とい う

か,か か ってい る コス トは約100万 円。130対

100で す。 実 は製造 部 門の 中 に さ らに,マ ー

ケテ ィングだ,調 査 だ,広 告 だ とい う非製 造

部 門が入 ってい ます か ら,一 台200万 円の車

は,メ ー カー売 り価格200万 円,最 終 消 費者

負担300万 円の 自動車 で,本 当の物理 的 な労

働 にか け てい る コス トは多 分,実 際100万 円

あ るか ない か とい う と ころ だ と思 って い ま

す 。

「車 の提 供」部 分 を10パ ーセ ン ト合理化 を

す るの と,「 付 帯 商 品 ・サ ー ビス」 の デ ィー

ラー,ロ ー ン,保 険 とい う100万 円の所 を10

パ ーセ ン ト合理化 す るの と,ど ち らが簡 単か

です 。 さ らにい えば,情 報技術 を使 った時 に

どち らが よ り効 果 的 に コ ス ト削減 が 出 来 る

か,に つ いて非常 に注 目を して いて,電 子 商

取 引が大事 であ る とい うのは,今,日 本 の代

表 的,典 型 的 な製 造業 の 自動車 を とっ て も,

IT化,電 子商取 引技術 の応用 に よって競争 力

を維持 で きる,あ るいは高め られ るウエ イ ト

は非常 に高 いので はないか,と 思 ってい る と

ころです 。 これが,さ らに卸 売 とか金融 とか

になる と当然 ですが,も っ と情報技術 導入 の

効果,あ るいは イ ンパ ク トは大 きくな る と考

えてい ます 。

平 成7年 度 か ら8年 度 に情 報 処 理 事 業協 会

(IPA)を 通 じて行 っ た,電 子 商取 引 の実 証

実験 の結 果 の例 ですが,自 動 車の設計 プロセ

ス に図面 を持 ち寄 り,ク レーモ デル を作 り,

緩 衝実験 をや る とい うよ うに行 ってい た もの

を遠 隔 の三 次 元CADで,そ れ ぞ れ の場所 か

らバ ーチ ャル に組 み立 てて緩 衝実験 をす る技

術 を使 った ら,エ ンジ ンルー ムの レイア ウ ト

の設計期 間が約十分 の一 か ら五分 の一 に短縮

され た。 あ るいは,航 空機 のエ ンジ ンの設 計

∫

にこのIT技 術 を使 え ば,設 計作業 時 間は約半

分 にな った。 図面管理 コス トが約半分 にな っ

た とい うこ とです。 さらに鉄鋼 の流通 に,電

子商取 引技術 を応用 した ら生産需要 の タイ ム

ラ グが約三 ヶ月縮 まった とか,流 通の シス テ

ム コス トが約 半減 した等 々現実 に実証実験 を

行 った結 果明 らか になって い ます。

もっ と典 型 的 な例 と して 金 融業 が あ りま

す。アメ リカの シ ンクタ ンクの デー タです が,

コス ト構 造が どう変 わ ってい るか,あ るいは

現実 の手数料 は どう変 わ ってい るか を対比 し

た ものです 。金融 の仲 介 手数料が,イ ンター

ネ ッ ト取 り引 き を1と した時 に,い わゆ るパ

ソ コ ン取 り引 きで トレー デ ィ ング した場 合

は,コ ス トが約8に な ります 。 これが,キ ャ

ッシュデ ィスペ ンサ ー,ATMで した場 合 は,

25で す 。電話 で取 り引 きを した場合 は,370。

これ に対 して,都 内の一等 地 にオ フィス を構

え,賃 借 料 を払 い,人 を雇 った場 合つ ま り,

在 来 型 の取 り引 きの場 合 は約600で す。1対

600で す 。 これ はあ くまで直接 コス トです の

で,ト ー タルの コス トの違い では ない と思 い

ます が,明 らか にイ ンター ネ ッ トを使 った場

合 に,金 融仲 介手数料 の直接 コス トは劇 的 に

下 が ります。製造業 の場 合 よ りもはるか に大

き く違 う。そ れ を反映 してか どうか分 か りま

せ んが,ア メ リカの主要証券会社 め取 引手数

料 を見 る と,い わゆ るイ ンター ネ ッ ト取 引専

門会 社 です が,1996年3月 の段 階 で,フ ィデ

リティの取 引手数料 が188ド ル,チ ャー ルズ ・

シュ ワ ッブが189ド ルで した。 これが,い ち

早 くネ ッ トワー ク取 引 を導 入 したチ ャ ール

ズ ・シュ ワ ッブは,97年 の3月 に29ド ル に な

って い ます 。 これ に対 して フ ィデ リテ ィは

175ド ルの ままです。 そ れが97年 の10月,96

年 の3月 か らわず か一 年 半後 です が,フ ィデ

一一10一
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図11電 子商取引導入のビジネス効果(2)

・ロが きているか?→ 米国金融仲介手数料

資 料:Booz-Alten

&Hamilton

:在 来 窓ロ=580

:電話 応対=370

:店頭 機械=25

:PC取 引=8

:IN取 引=1

米国証券取引手数料

資 料:Booz-Alten

&Hamilton

:フィテ'リティ

:チャールズ㌔シュワプ

:Eト レーード

:ウォーターハウス

:アメリトレード

1996/3

188

189

1997/3

175

29

1997/10

19

29

14

12

8

● 化によって企 の収益
→自動車で
→金融で

→物流で

→ヘルスケアで

→電機で

→小売りで

造 は き く 化 資料・通産省&マッキンゼー共同調査

3兆6000億 円(96)→5兆5500億 円(2003～8推 計)

▲2兆4000億 円(97)→3兆4000億 円

7500億 円(95)→6兆7600億 円

1兆3100億 円(97)→5兆800億 円

1兆3400億 円(96)→2兆4400億 円

4500億 円(95)→1兆6000億 円

(
(

(

(

(

〃

〃

11

〃

11

)

)

)
)

)

リテ ィが19ド ル,チ ャールズ ・シュ ワ ッブが

29ド ル,eト レー ド14ド ル,ウ ォー ターハ ウ

ス12ド ル,ア メ リ トレー ド8ド ル と約 十分 の

一 に激減 を してい ます
。

先 ほ ど製造 業 の例 を挙 げ ま したが,本 質的

に情報 の マ ッチ ングを付 加価値 の源 泉 に して

いる産業 の場 合 は,当 然です が製造業 以上 の

図14

影響 が 起 きて い る こ とが これ で もわ か りま

す 。 これ はブース ・ア レン ・ア ン ド ・ハ ミル

トン とい うアメ リカの シンク タンクが 出 して

いる数字 です。非常 に劇 的 な効果 が出 る こと

は,さ まざまなデー タが示 してい ます。

そ の よ うな 中で,通 産省 で は,平 成7年 度

に電 子商取 引の実証 実験 お よび技術 開発事業

電子商取引の本格的導入一平成10年 度一次補正

今後の経済・企業の成長の鍵となる「電子商取引」があらゆる経済活動分野において、
一気に現実ビジネスとして本格的に導入されていくよう

、必要な実用化基盤技術の開発を提案公
募により実施(総 額425億 円、156件)。

「 採 択 案 件 事 業 例 一ーーーーーーー一一ーー一一ー一一 ーーーーーー ー一一ーー一一ーーー一一一一一一ーーーーーー一一ーーーー一「

1・次世代デ・・ルチケ・テ・ングシステム開発プ・ジ・ク・・チケ・・販売会社・1

ピ ㊨㌫ 鷲 ・㌶ ㍑ 慧 慧 導魔 護繊 蹴 艦 齢 蒜蒜 ㌶ ツト経願 人甲i
ioシ スームの(家 電メー-h→1

川 瓢 盤罐 瓢 灘 編 綴 慧電 影り'""もりから注文蹴 艦 での取引に係る一'Oi
{Oサ プー エーンの ・ に に の に つく1

O

O

、ス一 八ーマー ット
・企業毎に独自に管理・利用している出荷・販売等のデータを、サプライチェーン内の企業闇で共有し、また、需要予測に基づく
自動補充を行うことにより、生産・在庫・配送の効率化を図ることが可能になる。

ローバ ル ー ブコン ー シスームの ・(オ ペラコンソー シアム)

・遠隔地に映像データを送信する場合のタイムラグを解消する技術等を開発することにより、オペラ講演を各地で結び、ステージの
映像・音声をインターネット上のユーザに向けて発信し、将来の「デジタルシアター」の実現が可能になる。

の ロー バル プー エ口口ン(ECAしS－ 江)
・半導体、電子部品の技術情報を、部品生産者と組立メーカ間で共有することにより、ネットワークを利用した迅速な情報交換・

1___巻 婆空襲 塾 壁旦 豊1丑 竺週 ヨ{壁越き処至㌔__________________ _

1
　

:

1

1

|

1

、 .1
-一 ー 一'一 ー 一____一_～____一_一 一__」
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を開始 しま した。平 成7年 度 の一次補正 で100

億 円,二 次 補 正 で200億 円。 当時 は,是 非 こ

の実験 に加 わ って くだ さい,と5年 前 の電 子

政策課 の課長 がい ろい ろな企 業の方 とお話 を

して,エ レク トロニ ック コマー スの実験 をス

ター トさせ ま した。 そ れが 昨年 度一 次補 正,

425億 円。今 年 の明 け に恐 ら く発 表が あ りま

すが,三 次補 正380億 円。 この2つ を昨年度 は

実施 したわけで すが,425億 円の公募 に対 し,

公募 申請 額 が確 か8000億 円。件 数 に して156

件 の募 集 に対 し500数 十 件 と,実 質金額 まで

入れれ ば,競 争 率 は20倍 近 くになってい ます 。

その ため厳 しい査 定 を して,採 択 件 数 を増や

しま したが,そ れ で も競 争 率 は約5倍 に なっ

てい ます。 かつ て,通 産省 の関係者 が一所 懸

命皆 さん に,実 験 に参加 して下 さい とお願 い

していた時代 か ら見 る と,昔 日の感 を抱 か ざ

るを得 ませ ん。 この 頃の実証 実験 は,い って

図15電 子商取引の共通情報基盤の整備一平成10年 度三次補正一

纏㌶纏弩舞歴歴,冷篇難鶏群 三箏綴灘㌶霧諮摺警郷
国の早期景気回復を実現する。(総額380億 円)

「一[極]
o鴇
齢願誓麟繊 鞭煕禁瓢;三;㌶難燃 蹴 ㌘墓

　ハエぷきが　だになるりo総 懸
鷲欝羅㌶鷲竃懸霧灘㌶欝

ことがロおになるり

Ol灘
遷 竃憲驚繊麗磯⊇瀞瀦㌫議案

。WW
。1.ttslS)FAXereLSA。。頼。て.、証。取引におい。、蹴 欄 蹴 酬 ・おい・接嚇 ・C聴 ・たシ・テム

基盤を一般化することにより、投資コストを低減し、手数料の引き下げや機関投資家の選択の自由度が高めbれ る。

o瓢 欝 欝 識
。。般 等㈱ の霞棚 ・・テムや贈 ・・存搬 ・ため・電柵 ・・テム・

_」 口鯉 …壁 塾 舎き冬 さ魑 をヨさ理 越主思 陸塾____一 一一一ー一一ーーー一一ーーーーーーー一一ーーー一一ーーーーー一一ーー一

みれば電子商取引をおっかなびっくり,取 り

あえずやってみるということでしたが,昨 年

度は基本的には,事 業化 を前提 にしたプロジ

ェク トを優先的に採択をさせて頂 く方向で進

めています。既に,皆 さんの中には事業化に

向けて,セ ールス活動 に入っている会社 もあ

ると伺っています。それは,ま さに当初の狙

い どお りとい うことになります。

我々としましては,事 業化プロジェク トを

大々的に取 り上げ,他 方今年の秋 に発表会が

ある三次補正では,「 産業社会の情報化の基

盤技術」 といっています。

電子商取引が進むのは非常に良いことなの

ですが,あ る種の技術 に関 しては,オ ープン

ソースあるいは共有 をされることにより,著

しく経済効果が大 きくなる ものがあ ります。

例えば,典型的にはインターネッ ト技術です。

ある種の技術についてはそのような基盤技術

にして,オ ープンソースあるいは共有化 をし

ていくことが望ましいのではないか,そ うい

ったものに重点を絞 って実施 したのがこの三

次補正です。したがって,通 産省 としてはこ

こで事業化を行い,基 盤技術 にウエイ トをお

いた開発を推 し進めることでやってきまし
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た。

最後 に,こ れか ら何 をや るのか とい うこ と

をお話 い た します。電子 商取 引が 日本で発達

を して い くこ とを妨 げ る要 因は2つ あ る と思

って い ます。 一つ は,ま だ十 分 な技術 的 な基

盤 が 出来 ていない こ とです。これ に関 して は,

基 盤技術 の 開発 を5年 間 に1200億 円か け ま し

たが,通 産省 の予 算規模 として見 る と,驚 異

的 な額 で補正予算 が なけれ ば とて も出来 なか

った。

もう一つ は,制 度で不 利 とい う ことを申 し

上 げ ま した。要 す るに,こ の電 子商取 引 は ど

ん どん進 展 して行 きます が,現 実 の世 界の さ

まざ まな経済 関係 の法律 あ るい は政令 とい っ

た諸制度 が,ネ ッ トワー クで経 済行為 が行 わ

れ るこ とを想定 して 出来 て い ませ ん。 したが

って,不 便 な ことが起 こってい る可能性 が あ

ります。 一 番分 か り易 い例 で い えば,今 年2

月23日 に不正 ア クセ ス禁 止法(不 正 ア クセス

行 為 の禁止等 に関す る法律)い わ ゆるハ ッキ

ングに対 す る処 罰 を行 う法律 が制 定 され ま し

た。 これ は,非 常 に変 な法律 です。 ア クセ ス

制御 されて いる コ ンピュー タに不正 に入 った

ら,そ の こ とをもって罪 にす る とい うもので

す。警 察庁 と郵 政省 と私共 とが 共管 で作 った

行 政法 です。 普通新 たな刑 事罰 を作 る こ とを

目的 と した行 政 法 規 とい うの は あ りませ ん

が,こ の法律 は,行 政法 規の体 裁 を とった実

質的 な刑 法で す。不正 アクセス とい う新 しい

罪 を作 って いるの です か ら。 どう して こうな

ったか とい うと,今 の刑 法で は情報 は財 物 に

あ らず,で 情報 とい う もの の価 値 を認 めて い

ない。例 えば皆 さんが本屋 で立 ち読 み をす る。

本の 中に は情報 が入 ってい る。 本屋 さん はそ

れ を売 って商 売 に してい ます か ら,本 来立 ち

読 み して帰 られ る と,こ れ は皆 さんは情 報 を

ただで ご覧 にな って い ますか ら,情 報 を盗 ん

でい る ことに もな るわけです。 これが 罪 にな

らない のは,本 屋 の立 ち読み程 度 な らいい だ

ろ う,と い うことで今 の刑法 では,情 報 とい

う もの は価値 を認 め られ てい な いわ けです 。

そ うす る と,私 が無邪気 なハ ッカーで,日 本

銀 行 の コ ンピュ ー タあ るい は金 融監督庁 の コ

ン ピュー タに侵 入 を して,日 本 の主要銀 行 の

図16政 策課題の傭賦図一制度環境の整備一

刑事法・民事法関係
or情 報」の価値→「情報窃盗」、刑事訴訟法上の差押物

0房 事翫囎]ε のτ●子書名・脇 の遊星づ7ナ蹴 遭細1会 鋤 差身」曽乙τ墳"ψ 膓遼'』ぽ・基ノ、

⌒
O契 約の有効性(開封契約)、プログラムの欠陥への責任、契約成立時期、準拠法など

知的財産法・不正競争防止法

Oデ ータベースの法的保護
O大 規模なネットワーク上で組織を特定する名
前(ドメイン・ネーム)と周知・著名商標の抵触

09分n霧 法ぼ 在、叉Z庁7ご 方6`τ作粛φノ

Oプ ログラム特許

Oビ ジネス特許

一
〇大量に送信される迷惑メールの規制
O錯 誤
O訪 販法・割販法(書面提示)'

O消 費者契約法 など

髄
O既 存の通信/放 送規制体系の不整合(独禁法体系との相互連関)、インターネットへの
接続を提供する事業者の責任、公益事業規制

鋤
O電 子マネー、電子コマーシャル・ペーパー(ともに「紙」を前提、ネットワーク上での銀行決済)、

インターネット証券

O消 費税/関 税

鋤'、 .0■
宇蔵府ri公βウ手癖 のぽ子君の擁 」撒L1、倉子署名搬 の励Z力 鰺 』助

0翻 ス備 鯉 『偏 在、ρ蹴 蹴 備 甥御在会灘 本蹴 〃'黄膚」合ぎ「設'ナτ湖 φノ
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不良 債権 の生デ ー タを全部 盗み 出 した。では,

私 は罪 にな るか とい う と現在 の刑法 で は罪 に

な らない。 デー タを書 き換 えた り,消 した り

す る とこれ は,電 磁 的記 録不正作 出設楽 とい

った 難 しい罪 が 刑 法 で 規 定 を され て い ます

が,見 て それ をフロ ッピーに ダウ ンロー ドす

るだ けで は罪 にはな らない,と い うのが現状

です。 しか し,果 た してそれ で良いのか とい

うこ とがあ りま した。た だ,こ の刑法 を変 え

る とい う と大体5年 とか10年 とい う時 間がか

か るため,刑 法 を変 えてい る と間 に合 わない,

とい うことで昨年 不正 ア クセス防止 法 を作 っ

た わけです。同 じような話が 山ほ どあ ります 。

今 ク レジ ッ トカー ド犯 罪が問題 に なってい ま

す 。磁 気 ス トライプの ク レジ ッ トカー ドは,

情報量 が非常 に限 られてい る こ ともあ り,セ

キ ュ リテ ィ,暗 号化,プ ロテ ク ト等 非常 に多

い。そ れは簡単 に読み取 れ るの で,い わゆ る

キ ャッ トと呼 ばれ るク レジ ッ トカー ドを読 む

端末 に工作 を して,デ ー タを読 み込 んで しま

う。それ を本 国 に送 って,ク レジ ッ トカー ド

を偽造 し,日本国内で使 って金銀 を騙 し取る,

という組織的犯罪が急増 しています。どこで

罪になるかというと,実 は使 って,皆 さんの

口座か ら無断でお金が引き落とされて,初 め

て詐欺にな ります。逆にいえば,デ ータを読

み取る,そ れを持 ち出 して複製 を作るという

所までは,今 の法律体系では無罪です。 した

がって,ク レジットカー ド犯罪防止法が必要

だということになったのです。これも,情 報

自身には価値 はない という発想に立っている

ため,そ のようなことが起 こる。

今,私 共が一所懸命作 ろうとしているのが

電子署名法です。今度の通常国会に提出すべ

き報告書を郵政省と共同作業中です。電子的

な取 り引きをした時に,署 名該当行為が行わ

れたとして,何 が裁判所 に行 った時に証拠 に

なるのかは,相 場がないのでそれをはっきり

と決めなければいけない,と い うことで法律

の策定作業 を行っています。

同じく,あ るいは消費者保護の関係,訪 問

販売法 とか割賦販売法 とかあるいは証券取引

図17FY1999hosei補 正予算およびFY2000予 算 における情報通信政策の重点

FY1999補 正予算(要 求額) [[Eil・… 予算1

レ プ
ロ

ア ジ
ム

ク

・
そ

の
他

継

続

プ

ロ
ジ

ェ
ク

・スーパー電子政 府5億 円

・教育コンテンツDB8億 円

・先進 技術開発63億 円

(IT21:郵 政省 と共 同)
・産学官連携など41億 円

・研究インフラ整備172億 円

・中小企業 ・ベンチャー169億 円

の情報 化支援
・2000年 問題 対応31億 円

・VC支 援83億 円

・中小企 業の技術 開発支援

31億 円

・スーパー電子政 府21 .6億 円
・教 育の情 報化14 .5億 円
・21世 紀を切 り拓く技 術開発

68.O億 円

・情報システム共通基盤整備のための

25.O億 円連携推進事業
・地域産業情報高度化支援事業

8.0億 円
・超高度先端電子技術開発

31.6億 円

・次世代情報 処理技 術基盤開発 事業

(リアルワールト㌔コンビ。ユーティンクつ
57.7億 円

・電子署 名 ・認証 の普及促進1 .0億 円

等
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斌 漣 、 〆 る:・・ 苫 瀦 ● 撰 ぶ 、,ト.～ 、

法 な どをご覧 にな る とわか りますが,さ まざ

まな法律 あ るいはそ の施行 令 に,契 約 条件文

書 で提示 しと沢 山書 いてあ ります。 では,こ

の画面 は文書 で は ない。 あ るいは ク レジ ッ ト

カー ド番号,我 々 は,こ れ を送 ってい ます が,

割賦 販売法 を読 む と券面 を提 示 し,と 書 い て

あ ります。 券面 とは カー ドの こ とです。 した

が って,厳 密 に割賦販 売法 を適用 した ら,オ

ンラ イ ンのサ イ トで ク レジ ッ トカー ドの番 号

を勝手 に送 って買 った ものは,ク レジ ッ トカ

ー ド会社 は支 払 い の義 務 が ない か も しれ な

い。勿論,そ の ク レジ ッ ト会社 が そ んな こと

した ら商売 あが った りですか ら,当 然 そ んな

こ とは しませ ん。 きちん と払 って もらえ ます

が,そ う した意 味で さまざまな所 で,ネ ッ ト

ワー クの取 引 に適合 した フ レーム ワー クが 出

来てい ない。 これ を早急 に直 さな けばい けな

い,と い うのが一 つの大 きな課題 です 。

もう一 つが,ミ レニアム プロ ジェ ク トです 。

2つ 重要 なこ とが ある と思 い ます。

一 つ は
,電 子商取 引全般 は,平 成IO年 度 の

補正予 算事 業が事業化 を前提 と した プロジ ェ

ク トを採 択 す る。電子 商取引 全般 は,も う既

に実用化 の段 階 にな って い ますか ら,大 蔵省

の査定 も厳 しく,我 々 も電子 商取引 だか ら何

で も金 を くれ とい うの は難 しくなって きたか

な と感 じます 。今後 は,去 年 の補 正予算 で約

169億 円の予算 を とってい ますが,中 小 企 業

や ベ ンチ ャー企 業 の共 有 の財 産 にな る よ う

な,彼 らが提携 をす るの を助 け られ る ような

電子 商取 引 のプ ロジェ ク トを,引 き続 き何 ら

かの格好 で支援 して行 きたい と思 っています。

もう一つ が,小 渕総理提 唱の ミレニアム プロ

ジ ェ ク トです 。 これ は3つ の大 きな柱 か らな

ってい ます。一 つ は,ス ーパ ー電子政府 と呼

んでい ますが,通 産省 だけで21億 円,霞 ケ関

寄膚'解1説

全省 庁 を たす と,約100億 円の予算 が 計上 さ

れて い ます。

行政 自 らが電子 化 を して行 くこ とです 。 な

ぜ か とい うとIT産 業 の大 きな特徴 と して,他

の先端産業 にはないの ですが,世 界 中何処 の

国へ 行 って もパ ブ リ ックセ ク ターが最大 のユ

ーザです
。 どんな企 業 よ りも大 きなユ ーザが

パ ブ リ ックセ ク タです。 ところが ,日 本 のパ

ブ リ ックセ クター,霞 ヶ関の官庁 に して も県

庁 に して も,書 類 は山積 み。電子化 が,日 本

中 で最 も遅 れて いる。一番遅 れ ている部 門で

す。 ところが,民 間で は どん どん電子 化が進

んで い る。例 えば商社 ですが,皆 さんが取 引

をどん どん電子化 してい った と きに,通 産省

の輸 出許 可 とか厚 生省 の検 疫 とかあ るい は大

蔵 省 の税 関の関係 だ けは全部紙 で打 出 して持

って こい とい われた ら,折 角 の電 子化 の メ リ

ッ トが大 幅 に削減 を されて しまう。

これ は,1994年 に関係 法令が一 斉 に改正 さ

れ るまで,税 務署 の 申告 の証拠書類 は,全 部

文書 で とい う時代 が あ り,や っ と94年 か らフ

ロ ッ ピーが 可能 にな った。

ほ っ てお くとそ れ と同 じ こ とが 起 こ りま

す。 したが って,政 府 が最 も進 んだユ ーザ と

は言 わ ない まで も,ITの 歴 史 を見 る と半導体

に して もコ ンピュー タに して もイ ンター ネ ッ

トに して も,全 部 アメ リカのパ ブ リックセ ク

ターの需要 が生 み出 した事 業,技 術 です。 ま

ず政府 が率先 を してベ ス トア ン ドプラ クテ ィ

ス と迄 はい きませ んが,'ベ ター なITの ユ ーザ

にな る必要 があ る。 とい うこ とで2003年 迄 に

すべ ての政府 間経 由の手続 を,ネ ッ トワー ク

経 由で行 える とい うオプ シ ョンを用意 してい

ます 。勿論,紙 の方が良 い とい う方 に,無 理

矢理 ネ ッ トでや れ とまではいい ませ んが,ネ

ッ トワー クでの 申請 あ るいは許可 の付 与 を期
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ぷξ'

待 され る方 には,原 則 と して全 て ネ ッ ト経 由

で行 え るオプ シ ョンを用 意す る とい うのが第

一 の 目標 です 。

これ は通 産 省 だ け で は限 度 が あ ります の

で,総 務庁,郵 政省,運 輸 省,防 衛 庁,自 治

省等 々合 わせ て,オ ー ル霞 ヶ関 で100億 円の

プロ ジェク トになってい ます 。それ か ら,も

う一 つ は教育 です 。 アメ リカの ク リン トン大

統領 がすべ て の学校 に イ ンターネ ッ トを とい

い ま したが,何 とい って もこれか ら一番大 事

なのはITを 支 え る人材 です。 ただ,な か なか

教 育改 革 とい うの は進 まない もの です か ら,

私 共 と郵 政省 と文 部省 と三 省共 同で120億 円

をあ て ます。2004年 に全 部の学校 が イ ンター

ネ ッ トにつ なが るので,望 め ば どんな教 科 の,

どんな教材 もすべ て イ ンター ネ ッ トで取 り出

して教室 で使 える とい う環境 を,イ ンター ネ

ッ トが 入 る迄 に整 えて しまお うとい うプ ロジ

ェ ク トです 。 それか ら3つ め は,そ うはい っ

て も支 える もの は技術 です 。 したが って,今

後5年 間で,今 の数万倍速 い イ ンター ネ ッ ト。

数万倍 能力 の高 い コ ンピュー タお よびその上

で動 くさ まざまなアプ リケ ー シ ョン。 これ に

関連す る技 術 を,私 共 と郵 政省 の ジ ョイ ン ト

で進 め ます。 両省足す と約150億 円強です が,

これ を通産省 と郵 政省 と一体 の コ ンソーシア

ム,IT21と 仮 称 してい ます が これ を作 って ネ

ッ トワー クお よびハ ー ド,ソ フ ト関係 の技 術

を重 点 的 に開発 して行 こ う とい う ものです 。

どん な技術 を重点 的 に行 うか に関 して は,郵

政省 と相談 中です ので,ま だ固 まってい ませ

ん。郵政省 と共 同で一 つの コンソーシア ムを

通 じて150億 円超 の予 算 を投 入す る とい う こ

とは,空 前 絶後 で す。 以上 の3プ ロ ジェ ク ト

を足 す と,政 府 の情 報化 関係 の ミレニ アム予

算 は,来 年 度400億 近 くにな ります。

寄稿 ・解 説

それか らもう一 つは,今 まで は情 報関係 の

予算 といえば通産省 と郵政 省 しか使 えない と

い う感 じで した。 しか し,い よい よ霞 ヶ関金

官庁 で様 々な形 での情報 化予算,必 ず しも政

府 の情 報化 とい うこ とで はな くて,例 えば運

輸 産業 あるい は建設 業 あるい は医薬 品,医 療

とい った,そ れぞれの官庁 で情報化 関係 の予

算 措 置 が行 わ れ る よ うにな って きてい ます 。

霞 ヶ関で も,高 度情報 化社会推 進本部 の幹事

省庁 で あ る私共 と郵 政省 だけで はな くて,全

霞 ヶ関 ベ ースで情 報化 を行 政 ツール として使

って行 こ うとい う風土が 出来 て,そ れがス タ

ー トす るのが来年度 か ら と考 えて い ます。今

後皆 様 の ビジネスチ ャ ンス,ITを 核 に した ビ

ジネス チ ャンス も大 き く広 が る と思 い ます。

ホームペ ージは,非 常 に重 要 な情 報政策広 報

ツー ル と して認識 を してい ますか ら,こ の手

の情報 は各 省庁 のホー ムペ ー ジに詳細 に載せ

てい ます ので,是 非 ご覧頂 きたい と思 い ます。

とい うこ とで,2000年 度 は,ア メ リカか ら

2,3年 遅 れ ま したけれ ど も,日 本 のIT革 命 の

実用化 元年 とい う感 じが い た します。是 非,

皆様 には私 共 の政 策 を引 き続 きご理 解 を賜

り,ご 支援,あ るい はご忠告 が ござい ま した

らよせ て頂 ければ と思 い ます。

(平成12年2月15日 先進 的情報 シス テム

(電子商取 引等)開 発 実証事業 成果発表会

一基調講演から)
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J∬PDECREPORT

平成11年 度

コンピュータ利用状況調査集計結果速報

調査部

当協 会 で は,わ が国の コン ピュー タユ ーザ

にお け る情報 化 の進展 につ い てそ の動 向 を,

「コ ンピュー タ利用状況 調査」と して調査 して

い ますが,前 号 でお知 らせ い た しま した よ う

に平 成11年 度分 の同調 査 を終 え,集 計 の結 果

を と りま とめ ま したので,そ の一 部 につい て

速報 と して ご紹介 いた します。

1.コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ のITに 対 す る

関 心 度

コン ピュー タユ ーザが,現 在 どの よ うなI

Tの 課題 に対 して関心 が あ るか,重 要 だ と考

えて い るか を36の 課題 の中か ら5項 目を挙 げ

ていた だい てい る もので,図1に4年 間のIT課

題 に対 す る関心度 の変化 の様 子 を示 してい ま

す。

平 成11年 度 に新 た に取 り上 げ た 課 題 は,

「Webコ ンピ ューテ ィ ング」 「個 人情 報 保 護」

「電 子 認 証 ・公 証 」 「CRM(Customer

RelationshipManagement)」 「ギガ ビ ッ トイー

サ ネ ッ ト」 及 び 「CTI(ComputerTelephony

IntegratIon)の6項 目で,今 年度 の結果 か らは,

・初め て調 査対 象 に加 えた 「WEBコ ンピュ

ー テ ィング」(21 .5%)や 「個 人情報保 護」

(10.4%)が 相 当の関心 を集 めてい る。

・昨年 までの 「EC/EDI」 を 「企業 間EC」 と

「対消 費者EC」 とに分割 した ところ,両 者

の差異 が顕 著 に な り,「 企業 間EC」 が 多 く

の関心 を集 め た(20.9%)の に対 して 「対

消 費 者EC」 は まだ ほ とん ど注 目され て い

ない(4.6%)。

・ 「ATM」(4 .4%)や 新設項 目の 「ギガ ビ ッ

トイーサ ネ ッ ト」(3.5%)な どの新 しい ネ ッ

トワー ク関連技術 へ の関心 は低 迷 してい る。

な どが挙 げ られ ます。

経 年的 な変化 に着 目す る と,関 心度上位 の

項 目が一様 に関心 度の比率 を下 げて お り,関

心 の多様化 も進 んで いる とみ られ,情 報化技

術 その ものの多様 化,さ らにはユ ーザが抱 え

てい る問題 が複雑化 して きて いる こ とを想像

させ ます。
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回答率(社数比%)
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図1情 報 化 関 連 課 題 に 対 す る 関 心 度 の4年 間 推 移

(参考98年 度鯛査)
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西暦2000年対応

イントラネット

情報シス予ム安全対策
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【5項目以内で複数選択】

回答率は
左側:1999年(平 成11年 度)調 査

右側:1998年(平 成10年 度)銅 壷

(一)は1998年度は未調査である
ことを示す。
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2.情 報化投資の動向

表1情 報化関連支出の割合(全 ユーザ709社 平均)

情 報 化 関連

支 出全 体

既存 システムの運用経費 59.1%(60.3%)

情報化投資

新規システムの開発等に投資
24.3%

(23.8%)
40.9%

(39.7%)既存 システムの

メンテナンス等 に投資

16.6%

(15.9%)

合 計 100%

表1は コンピュータユーザの情報化 にかけ

る費用の総額 と,そ のうちの情報化への投資

部分 に回 る費用 との構成割合を示 していま

す。情報化関連支出の内訳は,そ の3/4は 依

然 として既存 システムの運用 と保守に費やさ

れ,前 回調査の結果 とほとんど変わらず,残

る1/4に あたる新規 システム開発等へ の投資

図2

その他

()内 数値は前年度 の結果 を示す。

は昨年 度 よ り0.5ポ イ ン トと僅 か な上 昇 に止

まってい ます 。

新規情 報化投 資が振 り向 け られ る分 野 を社

数比 で見 た ものが 図2で す。 そ の 中で は情 報

通信 ネ ッ トワー クやWebブ ラウザ を利用 した

システム な ど新 しい分 野へ 向け られた ものが

増加 して いる模 様 で,反 対 にホ ス トシス テム

新規投資の主要対象分野

WEBブラウザを
ステム

社数比

N=749

へ の投 資 は前年 の35 .9%よ り減少 し,こ の傾

向 は今 後 も続 い て行 くと予想 され ます。

業別 の結果 を,図3に 示 してい ます 。

3.ア ウ トソー シ ン グの利 用 状 況

「情報システムの機能のすべて,も しくは

その一部 を,第 三者である外部企業 に委託す

る」 アウトソーシング利用の現状について産

－ig一



()内 は回答社数

製造業(317)

図3産 業別アウ トソーシング利用状況

ほとんど全ての情報処理業 具体的に計画検討中

/ ヲ ・情報艦 務/ン 検討中 現㌣ 嗣 定なし
■α■ 29.71

'一 ー ー ー ー 一 〆一 ー ー プ'一{一 疋 ンー ー ー ー!… 一 ∫ノー-z'

2.∠

非製 造 業(470).・ 330

1

公 務(49)

O.02・0

全 産 業(836).335

社 数 比 ・_、1,.L...

0%10%20%

凝髪il物層形 、 彩彩膓 纏彩簗
1.8

__⊥___"_-1

30%40%50%60%70%80%90%100%

図 で は全 産 業 の9.1%が 「ほ とん ど全 て の

情 報処 理業務 をアウ トソー シング」してお り,

これ は前 回の4.8%を 大幅 に上 回 り,「一 部 の

情 報処 理 業務 を ア ウ トソー シ ング」(33.5%)

を加 え る と,42.6%の 企 業が ア ウ トソー シ ン

グを利用 して い ます。 と りわけ公務 で の利 用

が活発 で,7割 近 くの利 用 率 は他 産業 に大 き

く差 をつ けてい ます 。

次 に アウ トソーシ ングを依頼 す る機 関 の選

定 基準 やその理 由 な どにつ いて調べ た ものが

図4で す。 ア ウ トソー シ ング先 を選 ぶ 目安 に

は 「信頼性,安 全性 の確保 」が 第一条件 とな

ってい ます 。特 に自治体 な ど公務 で は,強 調

されて い ます。

図4産 業別 アウ トソー シング先の選定基準 、選定理 由

選定基準、選定理由0102030405060708090

他の アウトソーシング 先,::::::

よりコストが安 い' 一:::

1・''"

1

社数
(%)

1信頼性、安全性が

確保されている 　 一 学 ～N…N戸
:1,

技術力が高く、最新技術
を駆使できる ～ 一 舗媒『「一

..'

業種や業務のノウハウに
1優れ、自社の情報戦略に

適合している::
:

機動力、動員力等があり、 一利用響認 舗 スが
,一

●

■製造 業(149)

0非 製 造業(238)

■公務(35)

留金産 業(422)
・

O内 は回答社数
端1慈i

■

4.外 部 要 員 の費用

アウ トソーシングとも関連して派遣要員を

受入れる費用についても毎年調査を実施して

いますが,図5に 見 る通 り,今 回の調査では

昨年 に比べてSEが 僅 かに上昇,オ ペ レータ

は昨年 並,プ ログラマ,デ ー タ入力者(パ ン

チ ャー)は や や下が り,全 体 的 に横 ばい,あ

るいは下降気味 の傾 向 を示 してい ます。
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図5外 部要員に対する派遣元への日額換算支払費用

(千円)

45

40

35

30

25

20

15

10

協査年度

プログラマ

オペレータ

データ入 力者(パ ンチャー)

95 96 97 98

16.8

99

以上今回の調査結果の一部をお伝えしました

が,詳 しい分析 を加えて5月 には,「企業にお

ける情報化動向に関する調査研究報告書」と

して発 表 し,ま た当協 会 のホー ムペー ジに も

概 要 を載せ る予定 です。

コ ン ピュ ー タ利 用 状 況 調 査

毎 年 国 内 の コ ン ピ ュ ー タ ユ ー ザ 約4,700社 を 対 象 に,コ ン ビ ュ ー一宇タ利 用,ネ ッ トワ ー

ク化の動向を調査 し,今 後の高度利用 に関する参考資料 を提供することを目的としている。調査の内容は次の2つ の

テーマに分け られる。

①国内の企業,官 公庁,教 育研究機関,病 院などで情報処理業務に携わっている,情

報システム部門に対 して情報化経費,要 員,教 育等の情報システム利用環境 について問題,

② オンライン処理,あ るいはLAN等 の ネットワーク利用ユーザを対象に主 として,

コ ンピュータネッ トワークの利用,通 信回線サービスなどの利用状況 ,及 び将来の動向

平成ll年 度の調査項 目は,以 下通 り設定 している。

情報 システム部門の年間情報化関連支出の状況

情報化投資の動向

情報 システム部門の要員数

情報 システム部門要員の平均給与'

1人 当た り派遣要員費用

データ入力(パ ンチ)単 価'

情 報 システム部門要員,一 般社員用の関連教育費用

アウ トソーシングの利用状況

情報化の重要な関連課題
`

通信回線サービスの利用状況,3年 後予定

国際通信サービスの利用状況,3年 後予定

ネッ トワークの機器構 成,利 用処理形態,利 用内容,適 用業務

オープンシステム化/ダ ウンサ イジングの評価

EC/EDIの 利用状況,3年 後予定

テレワークの利用状況

モバイルコンピューティングの利用状況

ITガ バナ ンス調査

調査時点:平 成11年9月30日 現 在

調査期間:平 成11年10月29日 ～11月17日

発 送 数:4,664回 収数:841回 収率:18.0%
、
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先進的情報システム開発実証推進事業成果発表会

先進的情報システム開発実証推進室

情報技術とネットワークを活用することに

よって,産 業 ・社会のあ らゆる活動 を効率化

し,地 域や業界の垣根 を超えた情報のや り取

り(電 子商取引等)を 実現することは,わ が

国の21世 紀に向けた大 きな課題 となっており

ます。

政府では,こ の ようなデジタル経済社会の

実現 による産業構造の高度化,新 規 ビジネス

の創造,地 域 ・中小企業の活性化を推 し進め

るため,平 成10年 度第1次 補正事業 「先進的

情報 システム開発実証事業」を情報処理振興

事業協会を通 じて,財 団法人 日本情報処理開

発協会 に委託 し,実 施 してまい りました。

その成果を一堂に集め,展 示 ・デモを中心

に皆様 にご報告する成果発表会 を2月15日,

16日 に東京全日空ホテルにおいて開催いたし

ました。展示 ・デモは,企 業や企業 グループ

な どが総 力 を上 げて取組 み,今 後 の実用 化 ・

事業化 を 目標 に開発実証 実験 を行 って きた も

のです 。

成 果発 表会 は,展 示 コーナ ー,併 設講 演,

電子調査 ・投 票 シス テム実地検証 の3本 の柱

で構 成 しま した。 展示 コー ナーでの 出展 企業

数 は117社,参 加 者 は5,792名 です。 また,併

設講演 の参加 者 は延べ1,686名 で した。

本稿 では,展 示 ・デモの風 景 お よび 「電子

調査 ・投 票 システム」 によ り当 日ア ンケー ト

を行 い ま したの で,そ の結 果 の一 部 をご紹 介

いた します 。 なお,併 設講 演 の基調 講演 「21

世紀 の デ ジタル経 済社会 実現 に向けた政策展

望」 につ きま して は,本 誌,寄 稿 ・解説欄 を

ご覧 くだ さい 。 ホ ー ムペ …一ジ(http:〃www.

jecalsjipd㏄.orjp)のPDFフ ァイル(パ ワーポ

イ ン ト)で もご利 用 いただ けます。
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1.展 示 コーナ ー

1.福 祉 ・医療 ・介護 システ ム

2.環 境 リサ イ クル システ ム

3.消 費者 が参加 す る電子 商取 引 システ ム

● イ ン ター ネ ッ ト利 用型 シス テム

●IT技 術 活用型 シス テム

4.電 子 商取 引 にお いて消 費 者 の利 便性 を

高め る シス テム

●店頭 利用 シス テム

●顧客 ニ ーズ先取 りシス テム

●先進 技術 ・制度 の適 用 シス テム

5.中 小 企業 の 電子 商取 引 を容易 にす る シ

ステ ム

●運営 サ ー ビス

●パ ッケ ージ ・技 術

6.IT技 術 の活用 による新 規 ビジネス

7.電 子 商取 引 の高 度化 を推進 す る技 術 ・

シス テム

●認証 システム

●電子 決済 システ ム

● デ ジ タル コ ンテ ン ツ制 作 ・流 通 ・管

理 システ ム

●ECシ ス テ ム構 築 の ため の ソ フ トウ ェ

ア技術

●セ キ ュア シス テム

●高度 ネ ッ トワー ク技術

8.企 業間の電子商取引 を拡大するシステム

● デ ー タウエ アハ ウス シス テム

● 受注 ・調達支援 システ ム

● 設計 ・製造支援 システ ム

● 生産 ・販売計 画支援 シス テム

●CALSシ ステ ム

●物 流/管 理 シス テム

各展 示 コー ナーの ブー スの概 要 につ い ては 、

http:〃www.jecals.jipdec.or.jplregistの出展企

業 ・団体一覧でご覧下さい。

2.併 設講演

2月15日(火)

基調講演 「21世紀のデジタル経済社会実現 に

向けた政策展開」(本誌 「寄稿 ・解説」

欄 に掲載)

安延 申(通 商産業省 機械情報産業局

電子政策課長)

技術講演 「ECビジネスの円滑な構築に向けて」

宮川秀真(企 業間電子商取引推進機構 所長)

セ ッション1企 業間電子商取引の構築 と標

準技術の適用

「進展する企業間電子商取引の最新動向」

荒木 魏(石 川島播磨重工業㈱ 主席技監)

宇田川佳久(三 菱電機㈱ システム生産管理

部情報システム課専任)

高松 佑次(㈱ 日立製作所 金融・流通システムグル

ープサービス事業部CALS推 進担当)

西岡 公一(㈱ 三菱総合研 究所 情報戦略 コ

ンサルティング部研究部長)

福永 康人(企 業 間電子商取引推進機構 主

任研究員)

「モ デ リ ング技術 に よる原始取 引モ デル」

森 田 勝弘(日 本 ア ー ンス ト&ヤ ングコ ン

サ ルテ ィング)

、

「XML/EDIの 実装」

菅又 久直(企 業間電子商取引推進機構 国

際標準グループリーダ)

2月16日(水)

セ ッシ ョン2SCMビ ジネスモデ ル にお ける

課題 と提 言、

一23一



等量
「SCM構 築 における課題 と提言」

福井 敏文(松 下電器産業㈱ 情報企画部 企

画担当部長)

児山 満(前 田建設工業㈱ 経営管理本部情

報システム部副部長)

大谷 和子(㈱ 日本総合研究所 法務部長)

「日本型SCMビ ジネスモデル」

石黒 栄治(企 業間電子商取引推進機構 プ

ロジェクト推進部 主任研究員)

セッション3企 業間電子商取引の円滑な構

築 に向けての課題 と提言

「企業間情報共有における課題と提言」

村上 憲也(㈱NTTデ ータ企業 間EC担 当部長)

菊地 徹(東 電 ソフ トウェア㈱CALS/EC技

術部次長)

小林 健(石 川島播磨重工業㈱ 情報 システ

ム部技術グループ課長)

「通信インフラ整備 における課題 と提言」

木村 甲治(東 京電力㈱ システム企画部副

部長)

関 悦夫(㈱ 東芝CE・SIコ ンサルティング推進部

経営変革上席エキスパーD

福 田 靖(㈱NTTデ ータ企業間EC担 当課長)

3.電 子調査 ・投票 システ ム実地検 証

今 回,来 場 受付 け と本成 果発表会 の ア ンケ

ー トを 「電子 調査 ・投 票 シス テム」 に よって

実 施 し,シ ステ ムの 実地検 証 を行 い ま した。

来 場 者 受付 は,「 電子 調 査 ・投 票 シ ス テ ム」

を構 成す る 「投 票券発券 シス テム」を利 用 し,

選挙 にお け る受付 を想定 して検証 い た しま し

た。 また,ア ンケー トに ご参加 い ただ くこ と

で,電 子化 された選挙 の投 票 を体験 してい た

だ くこ とがで きま した。

ア ンケ ー トの集計結 果の一部 をご紹介 しま

す。

図1来 場の目的

その億
拠 「

螂ロ情報化の○考1

εC■遭鏡筒 領邑簡鼻の参看
t(LML

εCビジネス参入への参考
to鳥

自社への克入検討 桑界情報
化のための●考
14.ls

最新のECシX予ム故情の見学
㎜
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図2目 的 と した見 学=1一 ナ 一

食絹 鳴 竪顕職 大 一髄 臼'介■シ凧

t8.9S

電子商取引の高度化を推達
する技術・システム
t8.31;

㍊品=緩 曝喜憂繍 総

サ忽 シ貯ム

れぼセがひねするぼモ　ぼ

1泓

電認鍵ξ誌 饗8㌘
136覧

}丁礪 用1漂 新ビジネスS
・:するシ・テム
90%

気にいったブース上位20社

1.キ ャノ ン(企 業 間ECを 基 盤 と した新 調達 システ ム) 481

2.JR西 日本(「 デ ジ タル キ ヨス ク」コ ンテ ンツ流 通実験) 466

3.日 本 レコー ド販 売網(総 合 音楽 デ ー タベ ースの 開発) 346

4.小 学館(ブ ックオ ンデマ ン ド総合 実証 実験) 260

5.松 下電器(企 業間電子調達基盤 システム) 250

6.ダ イエ ー情報 システ ム(小 企 業 にお けるWEB-EDIシ ステム) 246

7.KDDコ ミュニケ ー シ ョンズ(小 額電 子商取 引 シス テムの紹介) 243

8.東 芝(ス マ ー ト ・コ マ ー ス ・ジ ャ パ ン ・パ ー ト2) 240

9.松 下電 器(ネ ッ トワー ク型 高齢者生 活 支援ECシ ステ ム) 228

10.ジ ャパ ン ・デジ タル コンテ ンツ(ウ エ イ ブ レス ラジ オ実証 実験) 213

11.飯 塚研究開発機構(高 齢者生活支援ECシ ステム) 190

12.生 活協 同組合 コー プこ うべ(在 宅介護 サ ー ビス事 業情報 システ ム)・ 188

13.セ イ ノー情報 サ ー ビス(商 流 ・物流 統合ECの 構 築). 184

14.ジ ャパ ンデー タコム(無 線利 用 カー ド決 済 シス テムの実用化) 178

15.日 立造船 情報 システム(旅 の窓口)、 171

16.西 日本電信電話(次 世代 インターネ ット技術実証実験) 167

17.日 立製作所(次 世代 イ ンター ネ ッ ト技術 の 開発) 164

18.日 本 電気 ソフ ト(セ キュ アオ ンライ ンサー ベ イシステ ム) 162

19.富 士 通(ICカ ー ドを活用 した介護EDI実 験) 160

19.エ イチ シーエル ・テ クノ ロジイー(オ ンライ ン店舗構 築 ソフ トエ アの 開発) 160

20.日 立 ソフ ト(企 業 グル ープの調達物 流共 同化実証 事業)・
、

159
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また,今 回,出 展者 に対 して もア ンケー トを

行い ましたのでその一部 をご紹介いた します。

成 果発表会 に出展 して「メ リ ッ トが あ った」

とい う回答 は99.0%(104社)で した。 また,

メ リッ トが あ った と回答 した企業 に対 して,

どの よ うな メ リ ッ トが あ ったか につ い て は,

「事 業 の 成果 を知 って も ら う機 会 に な っ た」

とい う回答が100社 に上 りま した。 そ の他 の

声 と して は,「 潜在 顧 客 の ニー ズや現 状 シス

テ ム の抱 え る課 題 を生 の声 で収 集 で きた」,

「多 くの事 業 関係 者 と活 発 な意 見交 換 が で き

図3成 果発表会に出展 してのメリット(回答105社)

あった

99.0%

な か った

1.0%

図4ど のようなメリットがあったか(複数回答)
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た」 等が あげ られ ま した。

成 果発 表会 へ の改 善 点 につ いて は,「 特 に

な い」 と回答 した 出展 者 が69.5%(73社),

「改 善 点 が あ る」 は30.5%(32社)で した。

改善 点 につ いての 内訳 は,「 会場 が狭 か った」

(29社),「 期 間が 短 か っ た」(5社)で した 。

(複数 回答)

その他 自由意見 と しての内容 ・効果 に関 し

ては,「 事業 の成果 を見せ る良い機会 となっ

た」,「他 の同一業 界の事 例 を知 るこ とがで き

有益 だ った」等 があ り,ま た,今 後 の要 望,

期待 につ いて は,「 東 京 以外 の都 市 で も開催

してほ しい」,「時期 をおい て,再 度 この よう

な発 表会 を企 画 してほ しい」等 があ りま した。

また,「 国 内 と海外 か らの参 加 者 との 間で 質

問 の内 容 に大 きな 開 きが あ る こ とを痛 感 し

た」 とい う意見 もあ りま した。

一一26一
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中小企 業基 本法が36年 ぶ りに全面的 に改正 され ま した。
新 たな中小企業政策のお しらせ。

昨年の中小企菓国会において・36年 か りに甲小正栗話本法の改正されました。

(1)中小企業金融安定化特別保証制度
一 昨年 か ら始 めた

、臨 時異 例 の20兆 円貸 し渋 り対 策は 、 中小全 章 の皆様

に喜 ばれ ま した。 熱 い御希 望 に 二た え、 この度10兆 円追 加、t・一年 延長

(平 成13年3月 末 ま で)を 決 め ま した.

以下の措置については、平成12年 度税制改正の国会審筒をお願いして

います.

きめ細やかな支援体制
事案者の皆様の多様なニーズに対応して、的確に資金面、ツフト面(人

材、情報、技術等)か らの支援を提供できる体制を作ります。(ワンス トッ

プサービス)

(2)政府系金融機関による貸 し渋 り対応融資

(中小企業運転資金円滑化特別貸付制度など)

上記の他に、政府系金融機関において、担保を一部免除する等一般の貸

付よりも優遇条件での運転資金貸付(平 成13年3月 末まで)、 その他、雇

用増を図る企業への貸付などの各種特別貸付制度を用意しておりま

す.

(3)小規模企業者向け無利子貸付制度 ・リース制度

小規模企業者や創業予定者の方々に対し、設備資金を無利子で融資した

り、必要な設備を貸与機関が購入し、その設備を割賦販売またはリース

する制度を創設しました.(全 体で1,000億 円程度)、対象設備の限定

はありません.

(1)エ ンジェル税制の大幅拡充

個人が投ftした設立10年 以内の特定の中小 ・ベンチャー企業の株式にっ 身近 な支援拠 点
、都道府 県毎、 全国8ブ ロック毎の支 援拠

いて、株式公開による譲渡益を114に大幅圧縮する措置の創設.点 を整備 し
、中小企業の あ らゆる御相談に応 じます。

(2)留保金課税の抜本改革

創案le年 以内の中小企集や新事案創出促進法の認定を受けたベンチャー

企集について、留保金ぱ税の適用を停止。

(3)青色申告特別控除制度の拡充

青色申告特別控除額を45万円から55万円に引上げ.

地域中小企業

支援センター

全国(商工会、自工会田所

中央会等)に設置.

●助言.相 談

●セミ1ト等情報提供、普及啓発

(4)事業継承税制の改革
(4)マル経融資制度

小規摸企業者の方々に対し、無担保・無保証人で融資する制度.平 成13

年3月末までの貸付限度額は特別措置で最高1,000万 円までです.併 せて、

償還期間も延長しております.

*さ らに、創業予定者や創案後間もない方々に対する本制度の特別措置

を平成13年3月 末まで延長しました.(最 高550万円)

各部 道府 県及 び政 令指 定市 に

1ヶ 所(句 ノ財団、中小企薬振興

公社、地域情報センチ等)設置.

●情報提供●取引に関す る苦情

処理●診断助言、相談 ●専門家

派遣

→

(1)取引相場のない株式の評価方法の抜本的な見直し.

(2)相続税延納の際の利子税皐の大幅な引下げ.

(5)資金明達の多様化

担保に乏しいが成長性のある専薬や女性 ・高齢者の起業への金融面での

支援の実施 公的保証による社債(私募債)発行の促進 投資毒薬組合へ

の公的機関からの出資など中小企薬による直接金融の途を開き、貴金関

遣の多様化を図ります.

都道府県等

中小企業

支援センター

全 国8ケ 所(中 小 企薬総 合事 薬

圃)に 中核的な支援⇔,一を設置.

●資金面での支援●枝術開発支

援●経営 ・財務 ・法務等

コンサルテ ィング機能

→

ナ シ ョナル

支援センター →

創業者 ・

経営向上を

目指す

中小企業

独自の

強み発揮型

中小企業

株式公開型
ペンテヤー

企業

*詳 細 についてのお問 い合わせ ば、 中小企業 庁の中小企業対策相談窓 口(03-3501-4667)ま で。

中小企 業庁ホー ムペー ジ:http://www.sme.ne.jp/s6saku/cmenu.html

」
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当協 会 は,平 成9年12月 に創 立30周 年 を迎

え ま した。 これ を機会 に 「協 会 史(昭 和63年

度 ～平 成10年 度)」 の編 集 を進 め てお りま し

たが,こ の度,刊 行 い た しま した。

当協 会 の創 立20年 であ った昭和62年 度 まで

の事 業 は,20年 史 と して取 りま とめ られ てい

ます。その後,ネ ッ トワー ク化,オ ープ ン化,

ダウ ンサ イ ジ ング化,マ ルチ メデ ィア化 とい

う,い わゆ るネ ・オ ・ダ ・マが 情報化 の基本

潮流 とな り,ま た,イ ンター ネ ヅ トとい う社

会 イ ンフラが 出現 しま した。 こ う した 中で,

政府 も新 たな情 報化施策 を実施 す る一方,政

府行 政分野 の情報化 に取 り組 んで い ます。 当

協 会 は,こ れ らの情報 化 の流 れ に適切 に対応

す るため,通 商産業省 等 の指 導 ・協力 の もと

に,各 種 調査,電 子 商取 引 の普及,セ キュ リ

テ ィ対 策,プ ライバ シー保護,情 報化 人材 育

図表1情 報セキュリティに関する基準等の周知状況

成 を始 め と した活動 を展 開 してお ります。

この度刊 行 しま した協 会 史は,こ う した当

協 会 の活 動 を昭和63年 度か ら平 成10年 度 につ

い て まとめ,20年 史の続 編 と して編 集 した も

のです 。

一 情報セキュリティ対策室 一

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 の 普及促 進

(1)セ キュリティ対策等の調査 ・研究

今日,企 業の情報 システムの多 くはインタ

ーネットに接続されています。このような環

境ではセキュリティ対策の不備が自社にのみ

に影響するだけではなく,他 社のシステムに

も影響 を及ぼすこともあることから,セ キュ

リテ ィ対策の構築が重要課題となっていま

す。情報システムのユーザは社会的責任を果

たす意味でも自己の責任においてセキュリテ

施 策 利用している 知っている 知らない 無回答 計

情報システム安全対策基準 122 14.1 429 49.5 288 332 28 32 867 100.0

コンピュータウイルス対策基準 104 120 471 54.3 266 30.7 26 3.0 867 looo

コンピュータ不正アクセス対策基準 87 100 447 51.6 305 35.2 28 32 867 100.0

システム監査基準 92 10.6 488 56.3 256 295 31 3.6 867 100.0

システム監査企業台帳制度 14 16 310 35.8 505 582 38 4.4 867 100℃

コンピュータウイルス被害届出機関IPA 一 一 555 64℃ 297 343 15 1.7 867 looo

コンピュータ不正アクセス被害届出機関IPA 一 一 499 57.1 356 41.1 16 1.8 867 1000

コンピュータ緊急対応センター 一 一 284 32.8 565 652 18 21 867 1000

一一28一
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イ対策を講 じなければなりません。

当協会では,情 報 システムのセキュ リティ

対策を普及促進する観点から,セ キュリテ ィ

対策及びセキュリティ対策を最適なものにす

るために不可欠とされているシステム監査に

ついて調査研究しています。

セキュリティ対策は,自 社 の情報システム

に対するリスクを分析 し確認した上で対応策

を検討することで,自 社 に最適なもの とな り

ます。 しか しながら,リ ス ク分析 の手法が確

立 していないこともあり,リ スク分析 に裏付

けされたセキュリティ対策 となっていないの

が現状です。そのため,今 日の情報環境 を十

分に考慮 した リスク分析の手法を開発するた

めの調査研究を進めています。

また,セ キュリテ ィ対策の実効性,有 効性

を確認 し,改 善 に結びつける活動であるシス

テム監査についても,分 野毎の監査 ガイ ドラ

インを策定する等の活動を行ってお り,今 年

は,情 報管理の中で も今 日的な課題 となって

いる個人情報の管理に関するシステム監査の

ガイ ドラインを策定 しています。

(2)情 報セキュリティ対策の実態調査

わが国の情報セキュリティ対策の実態を把

握 し,セ キュリテ ィ対策の推進に役立てるた

めに従来から隔年で実施 している 「情報セキ

ュリティ対策の実態調査」をアンケー ト方式

で約4,800の ユ ーザ企業 に対 して平成11年10

月か ら12月 にかけて実施 し867社(18.4%)

か らの 回答 を得 ま した。 調 査 の結 果 は ,

JIPDECの ホームページや報告書 によって公

表 しますが,主 な調査結果については図表1

の通 りです。

(3)シ ステム監査台帳の作成支援

システム監査を実施する社内体制が整って

いない企業に対 してシステム監査を事業とし

図表2不 正アクセス行為の禁止等に関する法律

知っている

知らない

無 回答

411

443

13

47.4

51.1

15

計 867 100.0

図表3不 正アクセスの被害(平 成10年1月 ～12月)

あ る

な い

無回答

53

801

13

6.1

92.4

L5

計 867 100.0

図表4不 正アクセス被害をIPAに 届出たか

出した

出さない

無回答

11

40

2

20.8

755

3.8

計 53 100.0

図表5不 正アクセスの被害をJPCERT/CCに 相談したか

し た

しない

無回答

7

44

2

13.2

83.0

3.8

計 53 100.0

図表6コ ンピュータウイルス感染(平 成10年1月 ～12月)

あ る

な い

無回答

473

389

5

54.6

44.9

0.6

計 867 100.0

図表7コ ンピュータウイルス被害をIPAに 届 出たか

出した

出さない

無回答

64

389

20

13.5

82.2

、42

6

計 473 100.0

てい る企業 を紹 介す る 「システ ム監査 企業台

帳 制度」 を通商 産業省 が設 けてい ます 。

協 会 は,同 台帳 の作成 支援 を行 うとともに

ホー ムペ ー ジ(http:〃wwwjipdec .or.jp/security/

daityo/list.htm)で 登 録 企業 を公 表 す る等 の普

及活動 を行 ってい ます。 ・
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2.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク制 度 の 運 用

プ ラ イバ シーマ ー ク制度 は,平 成10年4月

に試 行 的 に運用 を開始 して以 来,約2年 が経

過 し ま した 。 平 成11年3月 に 日本 工 業 規 格

「個 人情報 保 護 に関 す る コ ンプ ライ ア ンス ・

プ ログ ラム」(JISQl5001)が 制定 され た こ

(件数)20

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

とに伴 い,平 成11年4月 以降 は当該JISと の適

合性 を評価 す る第三者機 関 と して,引 き続 き

運用 してい ます 。

平 成12年2月 末現在,プ ライバ シー マ ー ク

を付与 認定 した企業 は112社 です 。

図表8認 定事業者の推移
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☆螢 轡 樹ジる押

な お,最 新 の状 況 につ い て は,当 協 会 の ホ

ー ム ペ ー ジ(http:〃www .jipdec.or.jp

/security/privacy/cenifylist.htm1)を ご覧 下 さ い。

プ ラ イ バ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用 に 関 連 し

て,プ ラ イバ シ ー マ ー クの 付 与 認 定 を受 け て

い な い 事 業 者 の ホ ー ム ペ ー ジ 上 で の 不 正 使 用

等 を予 防 ・防止 す る た め の 「プ ラ イバ シー マ

ー ク検 証 シ ス テ ム」 に関 し
,引 き続 き実 証 実

験 を行 っ て い ます 。 ホ ー ムペ ー ジ上 の プ ラ イ

バ シ ー マ ー ク を検 証 で き る プ ラ グ イ ン ツ ー ル

は,httP://privacymark.9r.jp/か ら ダ ウ ン ロ ー ド

で きます の で 活 用 して くだ さい 。
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4.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ

緊 急 対 応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCが 受 けた不 正 ア クセ スの 情 報

提 供件 数 は,平 成11年9月 か ら12月 の3ヶ 月間

で150件 で した。平成11年1月 か ら12月 末 まで

は788件 とな りま した

図表10平 成11年 の不正アクセス届出件数
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JPCERT/CCで は,こ れ らの不 正 ア クセ ス

情 報 の提 供 を受 け て技 術 的 な対 応 策 を検 討

し,関 連 す るサ イ トへ情 報 の提 供 あ るいは交

換 を行 な ってい ます。

対 応策 は 「緊急 情報」 や四半期 毎 の 「活動

概 要 」 に と りま とめ,JPCERT/CCの ホ ー ム

ペ ー ジ に ア ラー トと して掲 載 して い ます の

で,ネ ッ トワー ク管理 の方 はそ ち ら も是 非 ご

覧下 さい。また,四 半期毎 の情報提 供 以外 に,

メー リング リス トを開設 し,タ イム リーな情

報 提 供 も行 っ て い ます の で,http:〃www.

jpcert.or.jp/announce.htmlで 確 認 の上登録 して

活用 して くだ さい。 なお 「活動概 要」 で は提

供 して いただ いた情 報 を類 型化 し,頻 度順 に

列挙 してい ます。

啓発 活動 と しては11月 に 「関連 サ イ トとの

情報 交換 」,12月 に 「コ ンピュー タセ キ ュ リ

テ ィイ ンシデ ン トへ の対 応」 とい う技術 メモ

をweb上 に掲 載 しま した。担 当者 の方 に運用

上 の参考 と してい ただけれ ば と思 い ます。

JPCERT/CCの 活動 状 況 や,不 正 ア クセ ス

に関す る最新 の セキ ュ リテ ィ技術情 報 に関 し

て は,今 後 も ホ ー ム ペ ー ジ(URLhttp:〃

www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して 発 信 して い き

ます の で ご利 用 くだ さ い。

調 査 部 一

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク 社 会 に 関 す

る調 査 研 究

ユ ーザ ニーズ に応 えた情 報通信 サ ー ビスの

くあ り方 につい て検討 す るため,東 京工業大

学 今 田高俊教授 を委員 長 に,委 員会 を開催 し

てい ます 。11年 度 は,ネ ッ トワー クサー ビス

に関す るユ ーザ の実際 の利用動 向 について ア

ンケー ト調査 を実施 し,住 環境 や消費,労 働

環境,教 育 な ど,様 々な生 活領域 で需要 が見

込 まれ るネ ッ トワー クサ ー ビスの姿 を探 りま

した。 そ の集 計結果 は当協会 の ホー ムペ ー ジ

に公 開 します 。 また,12年 度 は,社 会 イ ンフ

ラ とな りつつ あ るモバ イル コ ミュニケー シ ョ

ンにつ いて,多 方面か ら検 討 す る予定 です。

2.情 報化 白書2000年 版 の発 刊 予 告

情報化白書2000年 版 は,6月 の発刊 に向け

て原稿の取 りまとめと編集作業を行っています。

前期(7～10月)開 催の委員会 における編

集計画案の審議結果を踏まえて担当各位に原

稿執筆を依頼 し,後 期(1～3月)に おいては

以下の 日程で委員会 を開催,原 稿内容の検

討 ・審議を行いました。

各分野の専門家で構成し,原 稿執筆 も分担

いただいている「情報化白書編集専門委員会」

(委員長 廣松 毅 東大教授)は 後期3回 開催,

「情報化 白書編集委員会」(委 員長 石井威望

東大名誉教授)に おける最終審議 をもって最

後の調整を行い,例 年 どお り6月 には書店発
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売 となる見込み です。

2000年 版 の 白書総 論 テーマ は 「21世紀情 報

化 の展望 と課題(仮 題)」。情報分 野の変 革の

ス ピー ドか ら して,わ ず か5年 先 の こ とも的

確 には予 測 し得 ない こ とを承知 の上で,あ え

て将来展 望 をテーマ と しま した。世紀 と千年

紀 の節 目の時期 で もあ り,失 われ た10年 とい

われ る90年 代 の閉塞感 を払拭 す るの に,情 報

化 が最 も期待 され る分 野で あ るこ とは異論 の

ない と ころ だ と思 い ます 。 期 待 に違 わず,

2000年 に入 ってか らも電子商取 引,イ ンター

ネ ッ トビジネ ス,モ バ イ ル/iモ ー ドの躍 進

が続 い てお ります。21世 紀 初頭 …2005年 を 目

途 と して,わ が 国の情 報化 の姿 をこれ ら至 近

の動 きの中か ら探 りま した。 さらにデ ジタル

エ コノ ミー,少 子 高齢化社 会,家 庭 の情報 化

の3つ の切 り口か ら将 来動 向 を掘 り下 げ ま し

た。最後 に21世 紀 の望 ま しい情報化 社会 の針

路 を,デ ジ タル ・デバ イ ド(情 報格 差)な ど

影 の部 分 も合 わせ て まとめ てお ります 。

各論 も,産 業 の情報化 を従 来 に も増 して多

角的 に分析 した上,社 会的 問題 の発生 や情報

化発展 の阻害要 因等 を総括 す る章 を新設,イ

ンター ネ ッ ト関連 ビジネスや コンテ ンツ も盛

り沢 山の内容 を簡潔 にま とめてお ります。

3.情 報 技 術 の 活 用 と環 境 整 備 に関 す

る調 査研究

情報通信技術が企業等に与える影響および

情報化投資の効果や,情 報通信技術 を活用す

るにあたっての環境整備のあり方を明らかに

することにより,日 本経済の再活性化 を促す

ため,慶 応義塾大学の國領二郎助教授 を委員

長に,平 成10年 度か ら11年度にかけて委員会

を開催 しました。

委員会では,企 業のITガ バナンスの向上,

情 報化 に よ る産 業構 造 の革 新,日 米EC市 場

規模 の比較,情 報化投 資 と生産性,通 信料 金

問題,イ ン トラネ ッ ト/エ クス トラネ ッ トの

日米比較,IT革 命が もた らす雇用構 造 の変化

等 につ いて検討 し,そ の成果 の一部 は,当 協

会 の ホームペ ー ジで公 開 したほか,様 々 な機

会 を捉 え広 く発信 しま した。 この調査研 究活

動 は11年 度 で終 了 しま したが,各 界 にITの 活

用推進 を啓蒙す る一助 になった もの と自負 し

てお ります。

4.主 要 国 にお け る情 報政 策 に関 す る

調査研究

平成10年 度 より 「主要国における情報政策

に関する調査研究」という事業名に変更 し,

従来以上 に米菓独仏,欧 州連合(EU)等 の

情報技術政策に焦点を当てて調査研究を行っ

ております。

アメリカにつきましては,ゴ ア副大統領が

管轄す る電子商取引WGが 発表 した年次報告

書第2版"TowardsDigitaleQuality"に ついて,

EUに つ きま しては,12月 に欧州委員会が発

表 したイニシアチブ"eEurope"に ついて調査

致 しました。

前者 は,ク リン トン大統領が1997年7月 に

発表 した 「グローバルな電子商取引に向けた

枠組み」の中で発表 した5原 則,並 びに電子

商取引WG年 次報告書第一版で追加的な課題

として掲げられた5項 目への対応状況の中間

報告であるとともに,よ り豊かで公平な情報

社会の実現を目指 し,2000年 中に取 り組むべ

き課題 を提言するものです。後者は,EUに

おける真の情報社会の実現 を目指 し,教 育や

医療など10の優先分野 を特定 し,そ れぞれに

おける情報技術展開の戦略を述べているもの

です。
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5.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

日独 情報技 術 フォーラムは,高 い技術 レベ

ル と経 済力 を有す る ドイツ連邦 共和 国 とわが

国が,情 報技術 分野 にお ける両国 の相 互理解

と交流 を一層深 め,活 発 な産業 ,技 術協 力 の

展 開 を通 じて世界 の情報化 に寄与 してい くこ

とを 目的 に1983年8月 ドイ ツ連 邦 共和 国研 究

技術省(現 教 育研 究 省)の ハ イ ンツ ・リー

ゼ ンフーバ ー(Dr .HeinzRiesenhuber)大 臣(当

時)と 宇 野宗佑通 商産業大 臣(当 時)と の間

で,そ の設置が合意 され た ものです。 当 フ ォ

ー ラム は
,両 国の情報技 術 分野 におけ る第一

線 の学 者,研 究者 が一堂 に介 し,最 新 の情報

技術 研 究の成果 につ いて情報交 流 を行 う と同

時 に,人 的交流 を深 め る こ とをね らい と して

い ます。

2000年10月 に三重県 の志摩 郡磯 部 町で開催

予定 の第13回 目独 情報技術 フォーラム に向 け

て,日 本側推 進委員会(議 長 菅野 卓雄 東

洋 大学学長)と,ド イツ側推 進委 員会(議 長

デニ ス ・チ ヒ リチス(DennisTsichritzis)G

MD理 事 長)で プログ ラム案 な どを作 成 中で

す。

6.情 報 化 に関 す る海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが国の情報 通信産業 及 び情報 化一般 の最

新 の動 きを海外 に紹介 す るため,英 文季刊 誌

JIPDECllformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 して い ます。

最近 で は,No.117で 電子商取 引推進 プロジ

ェク トをテーマ に取 り上 げたほか,No .118で

は,モ バ イル コ ンピューテ ィングをテーマ に,

NTTド コモ のiモ ー ドな ど,世 界 に先駆 けて

急速 に普及 して きてい る携帯 電話 をベ ース に

したモバ イル イ ンター ネ ッ トの現状 お よび将

来,No.119で はICカ ー ドをテ ーマ に,日 本 で

の利 用状況 や電子 マ ネーな ど新 しい アプ リケ

ー シ ョンで の実用化 に向 けた実験 プ ロジ
ェ ク

トや 研 究 開発 状 況 な ど を取 り上 げ ま した 。

No.120で は,日 本の情報 通信 産業 をテーマ に,

情報 サ ー ビス産業,電 子機 器製造業,電 気通

信事業,放 送事 業 の各市場規模 を紹 介 してい

ます。 これ は,政 府発 表の統計 数値 に基 づ く

もので,毎 年更新 版 を発刊 してい ます。次 号

No.121で は,情 報化 の人材 育成 につい て取 り

上 げ る予定 です。

7.講 演 ・セ ミナ ー

3月15日,中 央大 学駿 河 台記 念館(千 代 田

区神 田駿 河 台)に て 「移動体 通信 による新 し

い ネ ッ トワー クサ ー ビス の展 開 一急拡 大す る

モバ イルEC市 場 参 入 の ポ イ ソ トー」 をテ ー

マ と して特 別講演会 を開催 しま した。移動 体

通信 の飛躍 的 な普 及 に伴 い新 しいサ ー ビスが

展 開 され てい ます。新 しいサ ー ビスの事例等

も含 め た講 演 に,160名 の参 加者 は熱 心 に聴

講 されて い ま した。

平 成12年3月15日10:00～16:40

・モバ イル イ ンターネ ッ トの展望

坪 井 了氏(NTTDoCoMoISP事 業推進室長)

・日本 の携 帯電話 事業 の現状

高橋 誠氏(第 二電電移動体通信本部商品企画部)

・モバ イル による プラ ッ トフ ォーム ビジネス

唐 弓 昇平 氏(松 下電器産業 デジタル・ネット

ワーク戦略推進室長 副参事)

・リクルー トにおける携帯電話市場 ＼の取組み

高橋 理 人(リ クルー トISIZE局 長)

・iモー ドのコンテンツ事例一バ ンダイの事例一

林 俊樹 氏(バ ンダイ 開発本部 ニュープロパ

ティ開発部 部長)

も・TSUTAYAOnline－ ク リ ッrクス&モ ル タル
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の ビ ジ ネス モ デ ル 実 現 に向 け て 一

今 井 衛 氏(カ ルチュア・コンビニエンス・クラブ グルーフ.戦略

室担 当部長)

・移 動 体 通 信 に よ る新 しい ネ ッ トワ ー クサ ー

ビス の 展 開 一 ぴ あ の 事 例 一

唐 沢 徹 氏(ぴ あデジタルコミュニケーションス"取締役)

技術企画部

1.ネ ッ トワ ー ク エ ー ジ ェ ン トに 関 す

る調 査 研 究

ネ ッ トワー クエ ー ジェ ン ト技 術委 員会(委

員 長:西 田 豊 明 東 京 大学 大 学 院教 授)を

計8回 開催 し,エ ー ジ ェ ン トにお いて 中核 と

な る事 項 につ い てパ ネル 討論 形 式 に よ り議

論 ・検 討 を行 うと と もに,12月9日 に開催 し

た 「ネ ッ トワー クエ ー ジェ ン ト技 術 に関す る

ワー クシ ョップ」 での外部 参加者 との意 見交

換 の成果 も取 り入 れて,応 用か ら要 請 され る

技術課 題 につい て分析 ・整理 を行 い ま した。

また,エ ー ジェ ン トの国際 的 な標準化 団体

で あ るFIPA(Foundationforlntelligent

PhysicalAgents)に お ける標 準 化動 向 を調 査

す るため,西 田 豊明 東京大学 大学 院教 授

(上記 委員 会 委員長)お よび木 下哲 男東 北 大

学 電気 通信研 究所 助教 授(上 記委 員会 幹事)

を平成12年1月23日 ～30日 の期 間,英 国 に派

遣 しま した。

これ らの調査研 究の成果 をと りまとめ
,下

記 の構 成 による報告書 を作 成す る予定 です。

1月 には,情 報技術 普及啓 蒙 の ための小 冊

子 「情報 技術 の研 究 開発Webサ イ ト集 」第7号

を発 行 し,関 係各方面 に配布 しま した。

〈報 告書構 成 〉

次世代 ネ ッ トワー クと産業 フロ ンテ ィア情 報

技術 に関す る調 査研 究

一ネ ッ トワー クエ ー ジェ ン ト技 術 一

1概 要

H本 編

1.調 査 研 究 の趣 旨

2.エ ー ジ ェ ン ト技 術 の動 向

2.1ビ ジ ネ ス ・産 業 応 用

2.2イ ン タ フ ェ ー ス エ ー ジ ェ ン ト

2.3プ ラ ッ トフ ォー ム

2.4標 準 化

3.技 術 課 題 の 分 析 一 応 用 か ら要 請 され る技

術 課 題

3.1サ ー ビス 統 合

3.2マ ル チ エ ー ジ ェ ン トシス テ ム

3.3イ ン タ フ ェ ー ス エ ー ジ ェ ン ト

3.4標 準 化

3.5ネ ッ トワー クエ ー ジ ェ ン ト開発 方法 論

4.ま とめ

皿資 料 編

A.研 究 開 発 へ の取 り組 み事 例

B.エ ー…ジ ェ ン トシス テ ム 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト

一 覧

C.ワ ー ク シ ョ ッ プ記 録

D.海 外 調 査 報 告

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュニ テ ィに 関

す る構築 ・運用

電子情報通信技術に関する自由な情報収

集 ・提供および意見交換などを行う研究開発

情報インフラとして,WWWサ ーバによる産

学官研究開発 コミュニティの構築 ・運用を引

き続き行っています。電子情報通信の分野に

関する最新情報を提供する 「LatestNews」 で
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は毎週,月 ・水 ・金 にデー タを更新 してお り,

また,研 究開発 や イベ ン ト,出 版 等諸 々の ニ

ュ ース を提 供 す る 「BBS」,産 学官 の研 究 交

流 に関す るニ ュース を提供 す る 「Tec㎞ology

Map」 も適 時更新 を行 ってい ます 。

さらに,ユ ーザが独 自に検 索情報 の絞 り込

みが可 能 な環境 を自分 のマ シ ン上 に構 築で き

る高機 能 ビジュ アル ツール キ ッ トの開発 を行

い,現 在 ベ ー タテ ス トを実 施 中で ,3月 末 に

は リ リースで きる予 定で す。加 えて,ユ ーザ

が よ り使 い易 く,迅 速 に情報 が得 られ るWeb

ペ ー ジ となる こ とを目指 し,非 常 に高速 かつ

的確 な情報提供 と検索 サ ー ビス を実現 す るデ

ー タベース システ ムの再構 築作 業 を行 ってい

ます。

また,G7の グ ローバ ル ・イ ンフ ォメー シ

ョン ・ソサ イエ テ ィ ・パ イロ ッ トプロ ジェク

トの1つ の プロ ジェク トと して5年 前 に発足 し

た グ ロ ーバ ル イ ンベ ン トリ ・プ ロ ジ ェ ク ト

(GIP)の 日本(通 商 産 業 省)イ ンベ ン トリ

の運 営 につ い ては,GIP自 体 は,昨 年 パ イ ロ

ッ トフェーズ を終 了 してい ますが,参 加各 国

と も引 き続 き運用 してい くことで合意 してお

り,こ れ まで 同様 にG7各 国 と有 機 的 に連 係

し,同 コ ミュニテ ィの一 つのサ ー ビス機 能 と

して構 築 ・運用 を行 ってい ます。 また,日 本

イ ンベ ン トリ用 の検 索 システム を新 しい シス

テム に変更 し,よ り使 い易 く高速 な検 索 シス

テム を提 供 してい ます。

本 事 業 の 関 連 サ イ ト

・G7GlobalilventOryProject(GIP)

〈http:〃www.gip.inti>

・産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ

〈httP:〃www.gipjipdec.or.jp/〉

・情 報 化 関 連 政 策 ホ ー ム ペ ー ジ

〈http://www.gip.jipdec.or.jp/policy/〉

3.次 世 代 電 子図 書館 シ ステ ム研 究 開

発事業

平成7年 度か ら5か 年計画で進めてきた本

プロジェクトは,こ れまでに研究開発 した個

別技術に,電 子図書館で必要 となる技術 を組

合せたプロ トタイプシステムを構築 しまし

た。プロトタイプシステムによるための実証

実験を実施 しました。

実証実験は,公 募により参加希望のあった

12大学図書館 ・公共図書館関係者93名 を中心

に,平 成11年11月15日 ～平成11年12月17日 ま

での約1ヶ 月間実施致 し,研 究開発 した個別

技術 について機能評価をしていただきまし

た。

実証実験は検索系システムと登録系システ

ムに分けて実施 しました。

検索系システムの評価項 目は,

・基本的な検索機能

・映像情報の検索

・Web情 報の検索

・他機関情報検索

・検索結果の並び替え

・新着情報サービス

・課金管理

・著作権管理'

について19項 目の評価 を行いま した。

登録系 システムの評価項目、は,

・文字認識

・SGML変 換

・電子化入力補助機能

・コンテンツ利用条件設定

について8項 目の評価を行い ました。

実証実験における評価結果では,開 発 した

技術が役立つ との回答 が約97%と なってお
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り,高 い評価 を得 てい ます。

なお,当 事 業 も今 年度 末 を もって終了 しま

す ので,事 業 の成 果 を周知 す るため に ワー ク

シ ョップ とデ モ展 示 に よる成果 報告会 を平成

12年3月3日(金)に 東京 全 日空 ホ テル(東 京

都港 区)に て開催 し,多 数 の方の参加 を頂 き

ま した。

当 プロジ ェク トの研 究 開発 内容等 につ きま

して は,当 プ ロ ジ ェ ク トの ホ ー ム ペ ー ジ

(http〃www.jipdec.or.jpか ら リンクが 張 って あ

ります)を 当分 の間継続 して公 開 してい ます

ので ご参考 に して いただ ければ幸 いです。

実証実験評価結果

大学図書館 公共図書館 その他 合 計

回答数1比 率 回答数 比率 回答数1比 率 回答数1比 率

役立つ 471 77.0% 149 75.3% 252 58.3% 872 70.2%

改善すれば役立つ 126 20.6% 38 19.2% 164 38.0% 328 26.4%

全 く役立 たない 15 2.5% 11 5.6% 16 3.7% 42 3.4%

合 計 612 100.0% 198 100.0% 432 100.0% 1242 100.0%

ワ ー ク シ ョ ップ プ ロ グ ラ ム

10:00～10:15挨 拶

通 商産業省機 械情 報産業 局

(財)日 本情報 処理 開発協 会

10:15～11:15招 待 講演

題 目:「 知識情 報の基盤としての電子図書館」

講師:田 屋 裕 之氏(国 立 国会 図書館 電子

図書館推 進室長)

11:15～11:30プ ロジ ェク ト概 要

11:30～12:00成 果報 告1(ア ーキテクチャ系)

12:00～13:30休 憩,及 びデモ見学

13:30～14:30成 果報 告ll(エ ー ジェ ン ト系,

検 索系,表 示系,登 録系)

14:30～15:20成 果報告 皿(プ ロ トタイプ系)

15:20～16:00休 憩,及 び デモ見学

16:00～17:30パ ネル デ ィス カ ッシ ョン

テーマ:「 電子図書館の将来と新技術への期待」

デ モンス トレーシ ョン一覧

プロトタイプシステム

●統合検索

●並び替え

●図書 ・雑誌詳細検索

●Web'1青報詳細検索

●論理構造検索

●他機関検索

●課金管理

●著作権管理

●新着情報サービス

●映像詳細検索

基盤及び個別技術

●マルチメディアデータベース基盤技術

●知的概念検索技術

●知的財産権運用管理技術

●マルチメディア検索技術

●高速並列検索技術

●知的情報検索エージェント技術

●情報発信型エージェント技術

●SGML(HTML)自 動変換技術

●検索情報抽出技術(テ キス ト)

●分散型文書入力技術(入 力 フレームワーク)

●高度文書情報入力 システム(旧字体の認識)

●情報 フィルタリング技術

●三次元情報可視化技術

●用途別統合検索技術

●モービルエージェント技術
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一 中央情報教育研究所一

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材の育成のために次の研修事業,調

査研 究事業および普及啓i蒙事業を実施 してい

ます。

1.平 成11年 度 研 修 事 業

(1)高 度情 報化人材 の研 修

本研 修事業 は,情 報 処理 の各専 門分野 に特

化 した 高度 な知 識 ・技術 を備 え た技 術 者 を

育成す る ため,毎 年継 続 して実施 してい ます。

具 体 的 には,通 商産業省 の産業構 造 審議会

情 報 産 業 部 会情 報 化 人材 対 策 小 委 員 会 の提

言 に 沿 っ て作 成 し,平 成9年 度 に改 訂 した

「SC1997高 度 情 報化 人材 育 成 カ リキ ュ ラム」

に準 拠 した 「モ デル研 修 」,時 宣 に合 致 した

個 別 テ ー マ 「企 画 テ ー マ コー ス」 お よび 受

講 者側 の特 定 ニーズ に応 じて編成 した 「特定

コー ス」 を,産 業界 や大 学 等 か ら講 師 を招

聰 し実施 しま した。

モデ ル研 修 は,シ ス テム監査技 術者 ,プ ロ

ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ,ア プ リケ ー シ ョンエ

ンジニ ア,プ ロダクシ ョンエ ンジニ ア,ネ ッ

トワー クスペ シ ャ リス ト,デ ー タベ ー ス ス

ペ シ ャリス ト,シ ステ ム運用管理 エ ンジニア
,

第 一種 共 通 カ リキ ュ ラム研 修 の8種 の体 系 か

らな り,受 講 の容易 性 を考 慮 し,8種 の体系

を さらに細分化(コ ー ス)し て実施 しま した。

本 年度 の開催 回 数 は116回,開 催 日数 は延

べ491日 ,受 講者数 は1,851名,研 修 に携 わ っ

た講師 は82名,コ ・一…ス種類 別実施状 況 は以下

の とお りです。

① モデル研修

モデル研修 コース名 回数 受講者

1.シ ステム監査技術者 2 57

2.プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジャ 8 67

3.ア プ リケーションエ ンジニア 1 5

4.プ ロ ダクシ ョンエ ンジニア 4 32

5.ネ ッ トワークスペシャリス ト 8 61

6.デ ー タベーススペ シャリス ト 4 42

7.シ ステム運用管理エンジニア 3 33

8.第1種 共通カリキュラム研修 11 98

小 計 ① 41 395

② 企画テーマ コース

企画 テ ー マ コー ス 回数 受講者

小 計 ② 58 1,071

③ 特定コース

特 定 コース 回数 受講者

小 計 ③ 17 385

合計 〔①+②+③ 〕 116 1,851

なお,平 成12年 度 の研 修計 画お よび研 修 内

容 等 の詳 細 につ き ま して は,教 務 第二 課

(TEL:03-5531-0175)ま でお 問 い合 わせ い た

だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ(http:〃www .

CAIT.jipdec.or.jp/)を ご覧 くだ さい。

(2)情 報処理技術 イ ンス トラク タ研修

本研修 事業 は,情 報処 理教 育 に携 わ るイ ン

ス トラ クタ等(情 報処理 専 門学校 等 の教 員や

企業 におけ る情報 処理教 育担 当者 等)を 対 象

に,そ の資 質の 向上 に向 けて,情 報 処理 に関
ト

する技術および知識や教育技法等についての

研修を実施 している事業です。

研修コースは,主 に情報処理専門学校等の

教員 を対象とする情報処理技術インス トラク

タ研修と,地 方における情報処理教育担当者

等を対象とする企業内研修リーダ養成研修が

あります。
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①情報処理技術インス トラクタ研修

本研修の実施にあたっては,「 情報処理技

術 インス トラクタ研修企画委員会」(委 員長

國友義久 長野大学産業社会学部産業情報学

科教授)を 設置 し,研 修内容の見直 しや教授

方法の改善を図っています。

研修内容は,主 に標準 カリキュラムの内容

やその指導法 または指導上のポイン ト等で

す。

本年度の開催回数は33回,開 催 日数は延べ

80日,受 講者数は240名,研 修 に携 わった講

師は23名,コ ース別の実施概況は以下の とお

りです。

IS研 修 コース 名 回数 受講者

1.教 育 エ ン ジニ ア コー ス 4 29

2.シ ステムア ドミニス トレー タコース 8 53

3.情 報化人材育成 ・指導コース 4 24

4.シ ス テ ム技 術 コー ス 15 121

5.JIT教 育 システ ム コー ス 2 13

合 計 33 240

なお,平 成12年 度 の研 修計 画お よび研 修 内

容 等 の 詳 細 につ き ま して は,教 務 第 一 課

(TEL:03-5531-0175)ま でお 問い 合 わせ い た

だ くか,CAITホ ー ムペ ー ジ(http:〃www.

CAIT.jipdec.or.jp!)を ご覧 くだ さい。

② 企業 内研 修 リー ダ養成研 修

本研修 は,す べ て地域 ソフ トウェアセ ンタ

ー に委 託 して実 施 してい ます。(本 年 度 の委

託先 は15社 です。)

本 年 度 の開催 回数 は127回,開 催 日数 は延

べ355日,受 講者 数 は1,279名,研 修 に携 わ っ

た講 師 は127名,コ ース別 の実 施概 況 は以下

の とお りです 。(平 成12年1月 末現在)

リー ダー研 修 コー ス名 回数 受講者

1.シ ステム開発技法関連コース 49 528

2.ネ ットワークの構築'管 理技術関連コース 41 417

3.デ ー タベース技術関連 コース 19 173

4.プ レゼンテーション技法関連 コース 13 129

5.情 報処理利活用技術関連コース 5 32

合 計 127 1,279

2.平 成11年 度調 査研 究事 業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国の学校等教育機関や企業における情

報処理教育の実態や最新動向を広範かつ継続

的に把握 し,教 育施策の検討に資することを

目的として本年度も継続 して当該調査を実施

しています。

調査方法は,「 情報処理教育実態調査委員

会」(委 員長 岡野壽夫 元筑波技術短期大

学)の 下 に次 の2分 科会 を設 け,企 業お よび

学校等教育機関へのアンケー ト調査ならびに

資料調査により実施 しています。

・ 「企業調査及び国際比較調査合同分科会」

(主査 臼井建彦 日本電気㈱)

(主査 佐藤文博 中央大学)

・ 「学校調査分科会」(主 査 早川芳彦 ㊧

電子学園総合研究所)

企業向けアンケー ト票の発送件数等は以下

のとおりです。

・発送件数:1 ,993件

・回収件数:501件

・回収率:25 .1%

本年度は,企 業調査については,企 業調査

分科会 と国際比較調査 分科会 を合 同にし,

1999年 にシンガポールで実施 された 「情報処

理技術者の現状調査」をベースにアンケー ト

票を作成し,日 本お よび東南 アジア諸国の間
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でアンケー ト調査を実施 しました。

なお,学 校調査 については,資 料調査 を中

心に、現状の動向 を調査しました。

本事業の結果は,平 成ll年 度 「情報処理教

育実態調査報告書」として取りまとめています。

(2)教 科研究調査

本事業では,標 準 カリキュラムに則 して情

報処理技術者の効果的な育成を図っている専

門学校およびその他教育機関の情報処理学科

を,「 情報化人材育成学科」 として通商産業

大臣が認定する 「情報化人材育成認定制度」

の支援作業を実施しています。

本年度は,1類(3年 制)学 科で5学 科,1

類A(2年 制)学 科で10学 科がそれぞれ認定

され,こ の結果,1類 の有効認定学科(平 成

9年 度～11年 度)数 は22学 科,ll類Aの 有効

認定学科(平 成10年 度～11年 度)数 は33学 科

とな りました。

また,本 認定制度 は,平 成12年2月3日 通産

省告示第54号 をもちま して廃止 され ま した

が,経 過措置 として廃止告示の施行後 も,次

の間,認 定校 としての効力を有することとな

りました。

OI類 認定校(学 科)に ついては,平 成15年

3月31日 まで

OI[類A認 定校(学 科)に ついては,平 成14

年3月31日 まで

(3)高 度情報化人材育成に関する調査研究

情報技術の進展や利用環境の変化に対応 し

た情報化人材の育成に関して,本 年度は以下

の事業 を実施 しています。

①高度情報処理技術者育成指針に関する調査

研究

平成10年 度から,標 準 カリキュラムの抜本

的な改訂 に向けた検討を行っております。

本年度は,平 成11年6月 に提言 された産業

構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委

員会での人材育成 に関する中間報告に沿 っ

て,ア プリケーシ ョンエ ンジニア,プ ロジェ

ク トマネージャ,テ クニカルエ ンジニア(ネ

ットワークスペシャリス ト,デ ータベースス

ペシャリス ト他)等 の人材 を育成する標準カ

リキュラムのあり方等について調査研究を実

施 してきました。

②高度情報化人材育成のための基盤整備

平成9年 度に改訂 した標準カリキュラムは,

時代の変化 に応 じて常 に刷新を図り,維 持 ・

管理 してい く必要があ ります。このため,平

成10年 度か ら3カ年の計画で,情 報化人材 お

よびその育成 カリキュラムに関する調査支援

作業を実施しております。

本年度は,海 外の情報化人材の動向や人材

育成システムの現状等を,SEARCC(東 南 ア

ジア地域 コンピュータ連合)に おいて積極的

な取 り組みを示すシンガポールを対象に調査

し,ま た,上 記①への支援調査 も実施 しました。

本事業の結果は,平 成11年 度 「高度情報化

人材育成のための基盤整備報告書」として取

りまとめています。

③新しい標準カリキュラムの開発

前記産構審の中間報告に沿って,今 後の試

験制度 との連携 を強化 し,ま た,情 報化人材

育成の動向を踏 まえ,新 標準 カリキュラム開

発作業 を実施 してお ります。

これまで,当 研究所内にタスクグループを

発足 させ,新 標準 カリキ三ラムの開発方針等

の検討,サ ンプルカリキュラムの開発 を行い,

各関連機関 との調整後,新 標準 カリキュラム

の開発 に着手する予定です。

(4)国 際化に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

世界各国における情報化が急速に進展する
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中で,こ れを支える情報処理技術者の育成に

関する国際的な相互協力の必要性が指摘 され

ています。

このため,標 準 カリキュラム等の人材育成

関連情報を積極的に海外へ提供し,ま た,海

外か らは先進的人材育成 システム等の情報を

収集し,必 要に応 じ技術協力を行 うことを目

的に本調査を平成9年 度か ら実施 しています。

実施 に当たっては,「 国際化 に対応 した情

報処理技術者の育成に関する調査研究委員

会」(委 員長 大野 侮郎 つ くば国際大学

産業情報学科教授)を 設置 し,情 報処理技術

者 の国際化 のあ り方 とその育成方法につい

て,国 内及び米国等の情報 を収集 し,分 析 を

行い ました。

本年度は,国 内でソフ トウェア製造に従事

している企業のうち,国 際化 を積極的 に進め

ている企業 に対 しヒアリングを行い,業 態別

(パ ッケージ販売型,SI受 注型,ハ ー ドウエ

アー体型,ゲ ームソフ ト販売型,海 外 ソフ ト

導入型)に,情 報処理技術者 に必要な技術 ・

能力やその育成方法等の情報 を収集 しまし

た。その傾向を検討した上で,日 本の ソフ ト

ウェア産業の進むべ き方向や国際化を推進す

るために必要な人材の育成方法について考

察,提 言 を行いました。

また,9月 と12月 にシンガポールで開催 さ

れ たSEARCC(前 述)の 専 門部会 で あ る

SRIG-PS(情 報処理技術者育成標準部会)会

議 に専 門家 を派遣 し,わ が国の情報化人材育

成策や情報処理技術者試験制度に関する情報

の提供や意見交換を通じ,SRIG-PSが 進める

東南 アジア各国での情報処理技術者認定制度

のためのガイドライン等の策定に協力 しまし

た。

本事業の結果は,平 成11年 度 「国際化 に対

応 した情 報処理 技術者 の育成 に関す る調査研

究報告書 」 と して取 りま とめてい ます 。

(6)高 度 情報化人材育成のための応用調査研究

高度情 報化 人材 育成標 準 カ リキ ュラ ムに沿

った教 育の普及 ・向上 を図 るため に,教 育用

マ ルチ メデ ィア教材,教 育手法 等 の調査研 究

等 を行 って きま した。この成果 の一 つ と して,

平成10年 度 に,職 場等 にお いて情報 リテ ラ シ

ーの普 及 ・啓 蒙等 を担 当す る指 導者(教 育 エ

ンジニ ア)お よび職場環 境 の運 用 ・管 理等 を

担 当す る支援者(シ ステ ムア ドミニス トレー

タ)を 育成す るた めのマ ルチ メデ ィア教 材 と

その学 習管理 シス テム を開発 しま した。

本 年度 は,当 該 マル チ メデ ィア教 材(CD-

ROM教 材),理 解 度 判 定 問題 ・BBS機 能 ・

FAQ機 能 を提供 す る学 習管理 シス テムお よび

2種 類 の ス クー リ ングを組 合 せ た遠 隔学 習 シ

ステ ム(「JIT教 育 シス テム」)の 試行 運 用 を

本事 業の新 テーマ と して位 置づ け,マ ルチ メ

デ ィア教 材 ・素 材 の維 持 ・管 理,学 習者管理

等 の シス テム運用作 業 を実施 しなが ら,本 シ

ステムの機 能強化,向 上等 を図ってお ります。

これ まで,平 成10年 度 に開発 した学習管理

システ ム を運 用 向け に改 良 ・整備 し,平 成11

年7月15日 に 「JIT教育 シス テム」 の運用 を開

始 しま した。そ して,平 成12年3月 中旬現在,

学 習 管 理 シ ス テ ムへ の受 講登 録 が 延 べ56件

(指導 者向 け受講41件,支 援者 向 け受 講15件),

本 システ ムで使用 す るCD・・ROM教 材(情 報 リ

テ ラ シー教 育指導 者 ・支援者 育成教材)の 配

布 が約2,821セ ッ ト(3,000セ ッ ト作 成)と な

りま した。

また,平 成12年1月 中旬 か ら,JIT教 育 シス

テ ムの普 及及 び学 習管理 システ ムの活 用促進

の ための ア ンケ ー ト調 査 を実 施 しま した。 そ

の結果及 び これ までの運用経験 か ら,次 年度
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以降の本調査研究のあり方や活動方針等を検

討する予定です。

(7)新 技術 を利用 した情報処理技術教育シス

テムに関する調査研究

平成9年 度か ら3年計画で,マ ルチメディア

教材 とインターネットを利用 した教育システ

ムのプロトタイプを構築 し,各 システム構成

要素を連携 した実験 ・評価を行ってきました。

最終年度である本年度は,継 続的に設置 して

いる「情報処理技術教育システム検討委員会」

(委員長 都丸敬介テ レコム機器㈱顧 問)で

の検討 を踏 まえ,前 年度の実験結果か ら一部

の機能を改善 ・拡充 し,ま た,評 価実験用の

教 育 コンテ ンツ と各種データベースを作成

し,本 プロ トタイプ等 を使用 したモデル研修

の実施と評価 ・検証を実施 しました。モデル

研修の受講者はモニタ公募を行うなどして51

名の参加 を得 ましたが,用 意 した教材 を最後

まで学習 し,か つアンケー トに回答 したのは

37名(72.5%)で した。

これらアンケー ト結果の分析を含めた本事

業の成果は,平 成ll年 度 「新技術 を利用 した

情報処理技術教育システムに関する調査研究

報告書」として取 りまとめました。

3.普 及啓 蒙 事業

(1)情 報処理教育機関等に対する普及啓蒙

①地域交流セミナー等の開催

産業界のニーズに即 した高度情報処理技術

者教育の推進と地域における情報処理技術者

の育成を活性化 し,地 域の情報化の推進に資

するため,情 報処理専門学校 の教職員や企業

にお ける情報処理教育担当者を対象とした

「地域交流セミナー」を東京で開催 します。

日 時 平成12年3月28日(火)13:00～17:00

場 所 タイム24ビル2階 セミナールーム

・テ ーマお よび講師

● 「WBTの 動 向 ・評価 とサ ー ビス事例 」

○ 講演(1)「WBTの 現状 と展 望」

講師:大 阪府立大 学教授 田村 武志

○事例 とデモ ンス トレー シ ョン(1)

「イ ンターネ ッ トを使 ったオ ンライ ン学 習」

講 師:㈱ 富士 通 ラーニ ングメデ ィア

加 島 一男

○ 事例 とデモ ンス トレー シ ョン(2)

「E-Leami皿9-on-Tap」

講師:日 本 ビュー レッ ト ・パ ッカー ド㈱

石井 和美

○講演(2)「WBTシ ステム の評価 と課題」

講師:日 立電 子サ ー ビス㈱ 山本 洋雄

② 情報化 人材育 成学科 認定校研 究交流 会

通商産業 省が 実施 してい る 「情 報化 人材 育

成学科 認定 制度」 に基づ く1類 校 の相互 交流

に よ り,認 定校 の レベ ルア ップを図 り,産 学

連携へ の一層 の理解 を促 す ため,1類22校 の

研 究交流 会 を実施 しま した。

・期 日 平 成12年3月10日(金)

・場 所 午前:東 京 電子専 門学校(池 袋)

午後:東 京 テクニ カル カ レッジ(国 立)

・参 加者 数45名(1類 校31名
,通 産省2名,

オブザ ーバ10名,事 務 局2名)

・プ ログラム
.

・学校紹 介

・認定学科 及 びその他情報 系学科紹 介説 明

・施 設見学

・卒業研 究紹 介

・質疑応 答

・学科 認定制度 の廃止 に伴 う今後 の対応 につ

い て(討 論)

(2)高 度情 報化 人材 育成標 準 カ リキュ ラム等

の普 及 ・頒布

① 高度情報化 人材 育成標準 カ リキ ュラムの普
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及 ・頒 布

13種 の改 訂 版標 準 カ リキ ュ ラム を未 改訂 の4

種 と ともにCD-ROM1枚 に格 納 し,販 売 して

い ます 。

口 「SC1997高 度情報化 人材 育成標準 カ リキ

ュ ラムCD-ROM版 」

定価:12,600円

(本 体価格12,000円+消 費税 。送料 別)

② テキス トの普 及 ・頒布

改訂版 システ ムア ドミニ ス トレー タ育成 カ

リキ ュラムに準 拠 したテ キス トを作 成 し,販

売 してい ます 。

口改訂版 システムア ドミニス トレータテキス ト

定価:3,675円(本 体価格3,500円+消 費税)

また,当 研 究所 が 監修 した第二種共 通 テキス

トは,コ ン ピュー タ ・エー ジ社 か ら出版 され,

販売 して い ます。

③購 入等 の問い合 わせ先

調査 企画部 普及振 興課(TEL:03-5531-0177)

まで お 問い合 わせ い ただ くか,CAITホ ーム

ペ ージ(http:〃www .cait.jipdec.orjp/)をご覧 く

だ さい。

一 先端情報技術研究所一

先端情 報技 術研究所(AITEC)で は,平 成11

年度事 業 として,情 報技術 開発 に関す る調査

研 究事 業 を行 ってお り,調 査研 究事業 の成果

は随 時 当研 究所 のホ ームペ ージ(hmp:〃www.

icot.or.jp/)に 掲載 してお ります。

最 近の トピ ックス と して,

・フラ ンスの新 ソフ トウェア政策 につ いて

・NTTソ フ トウエ ア鶴保社 長 と当研 究所 内田

所 長 の対 談記 事 「日本 におけ る情報 産業 の

構 造的課題 」

・当研 究所 内 田所長 の論 文 「R&Dの 新 し

い仕 組 み作 りに挑 む:21世 紀 日本繁 栄 の

基 盤 を ど う構 築 す るか?」(オ ー ム社 「エ

レ ク トロニ クス」2月 号 の特 集 日本 の ブ レ

イクスル ー30人 の証言(2))

・米 国及び情報先進 国 にお ける重 点政策 と 日

本へ の指針OHP

・HPCCBIuebook2000日 本語 版

・米 国にお けるASCI計 画 ,及 びUltraScale

COInputing計 画の概 要

な どを掲載 してお ります。

また,平 成10年 度の報 告書 な どこれ まで と

りま とめた資料 や調 査資料 もホー ムペ ー ジか

ら全文 を閲覧 で きる ように して,成 果 の普及

に努 めてい ます 。

以下 に,本年度の事業の活動状況 を報告 します。

情報技術 開発 に関する調査研 究

近年,各 国において情報分野における技術

開発が急速に進展 しており,こ の成果が産業

の活性化や雇用確保に寄与 してお ります。こ

のため,先 端的情報技術について実効ある研

究開発とその成果の産業における活用を推進

することを目的に,当 協会先端情報技術研究

所 において,内 外の研究動向 とともに諸外国

の技術開発施策や制度等についての調査検討

を行っています。実施にあたっては昨年度に

引き続き,「技術政策委員会」(委 員長 水野

幸男 日本電気㈱顧問)を 設置 し,情 報技術

開発に関する調査研究方針などについて審議

を行い,調 査研究を進めています。

①情報技術の研究開発体制のあり方等調査研究

国が支援する研究開発に関する仕組みにつ

いて,国 際的な競争力 を強化する観点から,

昨年度に引 き続 き調査研究 を行 っています。
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実施にあたっては,当 該分野の専門家からな

る 「情報産業の研究開発体制のあり方に関す

る検討作業委員会」(委 員長 後 藤 滋樹

早稲 田大学理工学部情報学科教授)を 設置 し

調査検討 を進めてい ます。

本年度は,「 わが国企業は,産 業の技術 シ

ーズをどこに求めるのか?」 を調査 テーマ と

して,

●グローバルコンペティシ ョン時代に向けて

の産学官の新たな役割分担のあ り方

●わが国におけるアウトソーシング先の育成策

●その他のシーズ技術の獲得策

に焦点を当てています。産業界や大学で研究

開発を行っている現場の研究者 ・管理者から

ヒアリングを実施し現状把握に努め,検 討 を

進めています。また,こ の検討 に必要 な基礎

資料 として,米 国の産業 シーズ創 出のための

国の研究投資や産業への技術移転の効果的な

マネジメント方法などについて調査専門会社

に調査委託するとともに,関 連資料の収集を

行ってい ます。

②諸外国の情報技術の調査研究

今後の情報産業の戦略的な情報技術 とし

て,ハ イエ ン ドコンピューテ ィング技術およ

び人間主体の知的情報技術についての研究動

向を調査 し,情 報先進国における重点投資分

野 と技術開発動向の分析 を進めています。

(a)ハ イエ ンドコンピューティング技術研究

動向調査

これまで,ペ タフロップス技術 を調査対象

とし,主 に米国の超高性能 コンピュータ開発

計画ASCI(AcceleratedStrategicComputing

][nitiative)プログラムについて調査研究 を行 っ

てきました。

本年度は,米 国政府支援のハイエ ンドコン

ピューティング技術開発計画全般の研究動向

を主体 に調 査 し,米 欧 の この分野 にお ける重

点投資 リス トを作成 して,わ が 国の対 応策 を

検討 す るこ とを 目的 と してい ます。 実施 に当

た っ ては,「 ハ イエ ン ドコ ン ピュ ーテ ィング

技 術 調査 ワー キ ン ググル ー プ」(主 査 山 口

喜教 筑 波大学教授)を 設置 し,調 査研 究 を

進 めて い ます。

(b)人 間主 体 の知 的情報技術 に関す る調査

これ まで,ネ ッ トワー クとコ ンピュー タを

幅広 い利 用 者 層 が 利 用 で きる よ う にす る た

め,米 国CIC(Computing,Information ,and

Communications)プ ロ グ ラ ム のHuman

CenteredSystem(HuCS)の 動 向 を含 め,ネ

ッ トワー クお よび知 的 ヒューマ ンイ ンタフェ

ース に関 連 した知 的情 報技 術 を対 象 と して
,

調査研 究 を実施 して きま した。

本年 度 は,米 国政 府支援 のHumanCentered

System(HuCS)の 研 究動 向 を主体 に調査 し,

米 欧の この分野 にお ける重 点投資 リス トを作

成 して,わ が国 の対 応策 を検 討す るこ とを 目

的 と してい ます。

実 施 にあ た っ て は,前 年 度 に 引 き続 き,

「人 間 主 体 の知 的 情 報 技 術 調 査 ワー キ ン グ

グル ー プ」(主 査 奥 乃 博 東 京理 科 大学

教授)を 設置 し,調 査研 究 を進 めて い ます。

一 一情報処理技術者試験センターーー一

情報処理技術者試験センターは,情 報処理

技術者試験の着実な実施と,情 報処理技術者

の育成 ・評価 に寄与するための啓蒙普及活

動,調 査活動 を行っています。今年度の事業

内容については以下のとお りです。

1.情 報処 理 技術 者 試 験 の実 施

情報処理技術者試験は昭和44年 の第1回 か
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ら数 えて平成11年 で30年 とな ります 。30年 間

の応 募者 総 数 は855万 人 を超 え,合 格 者総 数

は約85万 人 に達 して い ます。平 成6年 度秋 期

に現行 の試験 制度 に移行 してか らの応 募者数

は約303万 人,合 格 者 数 は約36万 人 です 。平

成11年 度 は,応 募者 数 が704,969人,合 格 者

数が92,781人 で,初 めて応 募 者数 が70万 人 を

超 え ま した。

今年 度 におけ る春期,秋 期試験 の実施概要

は次 の とお りです。

(1)平 成11年 度春期情報 処理技 術者試験

今年 度か ら初級 システ ムア ドミニス トレー

タ試験(AD)を 年2回 行 うこ ととな り,図 表

11の とお り8区 分 の試験 を実 施 しま した。応

募 者 数 は331,300人(前 年 同期 比40.0%増),

合 格 者数 は38,377人,全 体 の合 格率 は17.7%

で した。 応 募 者 数 が 大 幅 に増 え た理 由 は,

AD実 施 回数 の増 加 に加 え,他 のすべ ての試

験 区分 で も応募者 数 が昨年 を上 回ったた めで

す。特 にデー タベ ーススペ シャ リス ト試験 の

伸 びは高 く,平 成7年 度春期 に第1回 を実施 し

て か ら,毎 年14%以 上 の伸 び を示 し,今 年度

は第1回 応募 者数(7,979人)の 約2倍(14,807

人)と な りま した。

図表11平 成11年 度春秋期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 前年同期比 合格者数 合格率

プロジェクトマネージャ 12,114 112% 472 7.8%

システム運用管理エンジニア 4,173 3.3% 158 7.0%

プロダクションエンジニア 15,311 6.3% 742 7.9%

データベ ーススペ シャリスト 14,807 19.9% 539 6.4%

マイコン応 用 システムエ ンジニア 2,701 9.8% 231 12.6%

第一種情報処理技術者 89,498 135% 5,638 9.9%

第二種情報処理技術者 119,026 4.7% 13,028 16.1%

初級 システムアドミニストレータ 73,670 一 17,569 34.4%

合 計 331,300 40.0% 38,377 17.7%

(2)平 成11年 度秋期 情報処理技 術者 試験

図表12の とお り7区 分 の試験 を実施 しま し

た。応募者 数は373,669人(前 年 同期比11.8%

増),合 格 者 数 は54,404人,全 体 の合格 率 は

21.5%で した。秋期 もすべ て の試験 区分 で応

募者 数が昨年 を上 回 りま した。応 募者数 の伸

びが高 い試験 区分 はネ ッ トワー クスペ シャ リ

ス ト試 験(NW)の21.5%,第 二 種情 報処 理

技 術者 試験(二 種)の16.9%で す 。特 にNW

は昨年 も17.6%の 増加 で毎年高 い伸 び を示 し

て い ます。

今 年度 か ら年2回 の実施 とな ったADの 応募

者 数 は112,881人(前 年 同期 比4.2%増)で 春

期 の応募者 数73,670人 を加 えた,平 成ll年 度

全体 の応 募者 数 は186,551人(同72.2%増)で,

前年 と比べ大 幅 に増加 しま した。
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図表12平 成11年 度春秋期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 前年同期比 合格者数 合格率

シス テ ム アナ リス ト 6,783 5.9% 249 6.7%

システム監査技術者 4,396 L6% 164 7.3%

アプ リケ ー シ ョンエ ンジニ ア 24,903 3.8% 920 7.3%

ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト 60,088 215% 2,413 7.2%

第二種情報処理技術者 156,254 16.9% 18,320 16.4%

上級 システ ム ア ドミニ ス トレー タ 8,364 3.7% 359 7.7%

初 級 シス テ ム ア ドミニ ス トレー タ 112,881 4.2% 31,979 37.9%

合 計 373,669 11.8% 54,404 21.5%

2.情 報 処理 技 術者 試験 評 議 委 員 会 の

設 置

平成10年11月 にス ター トした産業構造審議

会情報産業部会情報化人材対策小委員会は,

平成11年6月 に中間報告 を発表 しました。報

告書では,試 験制度の改善の方向性 も取 り上

げられ,そ の中で情報処理技術者試験の 「柔

軟かつ安定性に富んだ」試験の企画運営組織

の創設が提言されています。これを受けて,

試験 に対する時代のニーズを大所高所から議

論 し,自 由度 をもって試験のあ り方を発議す

る場として,評 議委員会が情報処理技術者試

験 セ ンターに設置され,平 成12年1月31日 に

第1回 評議委員会が開催 され ました。評議委

員会での検討内容は,情 報処理技術者試験セ

ンターのホームページ等を通 じて明らかにさ

れることになっています。

3.情 報処 理 技術 者 試験 の広 報 活動

(1)新 聞等への広報

案内書 ・願書の配布に合わせて,情 報処理

技術者試験の実施 に関す る広告を新聞に年2

回掲載 し,周 知を図 りました。広告 を掲載 し

た新聞は,朝 日新聞,読 売新聞,北 海道新聞,

河北新聞,中B新 聞,中 国新聞,西 日本新聞

です。 また,各 試験 セ ンター支部 で も年2回 ,

大学新 聞等 に広告 を掲 載 し,学 生 を中心 に周

知 を図 ってい ます。

(2)パ ンフ レ ッ ト,ポ ス ターの作 成 ・配布

情 報処 理技術者 試験 の概 要紹介 を 目的 と し

て,情 報 処理 技 術 者 試 験 パ ンフ レ ッ ト,初

級 ・上級 システ ムア ドミニス トレー タ試験パ

ンフ レッ トの2種 類 を作成 し,配 布 しま した。

また,案 内書 ・願書 の 配布 と受付 期 間,試 験

実施 日等 の周 知 を 目的 と して,ポ ス ター を作

成 し,企 業,団 体,大 学,専 門学校 等 に配布

しま した。

4.情 報 処 理 技 術 者 試 験 に 関 す る 国 際

交 流 ・

東 南 ア ジ ア 地 域 コ ン ピ ュ ー タ 連 合

(SEARCC)・ 情 報 処理 技術 者 育成 標 準部 会

(SRIG-PS)の 活 動 につ い ては,試 験 セ ンタ

ーは1994年 か ら
,関 係 国際会 議 に職 員 を派遣

す る等協 力 をはか ってい ます 。

平成11年 度 は,SEARCC99Conferenceが

平成11年12月1日 か ら3日 間開催,こ れ に合 わ

せSRIP-PSMeetingも 開催 され,各 国 の 「情

報処理技 術者 の実態調査 」 につ いての検討 が

行 われ ま した。,



〔シ ンガポ ール〕

・期 間 平成11年12月1日 ～12月3日

・派 遣員 林 佐利(当 協 会情報 処理技術者

試験 セ ンター総 務部企 画課長)

・派遣先SEARCC・SRIG-PS

5.試 験 の オ ン ラ イ ン化 に関 す る海 外

調 査

情報処理技術者試験センターでは,従 来か

ら情報処理技術者試験 の改善に資するため,

海外 のIT関 連の試験制度 に関する調査 を行っ

ています。前述の産業構造審議会情報産業部

会人材対策小委員会の平成11年6月 の中間報

告では,受 験者の利便性向上を目的 として試

験のオンライン化等についても提言されてい

ます。

このような状況をふまえ今回の調査は,既

にかな りの数のIT関 連試験がオンライン化 さ

れている米国で,図 表13の 機関を訪問 し実施

体制,運 営管理の方法等 を調査 しました。

・調査期間 平成12年2月12日 ～2月20日

・メンバー 富永孝雄(当 協会情報処理技術

者試験 センター所長)他4名

図表13訪 問先機関

機関名 所在地 概 要

ChaunceyGrouphltemational NewJersey

Princeton

大学院入試試験等教育関係の試験の多く

を開発・実施している組織。試験の実施・運

用会社であるSylvan社 とも関係が深い。

ProfεssionalExam㎞60nService

(PES)

NewYork システム監査の試験を実施している組織 。そ

の他,試験の開発も手掛けている。

SYLVANPROMETRIC Baltimore マイクロソフト,ロータス,ノベ ル,オラクル等 著 名

企業の認定試験を代行して実施している組織 。

GaltonT㏄ ㎞ologies SaltLakeCi巧 コンピュータベースの試験を開発している組

織。

一一産業情報化推進センター ー－

Lビ ジ ネ スプ ロ トコル に関 す る検 討

当セ ンターではEDIの 普及に資するため,

業界横断的に使用可能な標準企業 コー ドの登

録管理を行っています。標準企業コー ドの登

録企業数は平成12年2月 末で約6,500社 にな り

ました。

さらに当センターでは,標 準企業 コー ドの

利用範囲を広げ,国 際的に通用するコー ドと

す るため の取 り組 み も進 め てい ます 。標 準企

業 コー ドをISO15459-1に 規 定 され る物流 の

識別 コー ドに応 用可 能 にす る ため,平 成11年

12月 に国 際登 録機 関 に対 して登録 を行 い ま し

た。

また,UNIEDIFACTデ ィ1/ク トリ}こも,標

準企業 コー ドを識別す るコー ドを追加す る要

求 を提 出 し,平 成12年1月 のUN/CEFACTの

国際技 術評価 グルー プで承認 され ま した。

当セ ンター・・…で は,平 成9年 度 か ら,パ ソ コ
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ン,ソ フ トウェ ア及 び関連商品 の業 界 におけ

るEDI標 準 の策 定 を 目指 して 「小型 コ ン ピュ

ー タ業界EDI取 引委 員会」 を設 置 して
,検 討

を進 め て きま した。 前号(101号)で ご紹 介

した 「小 型 コ ン ピュ ー タ業 界EDI取 引標 準

(バ ー ジ ョン2)」 の メ ッセ ー ジ仕様 は,平 成

12年3月 頃,イ ン ター ネ ッ トで公 開 す る予定

で す。 公 開 の方法,URLな どは ,JIPDECの

ホー ムペ ー ジに告 知致 します。

また,当 セ ンターで は,学 識 者,業 界有 識

者等 か らなる 「電子 デー タ交換標 準化 調査研

究委 員 会」 を設 置 して,EDIFACTシ ン タ ッ

クス ルー ル(バ ージ ョン4)及 びCIIシ ンタ ッ

クスル ー ル(バ ー ジ ョン3 .00)のJIS化 作 業

を行 っ てい ます 。本 年度 は,EDIFACTシ ン

タ ックス ル ール(バ ー ジ ョン4 .0)の 第4部,

第5部,第6部,第7部 及 び第9部 のJIS原 案 の

検 討,並 び にCIIシ ン タ ックス ルー ル(バ ー

ジ ョン3.00)の 第4部 のJIS原 案 を作成 致 しま

した。 これ らの原案 は,平 成12年 度 中 に正式

なJIS規 格 として制 定 される予定 です。

当 セ ン ターで は,XML/EDIの 検 討 を実施

して い ます 。JIPDECの ホ ー ムペ ー ジで は,

現 在 「CII標準 ベ ー スXML/EDIマ ッピ ング規

則 バ ー ジ ョン1.0」 ドラ フ ト第9版 を公 開 して

い ます。

2.ユ ー ザ シ ス テ ム の 高 度 化 に 関 す る

検 討

(1)情 報 シス テム ・ユ ーザ問題 に関す る検討

情 報 システ ム ・ユ ーザ におけ る様 々な問題

点 につい て現状 を調査 し,多 くの業界 団体の

代 表者 を交 えて解 決 に向 けて検討 を行 ってい

ます。今年 度 はTCO(TotalCostofOwnership)

につい て研 究 を深 め るため,TCO研 究会 を開

催 して情 報 シス テム ・ユ ーザ にお ける情報化

投 資 効 果 を 測 定 す る た め の 研 究 を行 い ,

「TCOに 関す る調 査研 究 報告 書 ～企業 情報 シ

ス テムの適正化 ～」と して と りま とめ ま した
。

(2)ADCメ デ ィアに関す る検討

通信 ネ ッ トワー ク上 のEDIと 並 行 して,実

際 に生 じる物 流 を情報 と一体 化 させ るため の

ADC(AutomaticDataCaptUre:自 動 デー タ収

集)メ デ ィアを利 用 した 「AIDC(Automatic

IdentificationandDataCapture:自 動 認識及 び

デー タ収集)技 術 」 の普及動 向及 び標準 化動

向 につい て検討 を行 って い ます。

今 年 度 は,RFID(RadioFrequencyIDen

tification:無 線認 識)の 物流 業務 におけ る利

用事例 に焦 点 を当て,モ デル システム を想定

しての実用性 能や将 来的可能性 な どを広 く検

討 し,「ADCメ デ ィア に関 す る調 査 報 告 書

(il)～RFIDの 技 術動 向 と通 い容 器 を用 いた

物 流 システ ム～」 を報告 書 と して と りま とめ

ま した。この報 告書 は,ISO/IECSC31で の 日

本提 案資料 と して活用 して もらう予定 です。

3.ECの 基 盤整 備 に関 す る調 査研 究

産業界を取 り巻 くECに 関す る法制度問題

については,こ れまで 「産業界のシステム及

びそれに関する制度問題の調査」を継承する

形で進めてきています。 ・

従来は受け払い中心で,特 定企業間におけ

るクローズ ドなネットワーク環境を前提にし

たEDI取 り引 きに重点をおいた検討 を加 えて

きましたが,現 在 は企業間電子データ交換 と

しても最近注目されてきたオープンネットワ

ークに関する環境や技術をも視野に入れた検

討を進めています。

今年度は,国 際化,ネ ットワーク化が進む

企業間取引についての産業界の実態に対応す

るため,イ ンターネッ トを利用 したEDI及 び



認証 につ いて,そ の可 能性 と法制度面 か らの

問題 点 を検 討 し,「EC法 的問題調 査研 究報 告

書 ～ イ ン ター ネ ッ トEDIに 関す る標 準 契約書

～」 を と りま とめ ま した。

4.ECの 普 及 ・促 進 に 関 す る 調 査 研 究

62(平 成12年3月 現 在)の 業界 団体 に会 員

と して,ま た 関係4省 庁(通 商産 業省,大 蔵

省,運 輸省,建 設省)に オブザ ーバ と して ご

参加 ・ご協 力 をい ただ きなが ら,「EDI推 進

協 議 会(JEDIC)」 の事務 局 を運営 してお り,

日本の 産業界 にお け るEDIの 更 な る導 入促 進

を 目的 に活 動 して お ります 。 具 体 的 に は,

EDIに 係 る共通 問題 の検 討 及 び普及 ・推進 に

つい て業 際的立場 か ら総合 的 に取 り組 んで い

ます。

普 及 ・啓 蒙活 動 の 中心 は,年4回 の普 及研

修会(平 成11年6月4日,9月3日,12月3日,

平成12年3月3日)及 びEDIフ ォー ラム(7月7

日)の 開催 と,JEDICNewsletter(5月,7月,

9月,11月,1月,3月)な ど広 報誌 ・報 告書

の発 行です 。

12月3日 に実 施 しま した第3回 普 及研 修会 で

は 「中小 企 業 に向 け たEDIの 実践 的 な導 入」

をテーマ に,約120名 の方 に ご参加 い ただ き,

熱心 な聴講 と質疑 が な され ま した。第4回 普

及研 修会(平 成12年3月3日)「EDI先 進導 入

業界 の最 新動 向」 で は,約150名 の方 に ご参

加 い ただ き,流 通業界,自 動 車業界,電 子機

器業界,紙 パ ルプ業界,港 湾物流業 界の方 か

ら,EDI導 入事例 を中心 にご報告 してい ただ

きま した。

また,平 成8年 度 か ら毎 年定 点的 に行 って

い る 「EDI実 態 調査 」 を今 年度 も実施 い た し

ま した 。調査 結果 につ きま して は,第4回 普

及研 修会 で速報版 をご説 明 したほか,年 度内

に報 告 書 に ま とめ て発 行 す る 予 定 で す 。また,

3月 に行 わ れ た 第21回 ア ジ ア太 平 洋 経 済 協 力

会 議 一電 気 通 信 ワ ー キ ング グル ー プ(APEC-

TELWG)で も,こ の 調 査 を も と に 日本 と

APEC域 国 との 間 のEDIを 中心 に報 告 し,高

い 関 心 が 寄 せ られ ま した 。

11月2日 か ら5日 に か け て 東 京 フ ァ ッ シ ョ ン

タ ウ ンで 開催 され た 「CALS/ECJapanl999」

で はEDI/ECに つ い て 講i漬 し た ほ か,同 時 開

催 した 「COMJapanl999」 でCII及 びJEDIC

の紹 介 を し,EDIの 更 な る 普 及 に 努 め ま した。

● 「JEDICNewsletter」 の ア ドレス

〈http:〃www.jipdec.or.jp/cii/jedic/

news_let/n_home.htm>

5.産 業 の 情 報 化 に 係 る 普 及 ・広 報

産業界 の情 報化 動向 を広 く各方 面 に周 知す

るため,「 産業 と情 報」 を年2回(9月 と3月)

発行 してお ります。39号(平 成11年9月 発行)

か らは全 文電子 化 してEDI推 進 協議 会 の ホー

ムペ ー ジで公 開 して お ります 。3月 に発 行 い

た しま した 「産業 と情 報」 第40号 では,平 成

11年10月29日 に開催 した第15回 産業 情報化 シ

ンポ ジウム 「電子 商取引 の環境整備 と法 的課

題一 安心 して取引 が で きるための制度 イ ンフ

ラの整備一 」 の会 議録 を掲 載 してお ります。

● 「産業 と情報」 の ア ドレス

〈http:〃www.jipdec.or.jp/cii/jedic!cii/

s_andＬj/s_andj.htm>

6.先 進 的情 報 シス テム 開発 実証 事 業

推進室

平成10年 度の補正予算 を活用 し,電 子商取

引等の本格 的実用化 を促進することにより,

わが国経済の構造改革,景 気浮揚 を図ること

を目的 として,当 推進室では,情 報処理振興
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事業協会(IPA)か らの委託 を受けて,平 成

10年度第一次補正予算に係わる事業 「先進的

情報システム開発実証事業(電 子商取引の実

用 化等)」 と第三次補正予 算 に係 わ る事業

「産業 ・社会情報化基盤整備事業」の2業 務 を

実施 しています。

なお,,第 一次補正事業は,平 成12年2月 末

で完了 しました。

(1)第 一次補正事業

第一次補正事業では平成12年1月 に最終納

品の受入を行 い,そ の検収 を実施 しました。

また,当 事業の概要を周知するため,日 本語

及び英語での概要書の作成,ホ ームページへ

の掲載を行 うとともに,最 終成果である事業

成果報告書 を取 りまとめました。

さらに,開 発及び実証実験 に対す る立会検

査の実施,平 成12年2月15日,16日 の両 日に

は事業成果発表会を東京全日空ホテルで開催

しました。

(2)第 三次補正事業

第一次補正事業 と同様,当 事業の概要 を周

知するため,日 本語及び英語での概要書の作

成,ホ ームページへの掲載 を行いました。ま

た,平 成11年10月 末納品の検収作業 を行 うと

ともに,平 成12年3月 末に予定 されている納

品の受入準備を進めています。

〈電子商取引実証推進協議会>

1.運 営 委 員会1理 事会/総 会 等 の開催

平成11年7月 に開催 された平成ll年 度第2回

理事会 にて(財)日 本情報処理開発協会の井

川会長がECOM会 長 に選任 され ました。 また

同理事会 にて運営委員の選任について審議の

上,原 案 どお り承認 されました。同月の第2

回運営委員会 において,(財)日 本情報処理

開発協会の宮川常務理事を運営委員長に選任

しま した。

平 成11年7月2日 にホテル 日航東 京 におい て

平成11年 度総 会が 開催 され ま した。総会 で は

理 事 ・監事 の選 任 の後,平 成10年 度 事 業 報

告 ・同収支 決算,平 成11年 度事 業 計画 ・同収

支予算 がそ れぞれ報告 され ま した。

2.ワ ー キ ン グ グル ー プ(WG)の 活動

会員企業 を中心 に学識者,有 識者で構成 し,

実証 プロジェク トと連携 しつつ,EC実 用化

のための具体的方策等について検討 し,報 告

書の作成に向けて準備 中です。報告書のタイ

トルと内容に関しましては下記の通 りです。

(1)消 費者WG

A.「 電子商取引における信頼確保 に向けた

環境整備」(仮 題)

1)電 子商取 引における消費者保護 に向け

た啓発活動

2)ECOM消 費者取引ガイ ドライン

B.「ECで 取扱われる個 人情報 に関する調査

報告書(ver2.0)」(仮 題)

1)EC上 の個人情報の抽 出と課題整理

2)電 子商取引 における消費者情報保護の

ための課題整理

3)ま とめ

(2)認 証 ・公証WG

A.「 企業間電子商取引 における認証適用

ガイ ドライン」(仮 題)

主な項 目

1)企 業認証の適用

2)想 定 される トラブルの回避手法

B.「 認証の レベル と本人確認方式に関する

提言」

1)リ アル社会 における本人確認方式の実

状 と問題点

2)本 人確認 に関す るリアル社会 とパーチ
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ヤル社会の関わり

3)認 証の レベル

4)レ ベル利用の考え方

C.「 認証局の責任 に関す るガイ ドライン」

1)認 証局の機能 と役割

2)認 証局の責任に関する基本的考 え方

3)認 証局 と利用者の責任分担

4)責 任 リスクの管理

5)損 害への対応 について

(3)電 子決済WG

A.「 消費者企業間電子決済について一普及

のための対策と提言一」(仮 題)

1)普 及阻害要因仮説の整理

B.「 企業間電子決済報告書」

1)既 存企業間商取引スキームと決済スキー

ム

2)企 業 間電 子商取 引 スキ ーム と電子 決 済

ス キーム

3)市 場(企 業)ニ ーズ分析

4)電 子 決済手段 の課 題,論 点整理

5)企 業 間電子 決済取 引モ デル

6)企 業 間電子 決済普 及への提 言

C.「ICカ ー ドシス テムの端末 イ ンフラ構 築

に関す るガイ ドライ ン」

1)12年 度の検討 にあた って

2)検 討課題 の構 成 と分類

3)端 末機能

4)端 末 とネ ッ トワー ク機 能

5)セ キ ュリテ ィ機 能 と事項対応

6)運 用,シ ステム関連事項

7)制 度関連事項

8)ICカ ー ドシス テ ムの調 査(国 内 ・海外

の動 向)

g)お わ りに

(4)セ キ ュ リテ ィWG

A.「 セキ ュ リテ ィマ ーク制 度の提 案」(仮 題)

1)セ キ ュ リテ ィマ ー ク制度 の位 置付 け ・

趣 旨,セ キ ュ リテ ィマ ー ク付与 の基準,

運 用手順 な ど。

B.「 セ キュ リテ ィマー ク制 度の提 案 一制

度 の紹介 一」(仮 題)

1)セ キ ュ リテ ィマ ー ク制度 の紹介

C.「 セ キュ リテ ィマー ク制度 の提 案 一セ

キュ リテ ィガイ ドブ ックー」(仮 題)

1)セ キ ュ リテ ィマ ・一ーーク制 度 で のセ キ ュ リ

テ ィ確 保 の仕 組 み を解説

D.「 暗号利 用技術 ハ ン ドブ ック(第2版)」

(仮 題)

1)暗 号 シス テム を構 築 ・利 用 す る シス テ

ムエ ンジニ ア ・システ ム事 業者 に,解

りやす く暗号利 用技術 を解説

(5)リ ス ク評価WG

A.「ECリ ス クの調査 と処 理 の実態 一 日本 に

お ける現状 と諸外 国の実態 一」(仮 題)

1)通 販 との比較 によるECリ ス クの特徴

2)企 業 と リス ク

3)消 費者 の リス ク

4)リ ス クの処理方法

(6)ビ ジ ネス プ ロセスWG

A.「 対消 費者ECサ イ トの ビジネス モデル調

査」(仮 題)

1)EC成 功要 因 の分析

2)国 内事業者 の現状

3)個 別事業者 の事例 調査

く第 二部 海外 事業者 の現状>

1)全 体 トレン ドと注 目され る事業 者 の動

向

2)個 別事業者 の事例 調査

B.「ECビ ジネス コ ミュニテ ィの構 築」(仮 題)

1)ECビ ジネス コ ミュニ テ ィの事 例

2)ECビ ジネス コ ミュニ テ ィの形態 ・特徴

3)ECビ ジネスコミュニティの形成とリーダー
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4)ECビ ジ ネス コ ミュニ テ ィへ の参加 につ

いて

5)ECビ ジネス コ ミュニテ ィ普 及 のため の

EC環 境 整備 につ いて

C.「 商 品情報記 述 に関す る調査研 究」(仮 題)

1)マ ク ロなEC普 及 阻害要 因

2)ビ ジネス上 の差別 化要 因

3)検 討対象 と問題点

4)商 品情報 の検 索 ・閲覧 と比較

5)消 費者保護 と個 人情報保 護

6)商 品情 報検索 ・閲覧 の現 況

7)問 題解 決への アプ ローチ

8)消 費者 エー ジェ ン ト機 能

9)標 準概念辞書(semanticlexicon)

10)提 案(標 準 概念辞 書)

11)対 象

12)技 術 的背景

13)運 営 方法

14)付 帯 効果 ・期待 効果

15)今 後へ の課題

D.、「新技術 適用,標 準 化動 向の調査」

1)検 討範 囲 と検討 テーマ

2)テ ーマ別調査結 果

3)EC関 連技 術動 向

4)XML適 用事例(2次 補正 実証PJヒ ア リン

グ)

5)ま とめ

(7)国 際取引 ・貿易手続WG

A.「 貿易金 融 プロセス の電子化 の普及 に向

けて」(仮 題)

1)我 国 にお ける貿易 金融電 子化の取組 み

2)海 外 にお ける貿易 金融電子化 の取組 み

3)国 際企 業 にお け る貿易 業務 の情 報化 事

例

4)我 国 にお け る貿 易金 融電 子化 の普及 課

題

5)国 際機 関 にお け るの ルール検討 の状 況

B.「 貿 易金融 プロセスの電子化 く ビジネス

プロセスの シス テム化 〉」

1)我 国における貿易手続 きの ビジネスプロセ

ス

2)海 外 にお け るIT技 術 の進 展 と貿易 金融

EDIシ ステ ム

3)シ ステ ム化技 術 と米 国の最 新状況

(8)国 際課

A.「 海外 にお けるEC取 組状 況調査報 告書'99」

1)海 外 のECビ ジネス動 向調 査

2)北 米 の状 況

3)海 外 のEC推 進機 関の活動調査

4)二 国間以上 の規 模 でのEC推 進 協議調査

B.「 電子商 取 引 に関す るECOM欧 州視 察 団

報告書 」

1)欧 州 委員会

2)プ ロ トン

3)ユ ー ロペ イ イン ターナ シ ョナ ル

4)ド イ ツ貯 蓄銀行協 会

5)ド イツ国立情報 処理研 究所

6)イ タ リア高速道路 管理公 団

7)ア トス

8)フ ランス通信 規制協会

9)パ リ交 通公 団

10)カ ル トバ ンケ ール

C.「 電子商取 引 に関す るECOM米 国視 察団

報告書99」

1)NASDAQ

2)シ ルブプ レコール セ ンター

3)マ ス ター カー ド ・イ ンター ナシ ョナル

4)壬TC(連 邦取 引委 員会)

5)GSA(連 邦 電子 商 務 プ ロ グラム オ フ ィ

ス)

6)OldExecutiveOffice

7)ハ リステ ィー タ・・一・?
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8)ク ロー ガース ーパ ー

9)オ ー ラ ン ドモ ール

10)ミ レニ アム ・バ ンク

11)VISAイ ン ターナ シ ョナル

(9)調 査課

A.「 電子商取引に関する市場実態調査」(仮題)

1)今 年度調査 の概要

2)日 本 の 消 費者 向 け(B-C)電 子 商取 引

の全体動 向

3)セ グメン ト別B-C電 子商取引の現状 と動向

4)電 子商取 引市場 の将来展望

5)電 子商取 引拡大 に向 けて

3.プ ロジ ェク ト連絡調整委員会の活動

実証プロジェクト間の相互連絡およびプロ

ジェク トとWGの 交流 ・連携 ・調整 を図 るこ

とを目的に,プ ロジェク ト連絡調整委員会 を

12月21日 に開催 し以下の補正予算プロジェク

ト及び通商産業省からの報告と意見交換を行

いました。

平成10年度補正予算プロジェクトの成果報告

●CALS/EC公 共調達実用化基盤技術開発

●不正 アクセス防止基盤システム

●わが国のEC市 場実態調査

通商産業省 より報告

●電子署名法

4.普 及 広 報 関 連 の 活 動

ECOMの 活動状 況や成果 を会員 お よび一般

に 広 く普 及 す る た め,機 関 誌(ECOM

TODAY)を 作 成 した ほか,会 報誌 「ECOM

か わ ら版」の第30・31号 を発行す る とともに,

「ECOMセ ミナー」を2回 実施 しま した。また,

WWWサ ーバの充実 を進 め,ア クセス数 も順

調 に伸 び を示 してい ます。 さらに,展 示会 や

講演等 において,ECOMの 成果 を積極 的 に紹

介 しま した。

(1)ECOMセ ミナーの実施

以下 の通 り,ECOMセ ミナ ー を実施 しま し

た。

第34回ECOMセ ミナ ー

日時:平 成11年11月30日(火)13:30～17:00

プログ ラム:

「これか らの 自動車販 売」

(株)ク イ ック社 長 佐藤 治氏

「(有)イ ージーの現況」

(有)イ ー ジー社 長 岸 本 栄 司氏

「個性 化 の原動力 となったハ イデザ イ ン」

サ ノや酒店 店主 佐 野 吾 郎氏

(パ ネル討 論)

「時代 はポ ー タルサ イ トか らマ イモ ー ル&マ

イ シ ョツプへ 」

コーデ ィネー ター:

EC研 究会代 表 土屋 憲太郎 氏

パ ネ リス ト:

(株)フ ロントライン・ドットジェーヒ。一

社 長 藤元 健太 郎氏

(株)ク イ ック社 長 佐藤 治氏

(有)イ ー ジー社 長 岸 本 栄 司氏

サ ノや酒店店 主 佐 野 吾 郎氏

第35回ECOMセ ミナー

日時:平 成11年12月16日(木)13:30～17:15

プロ グラム:

「コンテンツのデジタル制作からデジタル流通へ」

東 京大学大 学院新領域 創成科 学研 究科

助教授 浜 野 保樹 氏

「IT革命 が もた らす雇 用構 造 の変化」

アンダーセ ンコンサルティング マネージャー

飯 塚 和幸 氏

「米 国 にお けるECビ ジネスの現状 と展望」
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早稲 田大学 国際情報 通信研 究 セ ンター

客員教授 前川 徹氏

(2)EC体 験 キ ャンペ ー ン

フェーズ2の テーマ の ひとつ 「裾 野の拡 大」

の一環 と して,各 地 で体験 講座 や街頭 プロモ

ー シ ョン を実施 し
,一 般 消 費者 層 に対 して,

ECの 利便 性等 をア ピー ル し,EC普 及 を 目指

した。 尚,本 事業 の実施 に際 しては,電 子マ

ネー に よるシ ョッピング体験等 におい て以下

の会 員企業 及 び各地域 の通産 局,市 役所,商

工会 議所 等 の協 力 を得 た。

●KDDコ ミュニケー シ ョンズ(ミ リセ ン ト)

●NTTコ ミュニ ケー シ ョンズ(ス ーパ ーキ ャ

ッシュ)

●SCJ2(ビ ザ キ ャ ッシ ュ;東 芝 ,東 芝 テ ッ

ク,ビ ザインターナショナル)

●山田農園,デ オデオ

体 験 キ ャ ンペ ー ン 実 施 経 緯

CALS/ECJAPAN1999(11月2～5日)

東京 ピ ックサ イ ト;(500名)

県央 マルチ メディアフェスティバル(11月14日)

新 潟県県央 地域地場振興 セ ンター;(300名)

EC体 験 キ ャンペ ー ンin広 島(11月28日)

広 島駅 南 口地下広場;(300名)

警視 庁 ハ イテ ク犯罪防止担 当者(12月9日)

ECOM大 会議室;(20名)

谷 中小 学校;(2月8・15・19日)

す。

新組織 は会 員 制 に よ る任 意 団体 でJIPDEC

が事 務 局 とな ります。業務 は電子 商取 引 を社

会 に実装 してい くため の広義 のル ールづ くり

(各種標 準約 款,ガ イ ドラ イ ン,運 用手 順 の

作 成 な ど)を 主 と し,そ れ に基づ く標 準化 の

提 案,普 及 ・啓 発,国 際 活動 を予 定 してい ま

す。

JECALSは 平 成10年7月,企 業 相 互 間 の電

子商取 引(い わゆ るBtoB)の 推 進組織 と し

て ス ター トしま したが,当 初2年 間 と した活

動期 間が終 了す るの を機 に,主 に企業対消 費

者 間の電 子商取 引(い わ ゆ るBtoC)を 推進

して きたECOM,EDI(電 子 デー タ交換)普

及 に永 年 の 実績 を持 つCIIと の統 合 に よ り,

電 子 商取 引全 般 の一層 の普及 ・促進 に向 け た

活動 を展 開 して い くこ とに な りま した。

これ に先 立 ち,JECALSは 平 成12年2月15 ,

16日 の両 日,東 京 ・赤坂 の東 京 全 日空 ホ テル

で 開催 された先進 的情 報 シス テム開発実証事

業成 果 発 表会(主 催:IPA,JIPDEC)の 併設

講演会 で,平 成11年 度事 業 の成 果 を報告 しま

した。

なお,国 際標 準部STEPグ ルー プの事 業成

果 に関 して は3月14日 にJECALS事 務 局 の あ

る タイム24ビ ルで報告会 を開催 します 。

以下,各 部 門の平成11年 度の 活動成果 を中

心 に紹介 します。

一…企業間電子商取引推進機構一…

JECALSは 平成12年 度から電子商取引実証

推進協議会(ECOM),JIPDEC産 業情報化推

進セ ンター(CII)と の3団 体統合 による新た

な組織 「電子商取引推進協議会」に移行 しま

1.調 査広 報 部

2月 の併設講演会でECICALS調 査委員会の

平成11年 度活動成果 を発表 しました。同委員

会は企業間電子商取引(BtoB)に 関 し国内

外 で どの ような事例が立ち上がってきてお

り,企 業がシステム構築 に利用で きる製品や

サービスにどのようなものがあるかを広 く産
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業 界 に発信 す る こと を 目的 に1年 数 カ月 にお

よび調査 して きま した。講演 会で は新 聞 ・雑

誌 な どか ら集め た事例(国 内418件,米 国160

件,欧 州48件,そ の他 地域9件)の 分析 結果

を公 表 したほか,欧 米や 国内での事 例 につ い

て ヒア リングに基づ く具体 的 な報告 を行 い ま

した。

調査 成果 は年 度 内 に最 終 的な報告書 やエ ッ

セ ンス を抽 出 した ガ イ ドブ ックにに まとめ る

ほか,イ ンター ネ ッ トによる情報 提供 サ ー ビ

ス 「e-Square」 のデ ー タベ ース な どに活 か し

て い きます 。2月25日 か らサ ー ビス を開始 す

る 「e-Square」(http:〃www2.jecals.jipdec.

orjp/esquare)はEC/CALS調 査 委 員会 が調査

した 「国 内の動 向 と事例 調 査」 「海 外 の動 向

と事 例 調査 」 「企 業 間電 子商 取 引 に利用 で き

る製 品,サ ー ビス情報 調査」の 内容 を業種 別,

業務別,キ ー ワー ド別 な どで検 索 で きるほか,

ベ ンダーが 開発 した ソフ トや ツール に関す る

最新情報 を随時登 録 で きる仕組 み を構築 しま

した。

また,調 査 報告 書 に関 して は3月15日 以 降

にJECALSの ホ ー ムペ ー ジ(http:〃www.

jipdec.or.jp)か ら,PDF形 式 の フ ァイルで ダ

ウ ンロー ドで きるよ うに しま した。

2.プ ロジ ェク ト推 進部

(1)ワ ーキング活動

ビジネスモデル,情 報共有,通 信インフラ

の3つ の側面か ら,企 業 間電子商取引実用化

のための具体的な方策や利用にあたってのガ

イドラインの整備等を行いました。各テーマ

についてワーキンググループ(WG)を,ま

たWGの 下にサブWGを 設置 し,平 成10年 度

政府補正予算 に基づ く 「先進的情報システム

開発実証事業」の実施プロジェクトをはじめ

とする企業間電子商取引の実証研究に取 り組

むプロジェク トとも連携 して成果を取 りまと

め,2月 の併設講演会で報告いた しま した。

以下はその概要です。

① ビジネスモデルWG

ビジネスモデルWGで はサ プライチ ェー

ンマネジメ ン ト(SCM)を 中心に取 り上

げ,①SCMに 対 す る要 件 抽 出 ・整 備

(SCM－ サブWG),② 企業間電子商取引の

底辺拡大 に向けた諸課題の検討(普 及拡

大一サブWG),③ 権利 関係(著 作権 ・知

財権)等 の諸制度の運用 ガイ ド作成(諸 制

度一サブWG)の3つ のサブWGの 報告 を致

しました。

●SCM－ サブWG

SCMで 着実 に効果 を上げてい くための

方策,課 題,ビ ジネスモデル,運 用ルール

等 について先進事例や関連ソフトウェアを

調査 し,導 入す る上での課題や留意事項を

整理 ・検討 し,日 本企業のSCM導 入責任

者 向けにSCMを 構築 ・運用す るための ガ

イ ドとして 「SCM導 入 ガイ ド」 をまとめ

ました。

●普及拡大一サブWG

中小企業の経営者のECに 対する意識 を

向上 させるために,既 に広範に導入 されて

いるEDIが 広 く普及 している業界 と普及 し

ていない業界を参考にして,各 々の理由及

び背景等 を調査分析 し,イ ンターネ ット社

会 に於いてECの 普及促進 してい くために

何が課題で,ど の様 に解決 していけば良い

のかについて,中 小企業が方向性 を誤 らな

いようにするためのEC化 チ ェック表 を作

成 しました。

●諸制度一サブWG

SCMを 構築 ・運用するには販売デー タ

ー 鎮 一
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及び予測 ・計画データ等を企業間で共有す

るための約束ごとが重要ですが,従 来の

EDIの 基本契約 ではこの部分 は含 まれてお

りません。このためEDIの 基本契約書の枠

組みを超えて 「企業間の取 り決め事項(約

束 ごと)」 について調査研究 し,成 果 とし

て 「SCM電 子商取引モデル契約書」並 び

にSCM運 用マニュアル作成 の手引 きを作

成 しました。従来のEDI取 引モデル契約 を

超 えて,特 定業界 によらないSCM対 応 の

電 子 商取 引 モ デ ル契約 書 が で きたのは

JECALSが 初めてです。

②企業間情報共有WG

企業間の情報共有の面か ら企業間電子商

取引を実現するための技術要素として,統

合 デー タベース,EDI,STEPを 取 り上げ,

①統合データベースの実現方策検討(統 合

DB実 現 一サ ブWG),② 情報交換(EDI)

の高度化方策検討(EDI検 討 一サブWG) ,

③製 品 ・設計情報交換技術(STEP)の 適

用方策検討(STEP適 応 一サブWG)3つ の

サブWGの 報告 を致 しました。

●統合DB実 現 一サブWG

EDI,STEP,SCMな どECを 実現する要

素 として統合データベースを取 り上げ,企

業間連携 のための共有化 ルール,機 密保護

策などの運用課題,そ のコンテンツ作成課

題,技 術 課題 を抽 出 し,企 業 間共有DB

(統合 デー タベース)を 構築する際に検討

すべ き作業項 目毎の留意事項を適用方策を

ガイドとしてまとめました。

●EDI検 討一サ ブWG

EDIを 更に普及拡大す るための阻害要 因

と成得る要素を分析・摘出し,従 来,各 業

界団体や標準化 団体等で行われてきた研究

を参考ベースとしながらその対策案の検討

を行ないました。

このため,複 数 に渡る業種 ・業態 間,業

際間の企業間情報交換連携モデルを明らか

にし,そ の上で課題の摘出を行い方策の提

言を行い,ま たEDIを 中心 とした企業へ普

及 ・啓蒙の方策を取りまとめました。

●STEP適 応 一サブWG

STEPに ついて,ユ ーザの立場で,実 用

化 と使 い勝手の改善に向けた技術要素の課

題 運用課題について検討 しました。

このため先進的事業体におけるSTEP適

用の現状 と動向調査,業 務支援 システムに

お けるSTEP対 応 の現状 と動向調査,STBP

規格の現状 と動向調査 し,こ れらの調査結

果 をもとにSTEP適 用の方策 を提言 として

まとめました。

③インフラ整備WG

企業間電子商取引に不可欠な通信インフ

ラに関して,ユ ーザの立場か ら必要な要件

を整備することとし,今 後のあるべ き姿 を

明確化す るための活動を行ました。通信イ

ンフラに関して必要とされる品質,セ キュ

リティ,性 能,コ ス ト,サ ービス提供の方

式等のネ ッ トワークサービス要件,ネ ッ ト

ワークサー ビスを自社へ適用するにあたっ

てのシステム実装上の要件,お よび今後 さ

らに急速な普及が予想される次世代インタ

ーネットへのアプリケーション側からの必

要要件等について取 りまとめました。

(2)日 本型SCMビ ジネスモデルな らびに導

入手法の構築作業

わが国ではSCMは まだその緒 につ き始め

た段 階です。SCMを 導入する場合 には企業

における業務改革活動(BPR)が 伴 います。

各企業が業務改革活動を実施するためには参

照となるビジネスモデルが必要です。
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このため業務 プ ロセスのモ デル化 を代 表的

サ プラ イチ ェー ンにつ いて行 い,個 々のサ プ

ラ イチ ェ ー ン ご とにSCM導 入 の メ リ ッ ト ・

デ メ リ ッ トを分 析 し,SCMを 支援 す る シス

テ ム化要件 とその効果 を検 討 し,日 本 型 ビジ

ネスモデ ルの構 築 を行 い ま した。 また企業向

けに 「SCM導 入 マニ ュアル」を作成 しま した。

日本 型 ビ ジネ ス モ デ ルの構 築 に当 た っ て

は,各 種 の業務 プロセスモ デル化 手法 の適用

性 を検 証す る とと もに,先 進 的なサ プ ライチ

ェー ンの事 例 につ いて複 数の業種 を対 象 に実

態業務 の ビジネス モデル化 を行 い,さ らに改

善 した ビジネスモ デルの構 築 を行 い ま した。

最終 的 には実 態業務 ・業種 に よらない共 通

的 な 「日本 型SCMビ ジ ネ スモ デ ル」 を構 築

しま した。 この成 果 につ い て も2月 の併 設講

演会 で報告 しま した。

(3)国 際協力

企業 間電子商 取引 の実用化 と普及 に関す る

国際協 力 を図るた め,ア ジア及び欧米 各 国の

関連機 関 と情報 ・意 見交換 を行 い,そ の成果

を内外 にお け る企業 間電子 商取引 の実用化 に

反映 す る活動 を行 っ てい ます。

特 に,日 韓 間 につ いては,産 業情 報化推 進

セ ンター(CII)や 電子 商 取 引 実証推 進 協 議

会(ECOM)と 共同 で,ま た,産 業 界の協 力

も得 なが ら,実 用化 プロ ジェク トや人的交流

の 面で の実務 的 な協 力 を推 進 してお ります。

既 に韓 国 と日本 との 間で は3件 の協 力事 業 が

ス ター トしてお ります。 この2月 に は さ らに

韓 国 との新 たな協 力事業 を発掘す るため の第

4回 日韓EC推 進 ワー クシ ョップ を東京 にて開

催 いた しま した。

この ワー クシ ョップで は 日本側 か ら平 成10

年 度第 一次,3次 補正予 算EC実 用化 事業等 か

ら11の テー マ につ い て,韓 国側 か ら1テ ーマ

の発 表が あ りま した。

3.国 際標 準推 進部STEPグ ル ープ

引 き続 き次 の よ うな 活動 を行 っ て きま し

た。前号以 降の各 委員会 の開催状 況 と合 わせ

て報 告 します。 また,平 成11年 度の 当グル ー

プの事 業 成果 につ いて は3月14日 に報 告会 を

開催 します。

(1)国 際標 準STEPの 規格 開発 に関す る調 査

研 究

①lso/rcl84/sc4へ の出席 お よび貢献

製 品モデ ルデー タの交換 ・共有化 のため

の 国際標 準STEP(ISOlO303)の 標準 化

を進 め てい るISO/TC184/SC4に 協 力 して い

ます。

●ISOTC184/SC4国 内対策 委員会

第5回1月31日

▽2月13日 ～18日 メルボ ル ン会 議

第6回3月10日

② プ ラ ン トソフ トウェアの標準 化 に関す る

調査研 究

●標 準化調査 プロ ジェク ト委員会

第2回3月 上旬(予 定)

● 配管 プ レハ ブWG

第5回12月7日

第6回1月7日

第7回2月9日

● 配管 プ レハ ブWorkshop

第2回 ヒュース トン1月27～28日

③ 新規 産業支援 型 国際標 準 開発 事業

● 生産 プ ロセス シス テムの標 準化委 員会

第6回1月7日

第7回2月9日

第8回3月2日

④ 鵬 化 検討

国 際 標 準 化 され たSTEP文 書 の パ ー ト
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(リ ソース お よびア プ リケー シ ョンプロ ト

コル等)に つ い てJIS化 の た めの検 討 を し

ま した。

●JIS化 委員会

Part22WG

第3回1月28日

Part32WG

第2回3月1日

(2)国 際標 準STEPの 実用化支援

① 産業界 にお けるSTEPの 実用 化利用促 進

● ラ ウン ドテーブル

第8回2月4日

第9回3月21日

②STEPト ラ ンス レー ターの認証 に関す る

調査研 究

STEPの 実用化 にお い ては,STEPト ラ ン

ス レー タ及 び トランス レー タが生成 した情

報 の正 当性 の認証が必 須 となる。

③ 各 国STEPセ ンター との連i携

④3次 元CAD情 報 の生 産準備業 務 での有効

活用 の実証

●生産 設計STEP実 証委員会

第8回1月7日

第9回2月9日

第10回3月2日

● アセ ンブ リモ デルWG

第4回1月7日

第5回3月2日

(3)国 際標 準STEPに 関す る情報提 供

①STEP関 連情 報 の蓄積 と提供

国 際標 準STEPの 標 準化,実 用 化,国 内

国外 のSTEPプ ロ ジェ ク トの状 況,STEPツ

ールな どの情 報 を収 集
,蓄 積 し提供 しま し

た。

②STEP普 及促 進

●STEP調 査 普 及委員会

本 委員会

第2回12月24日

第3回3月3日

STEP実 利用 調査WG

第3回12月2日

第4回1月12日

第5回2月10日

PDMSchema評 価WG

第5回12月15日

第6回1月26日

第7回2月29日

●CALS/STEPセ ミナ ー

11月26日,名 古屋 「CALS/STEPに よ

る製造業 の デ ジタル ・プロセス革新」

講師:嶺 村情報 政策室 長(中 部通商

産業局),黒 岩主査(ト ヨ タ自動 車),

坂 本部長(コ マ ツエ ンジニア リング)

1月19日,東 京 「EXPRESSセ ミナ ー」

講 師:山 本課長補 佐(ケ イ ・ジー ・

テ ィー)

3月1日,仙 台 「CALS/STEPに よる

製 造業 のデ ジ タル ・プ ロセス革新 」

講 師:山 内機械情 報産業 課長(東 北

通 商産 業 局),坂 本 部長(コ マ ツエ

ンジニ ア リング)

●STEPNEWS発 行

3月30日,第4号 発 行予 定

● その他

NIST論 文 集 「STEP
.TheGrandExperience」

翻訳 ・製本(予 定)

ProSTEP論 文 集 「PDMI2FinalEvent

Proceedings」 翻訳 ・製本(予 定)

4.国 際標準推進部 国際標準 グループ

今後のeビ ジネス展開の情報技術基盤 と期

待 されているXMLを 企業 間電子情報交換 に
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応 用す る実装技術 の国際 的標 準化 に貢献 すべ

く,先 ごろ発足 し,世 界的 に注 目を浴 びて い

る「ebXML(e-bus輌nessXML)イ ニ シ ャチ ブ」

に参画 し活動 を展 開 して きま した。

XML/EDIは,米 国 にお いて はANSIX12と

の互 換 性XMLか らビ ジネス ・オ ブ ジ ェ ク ト

へ の展 開 まで幅広 いア プローチが な されて お

り,欧 州 で はUN/EDIFACT中 心 に シ ンプ ル

EDI中 心 の各種 提案 が 出 されて い ます。また,

コ ンピュー タ ・ベ ンダ各社 も,将 来 の命運 を

か け て,サ ンマ イ ク ロのJAVA-XML戦 略 か

らマ イ ク ロ ソフ トのBIZTALK戦 略 まで,激

しい提 案合戦 が行 われて い るのが現状 です 。

その よ うな環境 の中で,ベ ンダお よびユ ー

ザ業 界代表 が集 まって,昨 年11月 よ り始 まっ

た標 準化 のため の イニ シ ャチ ブebXMLに は,

多大 な期待 と注 目を集め てい ます 。

当 イニ シ ャチ ブへ の参 加 組 織 お よび企 業

は,IBM,SUN,ORACLE,MICROSOFTを 含 む

有 力 コ ン ピュー タ ・ベ ンダ とOASIS,SWIFT,

EAN,AIA,OTA,OMG,OAG,CommerceNet,

CommerceOneを 含 むユ ーザ 団 体 とそ の イニ

シ ャチ ブ,そ してUN/CEFACT,TC154お よび

NISTな どの標 準 化 団体 を含 み,参 加 組織 は

130を 超 えてい ます 。 もちろ ん,日 本情報 処

理 開発協会 も参加組織 の一員 です。

本 年2月 現 在,各 チ ーム の進捗 状 況 は次 の

通 りです 。

(1)EbXML要 件定義 プ ロジ ェク トチーム

初 版の ドラ フ ト版要件文 書 を公 開 し,他 の

プロジ ェク トチ ーム との要 件摺 りあ わせが お

こなわれてい ます。現在最 も議論 を呼 んでい

るの は,既 存EDIと の相 互運用性 の必 要性 に

つ い て です 。 当XML技 術 が 目指 す の は,新

しい電子 ビジ ネス形 態 であ り,過 去 のEDIと

の互換性 はか な らず しも必須で はない との意

見が 多勢 で,既 存EDI(UN/EDIFACTやANSI

X12)へ の ブ リ ッジ/マ ッピングのた ぐい は,

当該 イニ シ ャチ ブの成果 か らは除外 され る も

ようです。

(2)ビ ジネスプロセス ・プロジェク トチーム

当初 の チ ーム 名か ら「Methodology」 の言 葉

が抜 け,具 体的 に標 準 シナ リオへ の アプ ロー

チ を も試 み よ うと してい ます 。このチ ームは,

選択 した7つ の ビジネス ・プ ロセス ・モ デ ル

をた た き台 に,コ ア ・コ ンポー ネ ン トと整合

性 のあ る メ タモ デ ルの 開発 に着 手 しま した。

す なわち,再 利 用可能 な ビジネス ・プ ロセ ス

の 定義 と提 案 が 成 果 物 の 一 部 に な るで しょ

う。

(3)技 術 アーキテクチャ ・プロジェク トチーム

XML技 術 イ ン フラ は,リ ポ ジ トリ,デ ィ

レク トリ,セ キ ュ リテ ィ,ト ラ ンスポ ー ト,

支援 ス キーマか らな り,文 書(ビ ジネス内容

と技術 情報 を含 む)ア ーキテ クチ ャ と,ビ ジ

ネス ・プロセス ・アーキテ クチ ャ(ビ ジネス ・

プロセス ・モ デル とコ ンポー ネ ン ト ・ライブ

ラ リを含 む)と イ ンター フェイス を持 った も

の として定義 され るはず です。

(4)コ ア ・コンポーネント・プロジェクトチーム

当チ ーム は総勢 約30人 が参 加 し,コ ア ・コ

ンポ ーネ ン トと して何 を取 り上 げ るのか,デ

ー タ ・コ ンテ ンツを運 ぶデ ー タ ・モ デルお よ

びそ の ビジネス ・プロセス との関係は どうあ

るべ きか,な どの基本 的 な討議 が行 われて い

ます 。 そ の中 で,ま ず は 日本 か らの提 案 で,

広範 囲の ビジネスで対 象 とな るコモ ン ・ビジ

ネス ・エ ンテ ィテ ィに対 し,そ れ を,識 別 ス

キーマ ー/属 性/サ ブ ・ク ラスの概念 で個 々

にモデ ル化す る作業 が始 め られ てい ます。

(5)ト ラ ンス ポー ト ・プロ ジェク トチ ーム

現在使用 または提案 されてい る手法 につ き

一 鎚 一
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比 較 検 討 が 行 わ れ て い ます 。 現 在 検 討 の 対 象

と さ れ て い る の は,MicrosoftMSMQ ,IBM

MQSeries,CORBA,OTP ,IETFXMLMessage,

UN/EDIFACTSecuritymessage ,IETFEDIINT,

RosettaNetな どの メ ッ七 一 ジ ン グ手 法 で す 。

(6)レ ジ ス トリ/リ ポ ジ トリ ・プ ロ ジ ェ ク ト

チ ー ム

既 にOASISよ り リポ ジ トリ仕 様 が 発 表 され

て い る こ と もあ り,当 該 仕 様 との 整 合 性 を持

っ た もの が 提 案 され る見 込 み で す 。 技 術 的 に

は,XMIに よ る メ タ デ ー タ交 換 を 指 向 す る こ

と に な る と思 わ れ ます 。 な お ,当ebXMLイ

ニ シャチブ 自身が レジス トリや リポ ジ トリを

構 築 した り運 営 した りす る意 図 は あ りませ

ん。

(7)技 術 調整 プ ロジェ ク トチーム

未 だ具体 的 な独 自の 活動 には入 らず,各 チ

ー ムの動 向 を見極 め てか ら
,ebXMLコ ンフ

ォーマ ンス とは何 かの検討 に入 る こ とと思 わ

れ ます。

(8)啓 蒙 普及/教 育 プ ロジェ ク トチ ーム

当 イニ シャチ ブが開発 す る実装標 準 の啓 蒙

普 及お よび教 育 につ き,活 動 計画 が発表 され

る予 定です。
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中央情報教育研究所は,平 成5年 度に 「通商産業省 産業構造審議会 情報産業

部会 情報化人材対策小委員会」の提言を受けて 「高度情報化人材育成標準カリキ

ュラム(17種)」 を人材別 に刊行いた しました。

その後,情 報処理技術の飛躍 的発展や環境の変化等により改訂の必要性が議論さ

れ,再 び通商産業省の ご指導の もとに情報処理産業界有識者のご支援 ・ご協力を得

て平成9年10月 改 訂 版 を発刊いた しました。

情報処理技術者育成のための指針として,企 業 ・組織の人材育成部門,情 報処理

教育機関,教 育図書の出版関係社(者)に は必携の書です。

また国家試験である情報処理技術者試験の出題範囲のご確認には必須の書です。

★ 構 成

・17種 の カ リキ ュラム を1枚 のCD-ROMに 収録

(コ ンパ ク ト化)

・本文 中の主 要用語 が総索 引お よび章末 か らの

検 索が可 能

★ 動 作 環 境

・Windows95WindowsNT

ご＼

デー タの参照 には フ レーム ・マ ップ機能 を備 えたNetscapeNevigator3.0以 上

IntemetExplorer3.0以 上 な どのWebブ ラウザが必 要です。

★ 販 売 価 格

・12
,600円/枚(本 体価 格12,㎜ 円+税)

(送料 は,200円/1枚,270円/2枚,390円/3～4枚,そ れ以上 はお問合せ くだ さい。)

★ 購 入 方 法

【法人 の場 合】

・ホー ムペ ー ジ上 のE-mail ,ま た は所定 の 申込書 に よ りFAX(03-・5531-0170)で 当研 究

所へ ご注文 くだ さい。

【個 人の場合 】

・当研 究所宛 て に
,直 接 郵便振込 み を して くだ さい。

郵便 口座:00130-8-409669中 央情 報教育研 究所

・通信販 売で のお求め ば,東 京 官書普及(株)・ 通信 販売 課へ ご注文 くだ さい。

(TELO3-3292-3701)

酬T;財 ㍑ 鷲 処器 発㌶
〒135-8073東 京 都 江 東 区青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

TELo3-・5531-…0174(普 及 振 興 課)uRLhttp:〃www.cait.jipdec.or.jp/

〉
鱈.議 論 蚕室 遠誌 蕊 ≧ ゑ 撫漣 翻3.



ますます求め惑釣る情報《撒 の覇人群

シ ステ ム ア ドミニ ス}・ レ一 夕

★構 成 目次

第1部

第2部

第3部

第4部

第5部

★特 長

　 　 　

『シス テ ム ア ドミニ ス トレー タテ キス ト 改訂 版 』

【本 体価格:3,500円 】

本書は平成9年10月 に公表 された標準 カリキュラムの改訂に準拠 して平成10年3

月に発刊 されたものです。

情報処理システムの利用部門において情報化を推進する方々が,初 期の段階で利

用者 として習得すべき基本的な知識と応用能力をとりまとめたものです。

また,国 家試験 である情報処理技術者試験の初級システムアドミニス トレータ試

験は上記標準カリキュラムが出題範囲となっております。

"ノ ㌔ い 〆,り'ξ

(B5判491ペ ー ジ)

仕事 とコ ン ピュー タ

基幹 業務 システ ム とのか かわ り

エ ン ドユ ーザ コ ンピュー テ ィ ング

システ ム環境整備 と運用 管理

EUC推 進の ための表現能 力

・改 訂版標準 カ リキュ ラムに準拠

・改訂版 標準 カ リキュ ラム に精通 した執筆 陣

・従来 の 「表現 能力」(別 冊扱 い)を 第5部 「EUC推 進の ための表現 能力」 として本 テキス

トに収 録

・イ ンター ネ ッ ト
,マ ルチメデ ィア等 の新技術 に対応

・演 習問題 に試験(午 前)の 過去問題 を採 用 してお り
,受 験参考 書 と して も最 適

★購 入 方 法

・通信販 売 でのお求 め ば
,東 京 官書普及(株)・ 通信 販売課(TELO3・-3292-3701)

・全 国の書店 または官報販 売所
,政 府刊行物 サ ー ビス セ ンター にて ご注文 くだ さい。

・東 京都 官報 販 売所(神 田)
,大 阪府官 報販 売所(肥 後橋),八 重洲 ブ ック セ ン ター,言 泉

グラ ンデ(神 田),書 泉 ブ ック タワー(秋 葉原),三 省 堂本店(神 田),紀 伊 國屋 書店(新

宿 ・渋 谷 ・大 阪梅 田),丸 善本 店(日 本 橋),芳 林 堂書 店(高 田馬 場)で は店頭 で ご購 入

で きます。

◎A鵬 財ム日雷 撃鞠 多難
〒135-8073東 京都 江 東 区 青 梅2--45タ イ ム24ビ ル1g階

TELO3-5531-0174(普 及 振 興 課)URLhttp:〃www.cait.jipdec.or .jp/



企業における情報化勤向に関ず
一情報化投資の現状と課題一

1調 査 の概要

1.1コ ン ピュータ利用状況調査の 目的

1.2調 査 の構成

1.3調 査 時期 、調査期間

1.4発 送 回収状況

1.5調 査 の内容

1.6報 告 書の利用等

n総 論
2.1注 目される情報化投資
2.2有 効な情報化投資の形態としてのアウ トソーシング
2.3ネ ットワーク化と通信回線サービス利用の進展
2.4オ ープンシステム化/ダ ウンサイジングの評価
2.5パ ッケージソフ トウェアの利用と問題点
26情 報化の新しい流れ

皿 情報化の重要な関連課題

3.1概 要
32産 業 、業種別に見た情報化課題への関心
3.3企 業規模別に見た情報化課題への関心
3,4そ の他の分析

IV情 報化の投資効果
4.1情 報化投資の動向
4.2ア ウ トソーシングの状況
4.3コ ンピュータ ・ネットワークと通信回線サービス
4.4オ ープンシステム化/ダ ウンサイジング実施の評価
45パ ッケージソフ トウェアの利用と問題点

V情 報化の新展開
5.1デ ータウエアハウスの利用状況
52テ レワーキングとモバイルコンピューディングの動向
5.3電 子商取引(EC/EDl)の 実施状況

情 報化 をめ ぐる環境が、技 術面、制度雨 笠にお

いて大き く急速 に変化 して きてい る中で コンピュ
ー タユーザ の情 報化の実態 を、継続的なデー タと

して把握す る とともに、 その時 々の情 報化の新 し

い流 れを客 観的 な視 点か ら的確 に捉 えるた めに 、

毎年 ア ンケー トに より調査 を行 なってい ます 。

本報告書は、平成10年 度 に約4,700の 事業体 の情

報システム部門 を対象 に実施 したア ンケー ト調査

の結果 をもとに、その情報処 理お よび情 報化の動

向 について集計 ・分析 を行 ない、 とりまとめてい

ます。

新規投資の主要対象分野

縮織
醐
利

ネ ・ン トワ ー ク

t2.2%

ア ウ トソ ーシ ング

32%

その他
1.7%

Wコ ンピュータ利用状況

6.1情 報システム部門要員の規模
6.2情 報システム部門要員の給与等の状況
6.3コ ンピュータ関連教育費用の状況

A4¥明2i6頁

付表 「コンピュー タ利用状 況調査集計結 果大要」
一般 価絡:4 ,000円 会 員価格:3,200円(穂 別 ・送料 別)

行政ネットワークの有機的利用に関する調査研究報告書
第1章 行政情報ネットワークの現状
1-1行 政機関における情報インフラの整備状況
1-2行 政機関のネッ トワークの整備 ・利用状況
1-3行 政機関のインターネッ ト活用状況
1-4住 民基本台帳ネットワークの構想

第2章 行政情報ネットワークの有機的利用方
2-1行 政サービスにおける利用
2-2情 報公開における利用
2-3行 政情報の提供における利用
2-4行 政運営の効率化及び国民の負担軽減における利用

第3章 機的利用推進のための課題
3-1サ ービス ・コンテンツの充実
3-2ネ ットワーク間の相互乗り入れ
3-3広 域圏ネットワークの構築

資料1行 政情報化推進基本計画(改 定)
資料2電 子公文書の文書型定義(DTD)の 統→的な仕様
資料3ク リアリング ・システム統一仕様
資料4住 民基本台帳法の一部を改正する法律案要綱
資料5電 子的手段によって外部に提供されている行政情報一覧

現行 の行政情報 ネ ッ トワー クは その大半が行政機 関

内部の利用 に とどまってお り、そのサー ビス内容 も

かな り限定 され ています。本調査研究では、行政 機

関における情 報環境 の整備 に対応 して利用が進んで

い る各種 ネッ トワークを行政運営の効率化、 ワンス

トップ ・サー ビス、ノ ンス トップ ・サー ビス等の新

しい 形態に よる行政サ一声ビスの向Cの ために有機的

に利用す る方 策及 びその実現 のための課題に関 して

検討を行ない、併せて行政情報化の今後一層の推進

を 目ざ してい ます。

会 員価格:2,560円(税 別 ・送料別)

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jipCtec.or.jp

、鍍畿鍵盤鑑識 鷹∵ 工



1.日 本の情報通信史

H.ア メリカの情報通信史

m.イ ギリスの情報通信史

N.ド イツの情報通信史

V.フ ランスの情報通信史

VLEU・ ヨーロッパの情報通信史

参考資料

1.日米欧の情報通信施策比較年表

2.自由化後の日本の料金 ・サービス

◇国内サービス

◇国際サービス

世界情報通信年表
情報通信 サー ビスは、H進 月歩の勢 いで進 化す る情報技 術 とともに

進展 し、提供す るサ ービスも多彩 となって、電 話会社 が電話 ・電信

サ ー ビスのみ を提供 していた時代は終焉 を迎 えようと してい ます
。

情報通信 産業を と りまく環境 も大 きく変化 し、公益サー ビス と して

独 占的に提供 された時代 か ら、他の産業 と同様 、激 しい競争 に さら

される時代へ と変 わって来て い ます。 そこでは もはや 事業 を国 内 と

国際 とに分けて考 えることはで きず、否応無 くグローバ ルな規模 で

の競争に巻 き込 まれ ざるを得ない状況に至 ってい ます。本資料 は、

激変する情 報通信分 野の動 向 を整理するため に、主要国の情 報通信

の歴 史につ いて、各種 資料 を基に年表形式に簡潔に とりまとめた も

のです。

A4判ll8頁
一 般価格:1

,500円 会 員価 格:1,200円(税 別 ・送料別)

構報セキュリティの技術と産業の将来勤向に関ずる調査研究報告書
第1章 概要

1.調 査 の進 め方

2.概 要

3.ま と め

4.補 遺

4.1セ キ ュ リテ ィ産業 分野

4.2将 来 有 望な 分野

第n章 セキ ュリテ ィ製品動向

1.入 退 管 理 シス テム

M概 要

1.2方 式

1.3製 品

2.個 人 認 証装 置

2.1概 要

2.2生 体情報によるアクセスコントロール製品

2.3電 子 印 鑑

2.4製 品 動向

3.ワ ン タイムパスワー ド

3.1概 要

3.2パ スワー ド生成の方式

3.3製 品

4.ア ク セス サーバー

4.1概 要

4.2方 式

4.3製 品

5.CAサ ー バー

5.1概 要

52方 式

5.3製 品

6.セ キ ュリテ ィルーター

6.1概 要

6.2方 式

6.3製 品

情 報セキュ リテ ィは、ネ ッ トワーク社会

の健全 な進展 を支 えてい くため に、最 も

重要 な課題の一つ となっています。セ キ

ュリテ ィ対策が進展 すれば、現状 の不正

や犯罪 に対処 するとい うばかりではな く、

イ ン ターネ ッ トの用 途は さ らに広 が り、

新 たな産業 も創 出され 、社会 に活力 を も

た らす ことにもつ なが ります。 この よう

な観点か ら、当協会セ キュ リティ対策検

討委員会 では、 ネッ トワー ク社 会におけ

るセキュ リティ対 策の現状 について調査

を行 ない、セキ ュ リティ産業の将来予測

を行 ってい ます。

A4判170頁

一般価格:3
,100円 会 員価格:2,480円(税 別 ・送料別)

わが国におけるシステム監査の現状
システム監査 及状況調査集計結果

1調 査の概要

1.1調 査の目的

1.2調 査の対象

1.3調 査時期

1.4回 収状況

1.5回 収事業体の平均従業員数

1.6調 査項目

2調 査結果の要約

3調 査結果

3.1監 査担当部門の調査結果

3.2被 監査部門の調査結果

附属資料:ア ンケー ト様式

並
εヨ ー

通商産業省では、 セキュ リティ施策の一環 として、 システム監査

基準 を策定 し、システム監査 の普及に努 めてい ます。当協会では、

通商産業省 の施策 に則 り、隔年で 「シス テム監査普 及状 況調査」

を実施 し、わが国における システム監査の普及状況 の把握 を行っ

てい ます。今回の調査は、監査担当部門お よび被監査 部門の双 方

を対象 に行い、 システム監査普及の傾 向 と問題点 を明 らか にす る

とともに、近年の個人情報保護へ の意識 の高 ま りと政府 の取 り組

み等 を勘案 し、個 人情報保護に関す る監査の実施状 況を併 せて調

査 してい ます。

A4判125頁

一般 価格:2
,300円 会 員価格:1,840円(税 別 ・・送料別)

伸 し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部普及振興課

FAX:03-3432-9389

E-mail:fukyu@jlpdec.orJp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。
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